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「日本再生重点化措置」に係る優先・重点事業選定の基本方針 


 


平 成 2 3 年 1 1 月 2 8 日 


予算編成に関する政府・与党会議 


実 務 者 会 合 決 定 


 


 「日本再生重点化措置」は、我が国経済社会の再生に向けてより


効果の高い施策に予算を重点配分する一方、それ以外の施策への予


算配分は厳しく抑制することで、大胆な予算の組換えを行い、野田


政権らしい平成24年度予算を実現するために設けられたものである。 


予算編成に関する政府・与党会議の下に設置された実務者会合は、


こうした「日本再生重点化措置」の目的・趣旨を踏まえ、各府省庁


から提出された要望事業から、優先・重点事業の選定案を作成する。 


 優先・重点事業の選定案作成に当たっては、「明日へ希望をつなぐ、


活きた予算」にするため、以下に掲げる４つの視点から要望事業を


精査した上で総合的に判断する。 


 


視点Ⅰ：政策のねらい・目的 


○ 現状の問題点に的確に対応した政策といえるか（政策の全体


像が描け、その中で適切に位置づけられているか） 


○ 目的が明確かつ絞り込まれたものとなっているか 


○ 必要性・緊急性はあるか（来年度予算が真に不可欠か） 


 


視点Ⅱ：「日本再生」へ向けての効果 


○ 「日本再生の基本戦略」策定に向けた国家戦略会議の検討の


方向性と整合的な事業か 


○ 「宇宙」「海洋」「人材」「イノベーション」などの横断的検討


の中で真に優先順位が高い事業か 


○ 国民に広く裨益する事業か 


 


視点Ⅲ：政策手法の選択と集中 


○ 国の責務として行うべきか（民間や地方に委ねるべきではな
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いか） 


○ 規制改革、政策金融、税制を含めた政策手段の中で最適な手


段を選択しているか（税金を直接投入する他に、より効果的


な手段はないのか） 


○ これまでの政策効果の十分な検証が行われた上での提案とな


っているか 


○ 政策目的に照らし効果的・効率的な手段となっているか（例：


支援が真に必要な者に絞り込まれているか） 


○ 他の事業との重複、矛盾はないか（他方で、関連する事業の


間の連携がとれているか） 


○ 既存予算の中での優先順位の見直しで対応できないか 


○ 既に地方団体で取り組みが進んでいるものの単に「国費への


振替え」になっていないか 


○ 合理的な積算に基づいているか（例：単なる実証実験のため


に過剰な箇所数となっていないか） 


 


視点Ⅳ：改革の姿勢（予算の組み替え） 


○ 予算組み替えにつながる新規性があるか（質的な重点化もな


く削減分を機械的に 1.5 倍要望したものとなっていないか） 


○ 要望と要求を通じた事業全体として重点化、効率化が図られ


ているか 


○ 公務員人件費改革の趣旨を踏まえたものとなっているか 


○ 事業仕分け等での指摘に適切に対応しているか 


 


 







【様式１】　＜ HP掲載リスト様式＞


事業
番号


事　　業　　名 担 当 府 省
関連項目


(注）
要望額(百万円) 事業主体 事　　業　　内　　容 事　業　目　的　・　効　果


1 施設の耐震化等推進業務
皇室費


（宮内庁）
ⅳ 515 宮内庁


　制震ブレース補強等をすることにより、施設の耐
震化や整備を行い、地震による施設の倒壊等を防
ぐものである。
　太陽光発電設備の整備をすることや庁舎等の節
電対応を行うことにより、省エネルギー化を図るも
のである。


　施設の耐震化を推進すること等を行うことにより、地震による
倒壊等を防ぐことが目的である。当該施設を地震による倒壊等
から防ぐことにより、安心･安全社会の実現に寄与するものであ
る。また、太陽光発電設備を整備すること等により、省エネル
ギーと温室効果ガスの削減を図るものである。


2


新成長戦略（科学・技術・情
報通信、エネルギー）に係る
インフラ整備、グリーンイノ
ベーション推進等に必要な経
費


国会 ⅰ 2,673 国
国民生活の利便性及びエネルギー効率の向上を
図るためのインフラ整備等を推進するもの


議員の国政調査活動の維持・充実、国民生活の利便性及び国
会施設等のエネルギー効率の向上等


3
安心・安全社会の実現のた
めの司法基盤の整備


裁判所 ⅳ 2,418 国
①司法情報基盤及び②司法基盤たる裁判所庁舎
の強化


①裁判事務処理の基盤となる各種事件処理システムのサーバ
群を堅牢な施設に移転することによる業務継続能力の強化，並
びに，②裁判所庁舎の耐震安全性及びセキュリティの強化を図
り，安心・安全社会を実現する。


4 会計検査情報システム経費 会計検査院 i 429 国 情報通信技術を活用した検査活動の充実強化 電子行政の推進に寄与


【事業①】国家戦略室が実施する内閣の重要政策
に関する基礎調査
国家戦略室が企画・立案・調整を担当している重
要政策について、国家戦略に関する総合的な見地
からの基礎調査を行う。


【事業①】内閣の重要政策について、国家戦略的な見地からの
総合的判断に資する基礎資料を提供する。


【事業②】国民ＩＤ制度導入において実現する
企業コード等に関する調査研究
企業、行政等にとって利便性の高い企業コード
に係るサービスモデルの選定及びその実現のた
めの課題や解決方法、システムの在り方等につ
いて、法制度面、運用面、技術面等から検討を
行う。


【事業②】社会保障・税番号大綱の法人番号を踏まえつ
つ、「新たな情報通信技術戦略（新ＩＴ戦略）」等に基づ
き企業コードの整備やその活用を推進することを目的とす
る。
企業コードの整備及び活用による効果として、企業、行政
等における証明書等の書類授受の削減、情報収集・調査作
業の効率化、企業情報の名寄せ・突合・照合事務の効率化
等が見込まれる。







【事業③】海洋再生可能エネルギーの利用促進
に関する調査
海洋再生可能エネルギー発電技術を実海域にお
いて検証する場となる「総合実証実験海域」の
整備に向けて、海外の事例を参考に、我が国に
おける制度設計・海域の選定方法についての調
査・検討及び国内候補地の実現可能性について
の予備的調査を行う。


【事業③】風力・波力・潮力等の海洋再生可能エネルギー
を用いた発電技術について、実海域における発電効率や耐
久性能を実証して事業採算性等の評価を行うことが可能と
なり、我が国における海洋再生可能エネルギーの利用促進
が図られる。


【事業④】医療イノベーションの調査等経費
国際競争力の高い医療関連産業を育成するとも
に、その成果としての医療を国民に提供するため、
革新的な医薬品、医療機器、再生医療や個別化
医療の実用化等のための規制・制度改革や政策
資源の重点化を図るために調査等を行う。


【事業④】医療イノベーションを促進することにより、国際競争力
の高い関連産業を育成し、その成果を国民の医療・健康水準の
向上に反映させる。
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内閣法制局が保有する歴史
的事実が記録された行政文
書の整理・補修及び情報公
開等経費


内閣法制局 ⅰ 32 国
内閣法制局が保有する歴史公文書等について、
経年劣化が著しい文書の補修を行うとともに、将
来にわたって保存、利用するために電子化を行う。


・歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図る。（原本の保
護）
・ＩＴを利活用した情報公開を行う。
・電子化した文書を利用することにより行政の効率化を図る。


7
新たな雇用・人材戦略
のための人事行政施策


人事院 ⅱ 81 人事院


視覚障害者のための音声を用いた試験実施の検
討、グローバル人材育成のためのアジア地域調査
研究制度及び被災地等地方自治体実地体験フォ
ローアップ研修の実施


公務における障害者の雇用の促進、グローバル化する国際社
会の中で国益を全うし得る高い能力を有する行政官の人材育
成及び災害対策の迅速かつ効果的に進める役割を担うことの
できる行政官の人材育成を図るもの。


8 情報収集衛星の研究・開発 内閣官房 ⅳ 8,031 国


【事業１】情報収集衛星の大型光学センサの地上
実証に係る経費


【事業２】情報収集衛星レーダ5号機、レーダ6号機
の開発に係る経費


・国家安全保障の基礎となる情報収集を確実に行い、安全・安
心社会の実現に貢献。
・解像度を更に向上することで、大規模災害発生時の個別具体
的な被害状況等、より詳細な状況の把握が可能。


【事業①】政府機関・情報セキュリティ」横断監視・
即応調整ﾁｰﾑ（GSOC)の運用
　平成20年度に本格運用を開始し、政府機関情報
システムの24時間監視を行っているGSOCについ
て、引き続き、政府機関に対するサイバー攻撃等
に関する傾向や情勢について、政府横断的な情報
収集、分析等を行い、政府全体としての緊急対応
能力の向上を図るため、必要な機器の更新等を実
施する。


【事業①】政府機関全体に対するサイバー攻撃の兆候等を迅
速・的確に把握して汎用サービスでは検知できない未知の攻撃
を検知・分析し、一部省庁で発見された攻撃に関する情報を全
府省庁に展開することにより、政府機関全体としての対処・警戒
態勢の構築が可能となる。


5
内閣の重要政策に関する調
査等


内閣官房 i 162 国







【事業②】大規模ｻｲﾊﾞｰ攻撃事態等対処訓練の準
備
　平成21年７月の米国・韓国における大規模サイ
バー攻撃事態等の発生を踏まえ、我が国において
も「大規模サイバー攻撃事態等への初動対処につ
いて（平成22年３月19日内閣危機管理監決裁）」の
策定、各省庁と連携した大規模サイバー攻撃事態
等対処訓練の実施（昨年度から毎年度実施）な
ど、事態発生時における内閣危機管理監等を中心
とした政府の初動対処態勢等が整備されつつある
が、当該訓練の充実を図る観点から、訓練準備の
ための作業の一部を外部業者に委託する。


【事業②】最新のサイバー関連情勢を踏まえた専門的な知見に
基づく訓練を実施することが可能となる。


【事業③】総理等会見における手話・同時通訳
　総理・官房長官が実施する記者会見における手
話・同時通訳の導入する。
【事業④】総理大臣官邸太陽光発電設備増設
　総理大臣官邸において、再生可能エネルギーの
利用や温室効果ガスの排出量削減等のため、太
陽光発電設備の増設を行う。


【事業③】総理・官房長官の会見の内容を首相官邸ホームペー
ジ等を通じて、迅速かつ正確に国内外の人々に漏れなく伝え
る。


【事業④】「新成長戦略」で示された温室効果ガス削減、再生可
能エネルギーの利用拡大の促進に寄与するため、総理大臣官
邸において太陽光発電設備の増設を行い、政府としての取組
姿勢を明確に示すとともに、総理大臣官邸としての温室効果ガ
スの排出量を削減する取組を推進することを目的とする。


10
拉致問題に係る情報収集・
分析体制の強化


内閣官房 ⅳ 170 国
各種団体、情報収集・分析を専門としている民
間会社等から広く情報収集を行う。


更に広範な拉致問題関連情報の収集・分析体制を構築し、
一刻も早い拉致被害者の帰国を目指す。


9
官邸における危機管理体制
の充実強化等


内閣官房 ⅳ 500 国







【事業１】経済リスクへの対応のための府省横断的
な取組の促進（要望額：２８百万円）
○経済に影響を与え得る各リスクの発現可能性・
日本経済へのインパクトの把握・評価
○金融面の各種リスクの分析と対応策の検討に資
する情報端末の導入
○関係省庁・有識者でリスク認識・対応に関する議
論を実務的に行う会合の開催
○リスクに強靭な経済を構築する観点から新成長
分野への経済資源の重点化を図る上でのヒアリン
グ


【目的】
　急速なスピードで経済に甚大な影響を与えるようになってきて
いる経済リスクに対し、それらの状況・影響を正確に把握し、関
係府省等で認識を共有した上で、先手を打って政策運営に当た
る必要がある。こうした取組を着実かつ効率的・府省横断的に
対応する中核である内閣府において、ＰＤＣＡサイクルに立脚し
た体制整備を図る。


【効果】
　経済リスクに対して先手を打って対応し、より安定的に経済を
運営していくことは、経済成長や新成長戦略に基づく取組を
行っていく前提条件。また、リスクに対する一層の取組を体系的
に進めることを通じ、リスク対応の施策の改善とメニュー化が進
められていくことで、より効率的に経済成長や新成長戦略の実
現につなげるとともに、より迅速な初動対応が可能となる。


【事業２】中長期の経済財政運営の企画立案に要
する調査等（要望額：３８百万円）
①有識者ヒアリング等の実施
・社会保障・税一体改革が家計・企業行動や経済
財政に与える影響
・電力供給の制約等が家計、企業行動等に与える
影響とマクロ経済へのインパクトの計測方法
・今後のリスクマネーの供給を含む資金循環面か
らの経済成長に向けた課題及び政策対応
などについて有識者ヒアリング等を行う


②データベース構築、参考資料作成を含む委託調
査
・様々な要請に応える試算のための、家計等の所
得や支出について所得階層別、年齢階級別などの
属性を含むデータベースの構築
・海外のリスクマネーの供給や民間資金の活用を
含む資金循環の現状や課題についての実証・調
査
などについて委託を行う。


　政府は、「新成長戦略」の実現を加速するとともに、大震災後
の状況を踏まえた戦略の再強化を行うこととしている。その際、
特に社会保障・税一体改革、エネルギーにおける固定価格買
取制度等の大きな制度の改変等を行う取組や円滑な資金循環
の確保に係る取組については、その課題を分析・検証しつつ、
政策の企画立案を進めて行く必要がある。


　本事業を行うことにより、家計や企業などの経済主体の行動
変化やその結果考え得る経済財政に与える影響についての分
析・検討が可能となる。また、資金循環面からの経済成長に向
けた課題及び政策対応が導き出される。その結果、財政・社会
保障の持続可能性の確保や新たな成長分野の拡大に資する
中長期の経済財政運営の企画立案に寄与することとなる。


ⅰ 91 国11 経済財政政策の推進 内閣府







【事業３】東日本大震災後の日本経済の産業構造・
景気循環分析に必要な経費（要望額：２５百万円）
・エネルギー供給の見直しによる産業構造の変化
等の調査分析
・地域ごとの構造変化の基礎調査
・都道府県別経済財政モデルの機能拡充


エネルギー供給の見直しや地域の構造変化が企業行動、景気
循環、地域経済に与える影響を分析することにより、景気判断
や復興政策、新成長戦略の実現に寄与する。


【事業１】科学技術イノベーション戦略協議会（要望
額：１６百万円）
　第4期科学技術基本計画（平成23年8月閣議決
定）に基づき、実効性のある科学技術イノベーショ
ン政策を推進するために、総合科学技術会議の調
整の下、産学官が幅広く参画する科学技術イノ
ベーション戦略協議会を創設する。関係府省、大
学、産業界等の多様で幅広い関係者が参加する
同協議会において、重要課題の将来ビジョンを明
確にし、基礎から実用化の各段階において推進す
べき研究開発、達成目標等について幅広い検討を
行うとともに、この検討を受けて国が策定する戦略
に基づく取組を推進する。


　第４期科学技術基本計画を踏まえ、課題解決型イノベーション
の推進のために中核的役割を担う「科学技術イノベーション戦
略協議会」を創設し、科学技術の重要課題の検討から推進まで
を行う。これにより、課題解決型イノベーション政策の実現やＰ
ＤＣＡ（Plan-Do-Check-Action）サイクルの確立を図る.


【事業２】最先端研究開発支援の推進（要望額：１１
百万円）
　最先端研究開発支援プログラムについては、総
合科学技術会議による制度設計に基づき、先端助
成基金によって平成21年度～平成25年度の５年
間にわたり世界のトップを目指した30の研究課題
を推進している。本プログラムのフォローアップに
ついても、同会議において一貫して責任を持って
担う必要があることから、同会議の有識者議員に
より構成される推進チームを中心に実施する。


　30の各研究課題の研究進捗に係るフォローアップを的確に実
施することにより、本プログラムの着実な目的達成を図る。


科学技術政策の推進 内閣府 ⅰ 26 国12







13
公文書管理制度の推進・歴
史公文書等のデジタル化保
存経費


内閣府 i 50 国


国立公文書館では、国民共有の知的資源である
館所蔵の歴史公文書等をデジタル化し「国立公文
書館デジタルアーカイブ」を通じて、広く一般の利
用に供している。従来、デジタル化に当たっては、
紙の資料からマイクロフィルムを作成した上で、同
フィルムからデジタル化を行ってきた。平成２４年
度以降は、紙の資料から直接デジタル化を行うこ
とにより、迅速に国民一般の利用に供するととも
に、一層の行政情報の公開・提供、政策決定への
参加促進を図る。


情報通信技術を利活用した行政情報の公開・提供、国民の政
策決定への参画促進が期待されるとともに、デジタル化に係る
迅速化、効率化が図られることとなる。


14
沖縄における幹線道路ネット
ワークの整備


内閣府 ⅰ 874 国土交通省


地域経済の強化による地域の自立の支援や観光
地へのアクセス・観光周遊ルートを形成するととも
に、災害に強い広域ネットワークを構築するため、
主要都市間等を連絡する高規格幹線道路等の整
備を推進。


地域経済の強化による地域の自立の支援や観光地へのアクセ
ス・観光周遊ルートの形成、災害に強い広域ネットワークの構
築のためには、高規格幹線道路等の整備が必要であり、地域
の自立や観光地へのアクセス・観光周遊ルートの形成による観
光収入等の増加が期待できる。


15
沖縄における社会資本整備
総合交付金


内閣府 ⅰ 7,336 地方公共団体


地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画
に基づき、政策目的実現のための基幹的な社会
資本整備事業のほか、関連する社会資本整備や
ソフト事業を総合的、一体的に支援する。成長基
盤の強化を図るため、日本再生重点化措置枠分
について、国際競争力や産業基盤を支える都市・
交通基盤の形成、持続可能な低炭素・循環型社会
の形成、成長の妨げとなる災害リスクの低減を目
的とするインフラ整備で、国と地方公共団体のパー
トナーシップにより推進するものを重点的に支援す
ることとする。


地方公共団体が策定した整備計画のうち、国際競争力や産業
基盤を支える都市・交通基盤の形成、持続可能な低炭素・循環
型社会の形成、成長の妨げとなる災害リスクの低減を目的とす
るインフラ整備で、国と地方公共団体のパートナーシップにより
推進するものを重点的に支援することにより、成長基盤の強化
を図る。







16
沖縄における森林・林業再
生対策


内閣府 ⅰ 38
地方公共団体


等


大規模な森林施業の集約化や民有林と国有林に
よる共同施業等に取り組む地域について、搬出間
伐や高密度な路網の整備を重点的に支援を行う。


【現状】
・我が国の森林資源は充実しつつあり、林業・木材産業の構造
転換も緒についていることから、木材自給率は近年上昇傾向に
ある（H14:18％→H22:26％）
【目的】
・我が国の林業の構造転換を加速化し、成長産業として定着さ
せるためには、集約化施業と路網整備を核とした政策展開が重
要である
・このためには、森林の多様な所有構造や傾斜、立地など我が
国林業の社会的自然的条件に応じた様々なパターンの成功事
例を確立し、広めていくことが不可欠
・本対策は、このような施業の集約化や路網整備に対し支援す
ることにより、成功事例を早急に確立し、効率的な林業生産を
全国的に展開しようというもの
【効果】
・本対策の実施により、高い生産性が確保され、約９万ヘクター
ルの搬出間伐の実施が見込まれ、国際約束の森林吸収目標
の達成に大きく寄与するとともに、木材の生産が増え、木材自
給率５０％以上の達成にも寄与。さらに、山村地域の雇用を創
出し、地域の活性化に大きく貢献することが期待できる


17
沖縄における近代的・資源
管理型の水産対策


内閣府 ⅰ 616
国・地方公共


団体


（水産物の輸出促進に向けて）
水産物の輸出に向けた取組を行う流通拠点漁港
を対象に、高度衛生管理型の荷捌き所・岸壁、汚
水処理施設等の整備を実施。
（複数県連携による水産資源の回復に向けて）
複数県が連携して水産資源の回復の取組を行う
場合に、水産生物の育成・産卵の場となる増殖場
や藻場・干潟の造成等の広域的な整備を実施。


【現状】
・我が国周辺海域の低位水準にある水産資源の回復を複数県
が協力して実施するとともに、EU・アジア等への輸出促進等に
資するHACCP対応衛生管理により、高品質で安全な水産物の
提供体制の早急な整備が必要
【目的】
このため、事業完成時期の前倒しにより事業効果の早期発現
を図り、我が国水産業の成長産業化を加速し、新成長戦略の
推進を図る
【効果】
・本対策の推進地区において、ＥＵ等の衛生基準を満たした水
産物の輸出が可能になるとともに、高度な衛生管理対策の下で
出荷される水産物の10%向上目標にも大きく寄与（H22年度：
34.6%）
・また、事業完了後も複数県が連携して共通する資源の広域的
なモニタリングを実施することによって、従来の取組以上に資源
の回復効果が見込まれることから、概ね14.5万トンの水産物の
増産目標にも大きく貢献することが期待できる







18
準天頂衛星システムの整備・
運用


内閣府 ⅰ 4,104 国


「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な
考え方」（平成23 年9 月30 日閣議決定）を踏まえ、
測位衛星の補完機能(測位可能時間の拡大）や、
測位の精度や信頼性を向上させる補強機能等を
有する実用準天頂衛星システムを整備・運用す
る。


衛星測位システムは社会経済活動の基盤的なインフラであり、
産業の国際競争力強化、産業・生活・行政の高度化・効率化、
アジア太平洋地域への貢献と我が国プレゼンスの向上、日米
協力の強化及び災害対応能力の向上等広義の安全保障等の
ため、我が国独自の準天頂衛星システムの整備の促進を行う。


19 地域自主戦略の推進 内閣府 ⅲ 71,587 地方公共団体


地域のことは地域が決める「地域主権」を確立する
ため、国から地方への「ひも付き補助金」を廃止
し、基本的に地方が自由に使える一括交付金にす
るとの方針の下、現行の補助金、交付金等を改
革。平成23年度に創設され、5,120億円を計上した
（沖縄振興自主戦略交付金を含む）。
各府省の所管にとらわれず、地方自治体が自主的
に選択した事業に対して交付金を交付する。箇所
付け等の国の事前関与を廃止したほか、継続事業
に配慮しつつ、客観的指標に基づく配分を導入。
※「地域主権戦略大綱」（平成22年6月22日閣議決
定）などに沿って、本要望のほかに、都道府県分
のメニューの拡大、市町村分への導入など、より一
層の拡充を図ることとしている（事項要求）。


本交付金は、地域が、いかなる政策にどれだけの予算を投入
し、どのような地域を目指すのかを決め、自らの知恵や創意を
生かすことを可能とし、それぞれの地域の特性を最大限に生か
した活力ある地域づくりを支援。
本交付金を一層拡充することにより、効率的・効果的に財源を
活用しながら、地域の自由裁量の拡大等を通じた地域活性化
を図る。
各地方公共団体が、地域の実情に応じた事業を適切に選択す
ることにより、当該地域の特性に合致した大きな需要・雇用創
出効果が期待される。


20 地域再生基盤強化交付金 内閣府 ⅲ 9,300
地方公共


団体


　地域再生計画を基に、地方公共団体が行う自主
的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地
域における雇用機会の創出その他の地域の活力
の再生を総合的かつ効果的に推進するため、「地
域再生等の基盤となる災害に強い地域・国土づく
り」及び「創意に満ちた地域再生の先駆的な取組」
に資する事業（道・汚水処理施設・港整備事業）を
支援する。


　地域の創意工夫や発想を起点にし、それを地方公共団体や
国が的確に後押しできるような省庁横断的・施策横断的な観点
の施策を内閣として推進し、地域活性化（地方再生）を効率的
に促進する。







21 特定地域再生計画の推進 内閣府 ⅲ 1,000
地方公共団体


等


　「日本再生のための戦略に向けて」（平成23年8
月5日閣議決定）に位置付けられた成長型長寿社
会・地域再生等の実現に向け、長寿化・人口減少
による地域活力の衰退などの我が国の経済社会
にとって共通の特定課題の解決に資する特定地域
再生計画の策定・事業の実施を支援する。


　特定地域再生計画に基づき、高齢者の介護、医療、生活支援
や再生可能エネルギーを活用したまちづくりなどの取組が推進
されることにより、震災の被災地域を始めとする地方において
地域再生の戦略的な取組が強化され、我が国全体の成長につ
ながっていくことが期待される。


22 総合特区推進調整費 内閣府 ⅲ 1,450


認定総合特区
計画に記載さ
れた事業の実


施主体等


　地域の戦略・提案に基づく総合特区に関する
計画の実現を支援するため、各省の予算制度を
重点的に活用した上でなお不足する場合に、各
省の予算制度での対応が可能となるまでの間、
機動的に補完する。


　規制の特例措置及び税制・財政・金融上の支援措置等を
総合的な政策パッケージとして実施することにより、我が
国の経済成長のエンジンとなる産業・機能の集積拠点形成
による国際競争力の向上（国際戦略総合特区）や、地域資
源を最大限活用した地域活性化の取組による地域力の向上
（地域活性化総合特区）が期待される。


【事業１】沖縄グリーンエネルギー活用推進事業
＜１＞沖縄スマートエネルギーアイランド基盤構築
事業
・太陽光発電などの導入補助を行い、電力系統へ
の影響や安定化対策の検証を実施する。
・ＨＥＭＳ等の確立に向けた研究開発、実証実験を
実施。電力の供給側と連携し、島嶼型スマートグ
リッド構築に向けた実証事業を行う。
＜２＞沖縄地域グリーンエネルギー活用促進事業
・サトウキビのカスケード利用によるバイオエタノー
ルの調査・実証事業
・水溶性天然ガスの調査、実証
・深層海洋水温度差の有効利用に係る調査、研究


【事業１】沖縄グリーンエネルギー活用推進事業
＜１＞沖縄スマートエネルギーアイランド基盤構築事業
・沖縄において「スマートエネルギーアイランド」の形成を図るた
め、太陽光発電等を導入した場合の電力系統への影響や安定
化対策の検証、電力の供給側と需要側が連携したエネルギー
需給管理の実証、更には環境関連産業の育成を実施する。
＜２＞沖縄地域グリーンエネルギー活用促進事業
・沖縄において、まだ有効活用されていない地域資源のグリー
ンエネルギーについて利用を促進し、沖縄の循環型社会形成
による世界に先駆けた低炭素島嶼社会の実現を図る。


【事業２】沖縄離島移動コスト低減事業
有人離島のうち、定住条件の特に厳しい小規模離
島の住民の航空・船舶運賃の低減を図るとともに、
小規模離島へ移動する観光客等の航空運賃を低
減する。


【事業２】沖縄離島移動コスト低減事業
　定住条件の特に厳しい沖縄の離島について、航空・船舶運賃
を低減することにより、観光振興を含めて定住条件の改善を図
る。


ⅲ 9,257
地方公共団体


等23 沖縄振興施策 内閣府







【事業３】沖縄子ども育成特別対策事業
沖縄の抱える子育て環境や教育に関する課題の
解決を図るため、待機児童の解消に向けた認可外
保育施設の認可化や、放課後児童クラブへの支
援、学力向上対策に関する支援等を行うことによ
り、沖縄の優位性を生かした将来の自立的発展を
目指す。


【事業３】沖縄子ども育成特別対策事業
　沖縄は年少人口比率が全国一高く、全国に比べ豊富な人的
資源が期待される。一方、待機児童の割合が高い等、子育て環
境等に様々な問題を抱えている。
　沖縄が抱えている子育て環境や教育に関する課題を解消す
ることにより、沖縄県の優位性を生かした将来の自立的発展を
図る。


【事業４】沖縄における国際的に卓越した科学技術
に関する教育研究推進事業
　沖縄科学技術大学院大学において、沖縄の海洋
環境等を生かし国際的に卓越した科学技術に関す
る教育研究を行うとともに、世界トップレベルの教
員や学生を獲得するための魅力的な教育研究環
境を整備することにより、「新成長戦略」における
「最先端研究施設・設備や支援体制等の環境整備
により国内外から優秀な研究者を引き付けて国際
頭脳循環の核となる研究拠点」の形成を図り、もっ
て沖縄の振興や自立的発展、世界の科学技術の
発展に寄与する。


【事業４】沖縄における国際的に卓越した科学技術に関する教
育研究推進事業
１．教育研究事業の取組により、沖縄から研究リーダーを輩出
するとともに、ベンチャービジネスを創出するシナジー効果が期
待される。
２．教育研究施設の整備により、世界各国から優秀な教授陣や
学生を獲得し、世界最高水準の教育研究を行うことにより、沖
縄の振興や自立的発展と科学技術の向上が期待される。


24 沖縄振興自主戦略の推進 内閣府 ⅲ 5,217 沖縄県


地域のことは地域が決める「地域主権」を確立する
ため、国から地方への「ひも付き補助金」を廃止
し、基本的に地方が自由に使える一括交付金にす
るとの方針の下、現行の補助金、交付金等を改
革。平成23年度に創設され、321億円を計上した。
各府省の所管にとらわれず、地方自治体が自主的
に選択した事業に対して交付金を交付する。
※「地域主権戦略大綱」（平成22年6月22日閣議決
定）などに沿って、本要望のほかに、都道府県分
のメニューの拡大、市町村分への導入など、より一
層の拡充を図ることとしている（事項要求）。


本交付金は、地域が、いかなる政策にどれだけの予算を投入
し、どのような地域を目指すのかを決め、自らの知恵や創意を
生かすことを可能とし、それぞれの地域の特性を最大限に生か
した活力ある地域づくりを支援。
本交付金を一層拡充することにより、効率的・効果的に財源を
活用しながら、地域の自由裁量の拡大等を通じた地域活性化
を図る。







【事業１】食品安全委員会における審査の迅速化、
専門性の強化等（要望額：73百万円）
　迅速かつ専門性の高い食品健康影響評価（リス
ク評価）を行うため、食品安全委員会の体制整備
等を図る。
　①電子ジャーナルオンライン導入
　②ＴＶ会議の導入及び評価書案の在宅審査の実
施
　③技術参与(非常勤)の増員(５名増員)
　④食品安全モニターの専門性向上
　⑤地域の専門家との意見交換会


（事業の目的）
　食品からの放射性物質の検出や死亡者を伴う生肉による食
中毒事件など緊急性の高い事案の発生を踏まえ、効率的かつ
信頼性の高いリスク評価等を行い、国民の食の安全・安心の確
保を図る。


（事業の効果）
　○　最新の知見に基づいたリスク評価の迅速化やリスク管理
措置の監視機能強化などが図られる。
　○　緊急性を踏まえた効率的かつ信頼性の高いリスク評価が
実現でき、さらに会議開催に必要な委員等旅費等諸経費の節
減が期待できる。


【事業２】放射性物質等に係る研究の実施（要望
額：50百万円）
○物理的危害要因についての食品健康影響評価
技術研究の委託
　近年、放射性物質、気道閉塞等食品の物理的障
害による食品健康への影響が顕在化しており、こ
のような物理的危害要因について、動物を用いた
各種毒性試験、疫学調査、数理モデルの構築・解
析等を行う。


（事業の目的）
　最新の科学的知見に基づいた食品健康影響評価(リスク評価)
等の推進のため、リスク評価に関するガイドライン・評価基準の
策定等に資する研究を委託方式にて実施し、食品の安全性の
確保を図る。


（事業の効果）
　３月に発生した原子力発電所事故に伴う放射性物質の拡散
による農産物等の汚染や食品による窒息事故など食品を通じ
た健康影響が顕在化している物理的危害要因について、必要
な研究に速やかに取組むことにより、最新の科学的知見を反映
したリスク評価を推進することができることから、多様な観点か
ら食品の安全性の確保を図ることができる。


【事業３】消費者が安心・安全で豊かな消費生活を
営む社会の実現のための経費（要望額：28百万
円）
　消費者委員会による消費者行政全般に対する監
視機能を十二分に発揮するため、消費者安全に関
して技術的専門知識を有する人材を増員するとと
もに、特に近年増加している高齢者の消費者被害
の実態把握及び被害防止のため基礎的調査を行
う。（東日本大震災の被災地域も調査）
【内訳】人件費　14百万円、高齢者消費者被害調
査　14百万円


　　消費者委員会は内閣府に置かれ、消費者庁を含めた消費
者行政全般に対する監視機能を有する独立した第三者機関と
して位置づけられている。その監視機能を最大限発揮するに
は、自ら行う調査審議を拡充させ、｢建議」「勧告」等を積極的に
行う必要がある。そのためには、これまで以上に情報収集・分
析機能を強化して、実態調査を徹底的に行い、これまでの施策
や行政の在り方を抜本的に見直す作業を行うことが必要であ
る。これらにより、委員会を支える事務局機能が抜本的に強化
され、今、委員会がもっとも求められている機能である監視機
能を十二分に発揮することにより、消費者が安心・安全で豊か
な消費生活を営む社会が実現する。


国民の安全・安心の確保、暮
らしと社会 内閣府 ⅳ 195 国25







【事業４】効果的な自殺予防のための実態把握調
査（要望額：44百万円）
　ハイリスク地（自殺の名所と呼ばれる地域）にお
ける自殺の現状や実際に行われている取組を把
握するとともに、現地への専門家の派遣等による
事業への支援方法の検証や海外の状況等の把握
を行うほか、自殺多発場所（自殺の多く起こる場
所）における取組の実態把握を行うなどにより、よ
り有効な自殺対策の実施に資するとともに、併せ
て、国による支援の在り方等も含めて検討するも
の。


　ハイリスク地及び自殺多発場所における取組についての調査
を行うことで、より有効な自殺対策の実施が可能になる。それに
より、自殺を考えている人を一人でも多く救い、日本を「生きや
すい社会」に変えていくことができ、ひいては安心・安全社会の
実現につながるものである。


26
沖縄における安全・安心な教
育環境確保のための耐震化
促進事業


内閣府 ⅳ 2,407 地方公共団体


学校施設の耐震化や日常的な安全性の確保のた
めの老朽化対策など、児童生徒等の生命・身体の
安全の確保に関する極めて重要な事業を地方公
共団体等と連携・協力しながら進めており、これら
の施設整備に必要な経費を支援するものである。


児童生徒等が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、非
常災害時には地域住民の応急避難場所としての役割も果たす
公立学校施設の耐震化を進め、安全・安心な教育環境を確保
する。


27
沖縄における水害・土砂災
害・津波対策


内閣府 ⅳ 58 国土交通省


増大している老朽化河川管理施設のうち、著しい
劣化等により、機能に重大な支障が生じ、洪水被
害を助長するおそれがあるなど、故障した場合に
影響が大きいもの等について優先的かつ計画的
に更新・補修を行うなどの戦略的な維持管理・更新
を推進する。


戦略的な維持管理・更新による河川管理施設の適切な機能発
揮により、水害に強い安心・安全社会の実現を図る。







28
沖縄における集中豪雨等に
よる災害防止対策


内閣府 ⅳ 1,486
国・地方公共


団体等


（農地の湛水被害の防止）
・農地の湛水被害等が周辺の公共施設にも及ぶお
それのある地域等を対象に、農業排水路等の整備
を実施
（山地における再度災害の防止）
・山地の深層崩壊など激甚な災害により孤立集落
が発生するおそれのある地域等を対象に、山腹の
崩壊・落石防止対策などの山地災害の予防対策を
実施
（沿岸農地の浸水被害の防止）
・施設の老朽化等による機能低下により沿岸農地
の浸水被害の可能性が高まっている地域等を対
象に、海岸保全施設の整備を実施


【現状】
・最近、従来は見られなかったような集中豪雨が発生し、10年前
に比べ発生頻度が２倍、被害金額が2.6倍になるなど、自然災
害が多発・激甚化している。その際、農山漁村では、農林漁業
被害だけでなく、一般・公共施設への被害や道路が寸断される
ことによる被災集落の孤立化が深刻である
【目的】
・本対策では、農林漁業の基盤整備を通じて、災害時にあって
も農地・森林・漁港等を守ることにより、周辺の一般・公共施設
等を守られることで、地域住民が避難できる避難拠点や避難経
路等が守られるという観点を重視
【効果】
・湛水被害の常襲地帯における農地の被害を防止（約24,000
ha(海抜ゼロメートル地帯の２割に相当)）
・山地災害の発生危険地域における被害を防止　（約400地区）
・津波・高潮等による浸水被害から沿岸農地等を防護（約
160ha）
・小学校・コミュニティーセンター等の災害時の避難拠点と、病
院・老人ホーム等の災害弱者の安全を確保（150施設程度）
・地区内の避難経路を確保し、主要幹線道路までのアクセスを
確保（１地区当たり道路13km程度）


29
国務大臣等出演のラジオ定
時番組による政府の主要政
策に関する情報発信


内閣府 ⅳ 90 国


官邸主導の下、政府の主要政策について、内閣総
理大臣や国務大臣をはじめとする政府関係者（以
下、「国務大臣等」とする。）が、国民に対して直接
情報発信を行うことにより、広く国民の理解を得る
ためのラジオ定時番組を制作・放送実施する。


国務大臣等が、政府の主要政策について直接情報発信を行う
ことにより、国民の主要政策に対する周知や理解の深化を図
り、国民の安心・安全を確保することを目的とし、主要政策に関
する国民の理解浸透や正確な情報提供の効果が期待される。


30
中小企業に不当に不利益を
与える行為の取締り強化等


内閣府 ⅳ 125 国


中小企業に不当に不利益を与える優越的地位の
濫用及び製造分野・サービス分野における下請法
違反行為の取締り強化並びに価格カルテル・入札
談合事案への厳正対処


　中小企業が持てる能力を最大限に発揮できるよう市場の環境
整備を行う必要があり，中小企業に不当に不利益を与える行為
の取締りを強化するとともに，大企業と中小企業の取引の公正
化を一層促進させる。
　また，価格カルテルや入札談合事案に厳正に対処することに
より，事業者やその産業の競争力の低下を招くような日本経済
の成長を妨げる行為を排除する。
　その結果，事業者の公正・自由な競争を促進し，消費者利益
を確保することを通じて，安心・安全な暮らしの実現に貢献す
る。







31
国際的な金融環境の変化へ
の対応等のための体制の充
実・強化


金融庁 ⅳ 792 国


以下のような喫緊の政策課題に対応するために必
要な金融行政の体制を整備するもの。
(1)欧州の金融不安や急激な円高等内外の金融環
境の変動への対応の強化
(2)震災復興の支援、強靱な金融インフラの構築に
向けた取組みの強化
(3)金融資本市場における不公正取引等に対する
対応の強化


○金融システムの安定の確保を通じた資金の効率的な配分・
円滑な決済等による安全な取引基盤の構築・企業活動の下支
え・経済成長の促進
○被災地を含めた地域・中小企業金融のための金融機関のコ
ンサルティング機能の発揮による企業の成長と再生の促進
○金融機関における大規模災害等の不測の事態への対策の
強化による金融の機能維持のための環境の整備
○不公正取引等に対する対応の強化による金融・資本市場の
機能強化


32
安全・安心な地域社会の実
現を目指した消費者行政の
強化


消費者庁 iv 806


①地方公共団
体


②､③国


安全・安心な地域社会の実現を目指し、消費者行
政の機能強化を図るため、以下の措置を行う。


①「食の安全・安心のための地域消費者活動支援
交付金」の創設 【705百万円】


②消費者被害救済制度（次期通常国会提出予定
法案）の導入に向けた周知啓発 【約52百万円(うち
｢重点化措置｣約34百万円)】


③「消費者白書（仮称)」の発行、包括的消費者意
識調査の実施 【約66百万円】


①消費者の食の安全性への不安を解消するとともに、地域の
多様な主体への支援を通じて地域全体の消費者問題への対応
力を高める。
②訴訟制度という馴染みの薄い制度について消費者の認識・
関心を高める等により、同種の被害が多発し個人では被害回
復が困難な消費者被害の回復につなげる。
③消費者の政策ニーズを的確に把握し、政策対応の基礎とす
るとともに、消費者に分かりやすい情報発信を行う。
以上により、消費者利益の擁護が図られる、安全・安心社会を
実現していく。


33
治安水準の更なる向上のた
めの総合対策の推進


警察庁 ⅳ 16,541
警察庁・都道


府県警察


　最近の治安情勢は、刑法犯認知件数は減少する
など改善しつつあるものの、国民に不安を与える
凶悪事件の発生、サイバー犯罪の増大等、国民の
治安に対する不安が解消したとはいえない状況に
ある。こうした中、国民が「安全」と「安心」の両面で
治安水準の更なる向上を実感できるよう、以下の
取組を一層強力に推進する。
　・　サイバー空間の安全確保の推進
　・　テロの未然防止と緊急事態への
　　対処態勢の強化
　・　客観証拠重視の捜査のための基盤
　　整備
　・　安全・快適な交通環境実現のための
　　施策の推進
　・　警察基盤の充実強化


　国民の治安に対する不安感を解消するためには、サイバー空
間の安全確保の推進を始めとする治安対策が不可欠であるた
め、治安水準の更なる向上のための総合対策の推進を図る。
　国民の治安に対する不安感を解消し、国民の生活の安心を
確保することにより、経済成長の前提となる社会環境の実現に
寄与する。







34
経済成長に資する情報通信
技術の研究開発・利活用促
進


総務省 i 18,928
国・


民間企業等


超高速ネットワークを低消費電力で実現する技術
など情報通信技術（ICT）分野のエネルギー効率向
上等のための研究開発やモノとモノが通信するた
めの規格の標準化に取り組むとともに、センサー
ネットワーク技術などのICTを活用した新たな街づ
くり実現のための環境整備等に取り組みます。


わが国の更なる経済成長及び省エネ実現を目的とし、「年間消
費電力を80億kWh程度削減可能とする」、「光伝送システムの世
界市場（年間135億ドル程度）を制する」、「7500億円に達すると
見込まれる国内新市場（3～4万人の雇用見込み）の確立に貢
献する」等の効果があります。


35
新たな地域課題に対応した
地域づくり


総務省 ⅲ 2,680 国、市町村


　維持困難とされる集落や、多自然地域を後背地
に持ちこれを支えるなど一定の都市機能を担いな
がら周辺地域との役割に応じた連携の枠組みがな
い都市、合併に伴い速やかな対策を講じる必要が
生じている市町村など、新たな課題を有する地域
における調査や財政支援を行うとともに、地域と大
学との連携及び地方公共団体の義務履行に関す
る人材育成等のための調査研究事業を実施する。
【事業内訳】
①特定課題に対応した地域づくりの推進
・維持困難過疎集落緊急調査・支援事業
・多自然地域を後背地とする居住拠点
　都市の振興に関する調査研究事業
・市町村合併体制整備費補助金
②地域人材育成等の調査研究
・「域学連携」地域づくり実証研究事業
・地方公共団体における行政上の義務
　履行確保に関する調査研究事業


・目的
　維持困難とされる集落や、多自然地域を後背地に持ちこれを
支えるなど一定の都市機能を担いながら周辺地域との役割に
応じた連携の枠組みがない都市、合併に伴い速やかな対策を
講じる必要が生じている市町村など、新たな課題を有する地域
について、その実情を調査し、実情に応じた支援を行うことで地
域の課題の解決を図る。
　また、地域と大学の連携や、地方公共団体の義務履行に関す
る人材育成のための調査研究を行うことで、地域の活性化を図
る。


・効果
　特定の課題を有する地域の実情把握と支援を行うことで地域
の活性化が図られるとともに、地域において問題解決を担う人
材育成を図ることができる。







36 国民本位の電子行政の実現 総務省 ⅳ 1,582 国


 　地震、津波、風水害等の災害やサイバーテロ等
に対し、国・地方の行政機能が麻痺することなく、
行政運営や国民サービスを継続させ、また、行政
事務の効率化や国民の利便性向上を可能とする
ため、以下の取組を行う。
①政府情報システム分散拠点の整備
②政府情報システム管理データベースの整備
③災害に強い電子自治体モデル構築事業
④自動車保有関係手続に係るワンストップサービ
ス（OSS）システム（納税確認の電子化）の実証実
験


　次の事業の取り組みを行うことにより、安心・安全社会を実現
①政府情報システム分散拠点の整備
　政府情報システムについて、大規模災害等が発生した場合の
リスクを分散・低減させ、国の安定的な行政運営を維持・確保。
②政府情報システム管理データベースの整備
　各府省の情報システムの構成等の情報を一元的・体系的に
管理させることにより、政府のICTガバナンスを強化し、耐災害
性・セキュリティレベルを向上。
③災害に強い電子自治体モデル構築事業
　地方公共団体の危機対応能力の向上及び業務継続性を確
保。
④自動車保有関係手続に係るワンストップサービス（OSS）シス
テム（納税確認の電子化）の実証実験
　継続車検時の自動車税納税確認の電子化により、ユーザー
の負担軽減、行政コスト削減。


37
国民の命を守る消防防災行
政の推進


消防庁 ⅳ 2,304 国


①緊急消防援助隊の大規模災害への対応力の強
化


②高齢者や障害者に適した火災警報装置の調査
検討


①今後発生が懸念される大規模災害に備え、緊急消防援助隊
の対応力を強化することで被害の軽減を図るもの。


②光警報装置の普及促進を図ることにより、視覚障がい者や高
齢者の火災に対する安全性を確保するもの。


38
成長の基盤となる国際的な
人材交流の促進


法務省 ⅰ 1,130 法務省


１　出入国管理体制の強化
　(1) 地方空海港における出入国審査
　　体制等の強化
　(2) 高度人材に対するポイント制に
　　よる優遇制度導入
　(3) 新たな在留管理制度導入に伴う
　　市町村における業務環境の整備
２　法制度整備支援の強化


成長の基盤となる国際的な人材交流の促進を図るため，出
入国管理体制を強化して観光立国を推進し，同時に，アジ
アの開発途上国の基本法令の起草や法律家の人材育成等を
柱とする法制度整備支援を推進する。







39
安心・安全社会の実現のた
めの刑事司法の基盤強化


法務省 ⅳ 19,981
法務省，


日本司法支援
センター


１　再犯防止のための取組の強化
　(1)　社会内処遇の強化
　(2)　施設内処遇の強化
　(3)　少年矯正を考える有識者会議の提
     言を受けた取組の実施
２　治安関係機関の対処能力の強化
　(1)　検察の再生に向けた取組の実施
　(2)　矯正施設の保安警備・医療体制の
     強化
　(3)　退去強制手続の強化
　(4)　公安調査体制の強化
３　日本司法支援センターにおける国選
  弁護等関連業務の強化
４　治安関係施設等の整備


国民が安心して安全に暮らしていくための刑事司法の基盤
強化を図るため，刑務所出所者等の社会復帰支援事業を推
進して再犯防止対策を強化する。また，検察の再生に向け
た取組をはじめ治安関係機関の対処能力，施設基盤を強化
する。同時に，被疑者・少年に対する適正な刑事手続を確
保するため，被疑者国選弁護等を強化する。


40
安心・安全社会の実現のた
めの国民の権利擁護の基盤
強化


法務省 ⅳ 6,053
法務省，地方


自治体


１　人権救済・啓発活動の強化
　(1) 子どもの人権啓発活動の強化
　(2) 声なき声を聞き取るための調査救済制度
の周知
２　成長基盤としての登記行政の充実
　(1) 登記行政サービスのアクセス向上等のた
めの改善
　(2) 閉鎖登記簿及び和紙公図の電子化の推進
３　業務システムの強化
　(1) 戸籍副本データ管理システムの構築
　(2) オンライン申請システムの業務継続性の
確保
　(3) 法務省における情報ネットワークの再構
築


国民が安心して安全に暮らしていくための権利擁護の基盤
強化を図るため，人権救済・啓発活動を強化し，登記行政
サービスのアクセス向上をはじめ成長基盤としての登記行
政を充実させ，戸籍副本データ管理システムの構築等業務
システムを強化する。


41
新たな成長への取組（パッ
ケージ型インフラ海外展開と
グリーン成長の促進）


外務省 i 51,740 外務省


　今後世界的にも成長が見込まれるインフラパッ
ケージ輸出や新エネルギーの分野において，無償
資金協力により途上国に我が国の優れた技術・製
品を試行的に導入してもらい，我が国企業の今後
のビジネスチャンス拡大につなげる。
　また，技術協力により途上国の制度整備，マス
タープラン作り，個別の案件形成まで包括的に支
援し，我が国企業のビジネスチャンス拡大を戦略
的に支援する。


　新成長戦略の掲げる「強い経済」実現のため，インフラ整備や
新エネルギー分野での民間企業の開発途上国への進出を後押
しするとともに，開発途上国の持続的な成長を実現する。
　途上国においてＰＰＰ等に関する制度整備，マスタープラン作
りといった上流部分を支援することにより，当該国の開発を支援
するとともに我が国企業の案件受注に有利な環境整備を目指
し，我が国企業に裨益する分野での個別プロジェクトの形成を
支援し、ビジネスチャンスの拡大に貢献する。また，税関システ
ム，道路高度情報システム，マイクロ水力発電，太陽光発電，
蓄電池導入といった我が国企業が優れた技術を有する案件に
資金を提供し，我が国企業のビジネスチャンス拡大に貢献す
る。







42 日本語教育の拡充 外務省 i 340
独立行政法人
国際交流基金


（独）国際交流基金による海外における日本語教
育の拡充。
①国際交流基金海外日本語講座の更なる拡充（3
新規講座開設、2既存講座拡充），並びに，日米同
盟深化のための日米交流強化の一環として，②若
手日本語教師米国派遣拡充（10名を新規増員し、
計27名とする），及び ③米国における他国の存在
感の高まりや財政上の理由等により存続が危ぶま
れる状況にある米国日本語教育・日本研究講座
（15講座・機関）に対する緊急支援を実施。


①「新成長戦略」の「アジア経済戦略」に掲げる「日本語教育等
の強化による高度人材等の育成・確保」を通じた「日本語能力
を持つ優秀な現地人材の大幅拡大」，② 「グローバル人材育成
推進会議中間まとめ」の「留学生交流の戦略的推進」に掲げる
「中・長期的な外国人留学生の獲得に努める」ための「海外にお
ける日本語の普及」，③ 日米首脳会談に基づく日米文化・人的
交流の強化と米国知日層形成基盤の維持・発展を通じた，日米
同盟深化・発展，④諸外国の対日親近感の維持拡大と，日本
文化，社会，経済，政治への理解深化。


43
外国人看護師・介護福祉士
候補者に対する日本語教育
実施経費


外務省 ⅰ 175
公募により決


定する


日インドネシア経済連携協定（以下、ＥＰＡ）に基づ
き来日する看護師・介護福祉士候補者１５０名に対
し、６か月間の訪日後日本語研修を実施するも
の。経済産業省と必要経費を分担して予算要求。


１．日インドネシアＥＰＡは、看護師・介護福祉士候補者に対し
て、６か月間の訪日後日本語研修を実施することを明文で規定
しており、右研修をＥＰＡの規定に従い確実に実施し看護師・介
護福祉士候補者を円滑に受入れていくことが、ＥＰＡそのものの
着実な実施のために不可欠。
２． 「新成長戦略」及び工程表においては、アジア地域での包
括的経済連携の観点から、ＥＰＡに基づく看護師・介護福祉士
候補者の受入れを確かなものにする旨明記。「規制・制度改革
に係る対処方針」や「包括的な経済連携に係る基本方針」等で
も、受入れを積極的に推進することとなっている。また、昨年１１
月に国家戦略担当大臣の下に設置された「人の移動に関する
検討グループ」（関係省庁副大臣会合）において本件を集中的
に議論し、本年６月に日本語能力強化を含む基本的な方針を
策定。このように、政府は、少子高齢化が進む我が国経済の成
長戦略の観点から、ＥＰＡに基づく看護師・介護福祉士候補者
受入れを重視し、訪日前日本語研修の導入や国家試験対策支
援の強化などの改善に努めており、本件訪日後日本語研修
は、これらの根幹をなす。


44
第６回太平洋・島サミット開
催に係る経費等


外務省 ⅲ 285


（１）外務省
（２）国際機関
（３）独立行政
法人国際協力


機構


（１）来年の５月に沖縄県で第６回太平洋・島サミッ
トを開催する。
（２）第６回太平洋・島サミットの併催事業として経
済交流事業を開催する。
（３）沖縄県がノウハウを持つ低炭素社会に向けた
取り組み，エコツーリズム等の分野に係る研修員
受入事業や調査を実施する。


（１）沖縄と太平洋島嶼国との経済交流の促進，また沖縄県が
進めている貿易・投資事業をグローバルに展開していく道筋の
構築につなげていくことを念頭に，第６回太平洋・島サミット沖縄
開催を実施。同サミットにおいては，我が国総理と島嶼国首脳
が二国間及び域内の様々な課題に関して意見交換を行う。本
件サミットの定期的開催は我が国の太平洋島嶼国における外
交的プレゼンスを確保する観点から必要不可欠。また，第６回
は沖縄の国際的アピールも念頭に沖縄県で開催する。
（２）沖縄振興特別措置法第８７条に基づき，独立行政法人国際
協力機構沖縄国際センターを活用し，沖縄の特性を生かした島
嶼国向け環境技術の普及をはかる。実施にあたっては，特に沖
縄県の地域振興に結びつくような取り組みを念頭に置くこととす
る。







45 アフガニスタン支援 外務省 ⅳ. 8,100 外務省


　「2009年から概ね５年間で最大約50億ドル程度ま
での規模の支援」を実施するとの国際公約を達成
していく中で，治安権限を国際治安支援部隊（ＩＳＡ
Ｆ）からアフガニスタン政府へ本年から2014年末迄
に段階的に移譲していくプロセスを不可逆なものと
して進展させる上で特に効果が高いものを重点的
に支援：


１．治安権限移譲の後押し
　治安権限移譲プロセスの進展を直接的に後押し
するため，警察官への識字教育等による警察能力
の強化，テロ・麻薬対策，国境管理の強化，権限
移譲対象地域における基礎インフラ整備等を行
う。


２．アフガニスタン国民の自立支援
　権限移譲プロセスを持続的なものとする上でアフ
ガニスタン国民自身の自立を促進することが不可
欠。このため，灌漑施設の整備・建設，市民を対象
とした識字教育，小児感染症対策といった支援を
実施する。


１．目的
（１）アフガニスタンの安定と自立に向けた国造りを支援し，同国
を再びテロの温床としないことは，我が国を含む国際社会の安
全を確保する上で極めて重要。
（２）我が国は，国際社会の責任ある一員として，関係国・機関
と緊密に連携し，アフガニスタン自身の国造りに向けた努力を
支援するとともに，我が国自身の安心・安全社会の実現を目指
す。


２．効果
（１）アフガニスタンの治安維持能力を向上させるとともに，地域
社会の安定を図り，治安権限移譲プロセスの進展を後押しす
る。
（２）また，アフガニスタン国民が自らの手で健全な経済・社会を
発展させる力を身につけることにより，権限移譲プロセスの進
展のための社会的基盤を固める。


46 ハーグ条約関連経費 外務省 ⅳ 145 外務省


　平成２３年５月の閣議了解において「国際的な子
の奪取の民事上の側面に関する条約（ハーグ条
約）」締結の方針が決定され，右条約の中核的な
役割を担う「中央当局」を外務省に設置することが
決定された。このため，中央当局の業務として，①
子供の返還請求の窓口業務，②子供の所在確認
業務，③当事者間の連絡調整業務（仲裁事業，面
会交流支援事業），④条約関連の調査・研究業
務，⑤広報用パンフレットの作成等を実施する。
　また､在外公館において子の親権問題や家族問
題等に対応する必要性が高まっているところ，在
外公館における相談対応，支援体制の強化を行
う。このため①在外公館が家族法専門法律家に対
する諮問を受けられるようにする，②各国・地域の
法制度調査等を実施することにより的確なアドバイ
スを行い得るようにする，③在外公館では対応し
難い案件の場合、現地DV被害者等支援団体に対
する活動支援を通じて，在留邦人からの要望に対
応し得るよう，整備する、④領事研修において、本
件に関する講義を実施するとともに、これらの問題
への対応が想定される公館からの参加を確保す
る、⑤在外公館の領事が遠隔地での子の親権問
題や家族問題等に対応し得るようにする等の対策
を実施する。


　近年の国際結婚の増加に伴い国境を越える子の連れ去り（連
れ去られ）事案が増加してきているが，両親が国境を越えて子
を奪いあう状況は子にとって有害であるところ，子の利益（福
祉）を最重要に考え，条約締結により，法に則った解決を図り，
安心・安全な社会の実現を目指す。
　また，今後、ハーグ条約の締結の可能性を見据えて、在留邦
人から、これまでの在外公館の対応だけでは対応し難い子の
親権問題や家族問題等の問題についての専門的助言を求めら
れる機会が急激に増えることが予想され、これらの問題に対応
する必要性が高まっているところ、在外公館において、上記問
題への相談体制を構築し、子の連れ去り等の問題に対応する
ことにより、安心・安全社会の実現を図る。







47
海外邦人新型インフルエン
ザ対策費


外務省 ⅳ 35 外務省
　新型インフルエンザ発生に備え在外公館に備蓄
しているタミフルの一部が期限切れとなるのでその
補充及び廃棄。


　新型インフルエンザ行動計画の中に，新型インフルエンザの
感染拡大を可能な限り抑制し，健康被害を最小限にとどめ，社
会・経済の破綻を防止するための取組として，政府は国民の４
５％分のタミフルを備蓄すること，また在外公館においても備蓄
を進めることが明記されている。本件事業は右実現を目指すも
の。


48
有償資金協力事業
（国際協力機構有償資金協
力部門出資金）


財務省 ⅰ 26,200
独立行政法人
国際協力機構


（JICA）


　独立行政法人国際協力機構（JICA）は、援助機
関として、開発途上国の経済社会基盤の整備や気
候変動などの地球的規模の問題への対処を支援
するため、円借款（開発途上国にとって重い負担
にならないような低金利で返済期間の長い緩やか
な貸付条件による資金の貸し付け）等を供与。
　円借款は1966年に初めて供与され、これまでに
計27兆514億円を支援（うち21兆8,753億円がアジ
ア向け）。また、アジア地域を中心としつつ、これま
でに合計103カ国に対して支援（実績はいずれも
2011年3月末時点）。


　「新成長戦略」を踏まえ、アジア等の開発途上地域におけるイ
ンフラ整備や環境保全等について、金利・償還期間等の条件が
緩やかな有償の資金供与を実施し、民間企業とも連携して日本
の技術・経験を活用した支援に取り組んでいくこと等を通じ、海
外市場と一体化しつつ、日本の大きな成長機会を創出。
　有償資金協力事業による日本経済（需要・雇用）へのインパク
トとしては、例えば、①受注日本企業による邦人技術者派遣と
資機材・設備輸出、②受注日本企業における実績の蓄積によ
る競争力向上、③インフラ整備等を通じたアジア途上国の投資
環境改善、④インフラ整備等を通じたアジア途上国の持続的な
経済成長促進が挙げられる。受注日本企業への直接的効果の
みならず、アジア等の開発途上地域の経済成長が、貿易・投資
等を通じて日本経済の成長に寄与することが期待されており、
JICAの有償資金協力事業は、このようなアジア等の開発途上
地域の経済成長を後押しするもの。


49
中小企業信用保険事業
(日本政策金融公庫出資金)


財務省 ⅳ 31,300
株式会社日本
政策金融公庫


・株式会社日本政策金融公庫に対する出資金
・各都道府県等の信用保証協会が行う中小企業向
け貸付に対する債務保証について、日本政策金融
公庫が再保険を実施することにより、信用保証協
会の保証能力を強化し、中小企業の資金調達を円
滑化。
・一般分の保険に加え、その時々の政策目的に
沿った施策を推進するため、創業関連や経営安定
関連などの特例保険措置を実施。


・中小企業信用保険事業は、中小企業の資金調達の円滑化を
図る上で重要な役割を担っており、安心・安全社会の実現のた
めに必要不可欠である。そのため、日本政策金融公庫に対す
る出資を行い、日本政策金融公庫の財務基盤の健全性を確保
する。
・なお、本要望においては、創業等関連の保証制度の利活用を
促進することも想定しており、起業等を行う中小企業等に対す
る円滑な金融にも資する。（「新成長戦略」の「第２章（３）資金循
環面からの制約（ⅱ）金融・資本市場の健全な発展とリスク・マ
ネーの供給」、及び、工程表「Ⅳ 観光・地域活性化戦略～中小
企業の活性化～」の「起業・転業支援策の抜本的強化」に該
当。）。







50
新たな成長を牽引する大学
の教育研究基盤強化事業


文部科学省 ⅰ 80,716 国


「新成長戦略」等を踏まえた
①様々な場面で活躍できる人材を養成するめに必
要な環境の整備
②イノベーションを産む研究活動を展開するため
の基盤整備
などに対する重点的投資による大学の教育力・研
究力の強化を図る。


我が国は高等教育を支える基盤が非常に脆弱であり、教育研
究機能の低下が懸念される。そこで、大学等の教育研究基盤を
強化し、大学の教育研究力や大学病院の機能強化を図ること
で、大学の力で我が国の新たな成長を牽引することを目指す。


文部科学省
未来を志向する学校施設の
整備51 70,137ⅰ


地方自治体・
独立行政法人
等


◆環境に配慮した次世代型学校づくりの推進〈公
立学校施設整備費〉
   再生可能エネルギーの導入を図るための太陽
光発電等の設置事業や、高断熱化等の老朽改
修、節水型トイレ整備、省エネ型空調整備を実施
する。


◆日本復活に向けた知のインフラ再生整備〈国立
大学法人等施設の整備〉
　国際的に卓越した教育研究施設の整備を行うと
ともに、安全性・機能性に問題がある老朽施設に
ついて、経年による損耗等を解消し、機能向上及
びスペース確保につながる再生整備を行う。


◆環境に配慮した次世代型学校づくりの推進〈公立学校施設整
備費〉
　公立学校施設の約７割が建築後２５年以上経過するなど老朽
化対策が課題となっている。一方、地球規模の環境問題に対応
するため、環境負荷の低減や自然との共生を考慮した学校施
設を整備するとともに、環境問題を身近に感じられる工夫が必
要となっている。
　また、東日本大震災を受け、学校施設への再生可能エネル
ギー導入の促進や省エネルギー対策が求められている。
　このため、老朽化対策とあわせ、教育環境の改善と新たなエ
ネルギー社会の構築に向けた学校施設の整備を推進する。


◆日本復活に向けた知のインフラ再生整備〈国立大学法人等
施設の整備〉
　　国立大学法人等施設では、老朽化により安全性・機能性に
問題がある施設が約４割を占めるとともに、若手研究者や共同
研究のためのスペース等が不足し、高度化・多様化している教
育研究を実施する上での阻害要因となっている。
　一方、国立大学法人等には、国際競争力の強化やイノベー
ションの創出等、レベルの高い新たなニーズへの対応が求めら
れるともに、大学自らの選択により個性や特色を発揮することも
求められている。
　本事業は、国際的に卓越した教育研究施設の整備や老朽施
設の再生整備を行うことにより、上記諸課題への対応を図ると
ともに、国立大学法人等の独創的・先端的な学術研究とそれを
支える人材育成を推進するものである。







52
心身健康社会に向けた「日
本発」ライフイノベーション


文部科学省 ⅰ 12,388
国公私立大


学、独立行政
法人等


新成長戦略、第４期科学技術基本計画等を踏ま
え、我が国の優位性のある研究分野や独創的手
法を活かし、ライフイノベーションを創出する取組に
ついて、関係省協働等により、オールジャパンで実
施する。難病・疾患の克服と心身健康社会を実現
するとともに、国民の寿命の延伸に向け、医療・福
祉等の向上に資する研究開発を推進する。


ライフイノベーションの加速に向け、難病・疾患の克服と心身健
康社会を実現に貢献するともに、新たな需要と雇用を創出す
る。


53
経済成長を支える科学技術
基盤


文部科学省 ⅰ 75,381
国、独立行政


法人等


基礎研究と科学技術共通基盤を強化するととも
に、産学官の連携を促進
（１．基礎研究の振興、２．新「明日に架ける橋」プ
ロジェクト等の推進、３．イノベーション創出を支え
る科学技術共通基盤の充実強化 ）。


イノベーションの推進や、国際頭脳循環の核となる研究拠点構
築による国際競争力強化を具現化し、新成長戦略の実現を加
速する。


54
国民生活を支え世界を牽引
するグリーンイノベーション


文部科学省 ⅰ 11,124
大学、独立行


政法人等


創出から出口まで（発電、送電、蓄電、省エネ）の
エネルギー分野全般にわたる革新技術の研究や、
気候変動がもたらす地球規模課題に対応するため
の基盤的情報を創出する気候変動予測研究など、
国民生活を支え世界を牽引するグリーンイノベー
ションを推進。


グリーンイノベーションを加速し、人類共通の課題である地球温
暖化問題の克服と将来にわたる持続的な成長に貢献。


55 海洋フロンティアへの挑戦 文部科学省 ⅰ 8,807
海洋研究開発


機構


我が国が有する最先端の海洋調査技術を活用し
て、世界をリードする研究成果の創出を目指す。新
たな海洋資源の開拓に向けた探査技術実証を実
施するとともに、地球深部探査船「ちきゅう」の深海
掘削の成果により海溝型の巨大地震・津波のメカ
ニズムを解明する。


産業の発展に不可欠なレアメタル等の資源の安定供給及び今
後発生が予想されている南海トラフにおける巨大地震・津波に
よる被害の軽減に貢献する。


56
我が国の強み・特色を活かし
た宇宙開発


文部科学省 i 32,445
宇宙航空研究


開発機構


我が国が強み・特色を持つ宇宙技術を活かし、地
球観測衛星等によるグリーン・イノベーションへの
貢献や、小惑星探査機「はやぶさ２」等の最先端宇
宙科学・技術力の強化を図る。


グリーンイノベーションへの貢献や、「新成長戦略」に示されたフ
ロンティアの開拓による成長を遂げるため、我が国が世界を
リードする分野で更なる優位性を高めることで、国際的なプレゼ
ンスの向上、国家の潜在的な技術力の向上、産業の国際競争
力の確保を目指す。







57 義務教育の質の向上 文部科学省 ⅱ 15,074
国・地方公共


団体


○小学校2年度の35人以下学級の実現等による教
職員定数の改善
　小学校２年生の35人以下学級の実施に取り組む
ための教職員定数を改善するとともに、様々な事
情により学習支援が真に必要な児童生徒への支
援やきめ細やかで質の高い指導の充実を行うため
の教職員定数の改善を図る。


○全国的な学力調査の実施等
　全国学力・学習状況調査について、平成25年度
に市町村、学校等の状況も把握することが可能な
きめ細かい調査を実施するための制度設計及び
準備を行う。また、次回の学習指導要領の改訂に
向けて、現行学習指導要領の目標・内容について
の習得状況等を調査するとともに、これまで得られ
ていない情報活用能力の習熟状況やICTを活用し
た学習状況についての調査を行う。


きめ細やかで質の高い指導により、授業の活性化や子どもが
楽しんで学校に行ける環境づくりを行い、学習意欲の向上や創
造的な人材育成を図る。


58
保護者の経済的負担の軽
減・子育て支援


文部科学省 ⅱ 8,708 地方公共団体
私立幼稚園等における保護者の経済的負担の軽
減や子育て支援の一層の充実等を図る


幼稚園の就園機会の提供や待機児童の解消等


59 新たな奨学金制度の創設 文部科学省 ⅱ 94,469
地方公共団
体・独立行政


法人


○高校生に対する給付型奨学金事業
　全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられ
るよう、高校生に対する給付型奨学金事業を創
設。
・低所得世帯（年収約250万円未満）の生徒に対す
る給付
・特定扶養控除見直しに伴い負担増となる生徒に
対する給付


○大学等修学支援奨学金事業
　意欲と能力がありながら経済的に困窮する学生
等が修学を断念することがないよう、修学に必要な
経費を支援するため、大学等修学支援奨学金事
業を創設。
・無利子の奨学金貸与のみでは修学が困難な者
に対して給付型の奨学金を支給


○高校生に対する給付型奨学金事業
・高校授業料の実質無償化後も、なお低所得世帯の生徒にとっ
て負担が大きく、学習継続の支障となる学習費負担（教科書代
等）軽減。
・特定扶養控除の見直しにより負担増となる公立の定時制・通
信制高校、特別支援学校の生徒の家庭の負担軽減。


○大学等修学支援奨学金事業
　意欲と能力がありながら経済的に困窮する学生等が修学を断
念することがないよう、修学に必要な経費を支援することで教育
の機会均等を図ることにより、優秀な人材を育成し、社会で活
躍してもらうことで我が国の経済社会を再生し、「国民一人ひと
りが希望をもって前に進める社会」の実現につながる。







60 世界に雄飛する人材の育成 文部科学省 ⅱ 52,742
国、独立行政
法人、地方公


共団体


人口減少と超高齢化が進む中で、東日本大震災と
世界経済危機を克服し、将来の希望と誇りある日
本を築くカギは、「世界に雄飛する人材」を育成す
ること。
　そのため、高校、大学等の関係者が一斉に具体
的に行動を起こし、「内向き」の背景にある構造上
の要因を克服し、若い世代を後押しする好循環を
形成するための事業を展開。


世界と確かな絆を築く交流や世界を舞台に挑戦できる研究環
境の整備、また、グローバルレベルの教育システムの構築など
日本人の内向き志向からの脱却を図ることにより、世界に雄飛
する人材を育成し、我が国の国際的な産業競争力の向上につ
なげる。


61
新たなスポーツ文化創造プ
ロジェクトによる日本再生


文部科学省 ⅱ 5,440


国、公益法人、
大学、独立行
政法人、その


他


　我が国の「新たなスポーツ文化」を確立すること
を目指し、２つのプロジェクトに取り組みます。トッ
プアスリートの戦略的・包括的なサポート、メダル
獲得の潜在力を有するアスリートの特別強化・育
成のための「ナショナル競技力向上プロジェクト」及
び全ての国民がスポーツに参加できるよう、障害
者等のスポーツ機会の拡充のための「障害者等ス
ポーツ活動重点推進プロジェクト」を実施。


スポーツは、青少年のコミュニケーション能力やリーダーシッ
プ、克己心を育成するものであり、成長を担う力強い若年層の
育成の上で重要となる。また、スポーツ人口の拡大は、スポー
ツ市場の新たな需要を生むとともに、国民の心と体を健康にし、
医療・介護費の抑制につながる等の効果が期待される。さら
に、国際競技大会での日本人選手の活躍は、夢と感動を与え、
国民のスポーツへの関心を高め、社会の活性化につながる。


62
文化芸術のちからによる希
望と活力ある日本再生


文部科学省 ⅲ 13,928
地方公共団体


等


文化芸術のちからを活かした地域社会の再生、活
性化に資する施策と、地域からの発信によるクー
ルジャパン施策を戦略的に推進する。


文化芸術の持つちからによって、国民が希望と誇りをもって前
に進める社会の実現に貢献し、活力ある日本の再生に寄与す
る。


63
安心・安全社会を実現する科
学技術


文部科学省 ⅳ 4,648
国、独立行政
法人、地方公


共団体等


自然災害、事故をはじめとする様々な脅威や、社
会構造の複雑化に伴い多様化する危機に対処し、
国民が安心・安全に生活できる社会を実現するた
めの科学技術を重点的に推進する。


国民の安心・安全を脅かす要因について、それぞれ適切に対
処しうる施策を体系的に実施する。


ライフ・イノベーションの一体
的な推進


厚生労働省 ⅰ 38,783







64
①個別重点分野の研究開
発・実用化支援


厚生労働省 ⅰ 18,525 研究者等
国民のニーズの高いがん、B型肝炎、難治性・希少
性疾患等について、診断法・治療法や医薬品等を
開発し、実用化に向けた取組を推進する。


国民のニーズの高いがん、B型肝炎、難治性・希少性疾患等に
ついて、診断法・治療法や医薬品等の開発、実用化に向けた取
組を推進することにより、日本発の革新的な医薬品・医療機器
等の創出を図るものである。


65
②臨床研究中核病院等の整
備及び機能強化


厚生労働省 ⅰ 8,912 病院等


国際水準で臨床研究を実施する病院を10か所整
備するとともに、同病院における臨床研究や、国立
高度専門医療研究センターでの開発・臨床応用研
究等を支援する。


臨床研究の質を薬事承認申請データとして活用可能な水準ま
で向上させることで、ニーズが高い分野の医薬品、医療機器の
早期承認を図るとともに、医療の質向上に資するエビデンスを
創出する。


66
③技術の進歩に対応する薬
事承認審査・安全対策の向
上


厚生労働省 ⅰ 11,269 国、PMDA等


革新的技術実用化のためのレギュラトリーサイエ
ンスの推進による審査等の迅速化・高度化と安全
対策の充実強化を図る。また、グローバル化に対
応したレギュラトリーサイエンスのアジアの拠点とし
ての充実・強化を図る。


①革新的医薬品・医療機器の早期実用化、②日本の先端技術
実用化のガイドラインの国際標準化を戦略的に推進し、イノ
ベーションの海外展開、③グローバル化に対応した、医薬品・
医療機器の臨床開発、審査、生産、安全対策まで一貫した国際
的な保健衛生対策の実施による安全確保を行う。


67
④費用対効果を勘案した医
療技術等の評価に関する研
究・調査


厚生労働省 ⅰ 77 国・研究者等


医療技術等の保険償還価格の設定に関し、さらな
るイノベーションの評価や、開発のインセンティブを
確保しつつ費用対効果を勘案した技術等の評価を
行うため、海外報告事例の調査や適応の可能性
についての検討等を行う。


革新的な医療技術、日本発の医薬品、医療機器の開発に関
し、そのイノベーションを医療保険上適切に評価し、開発のイン
センティブを確保する必要があるとともに、持続可能な医療保
険制度の維持に向けて、限りある資源を効率的に配分する。


68
大学生現役就職促進プロ
ジェクト（仮称）の推進


厚生労働省 ⅱ 6,354
都道府県労働


局


・中小企業にも視野を広げる卒業年次前からの企
業説明会
・大学への恒常的な出張相談
・年度末時点未内定者の新卒ハローワークへの全
員登録
などによる大学とハローワークが緊密に連携を
図った一貫した集中支援等を実施。


・近年急速に増加している大卒者の未就職卒業者等の増加を
防止し、第二のロストジェネレーションの発生を阻止する。
（未就職卒業者等　平成２０年３月卒７万１千人→平成２３年３
月卒１０万８千人）


・大学生等が将来の日本を支える人材となるよう、その第一歩
である就職を支援する。







69
新事業展開人材育成支援事
業（仮称）の推進


厚生労働省 ⅱ. 200 民間団体


　地場産業が集積する地域の業界団体等が、教育
訓練機関と連携し、これまで培ってきた技能・技術
を活かし新たな事業展開を図る企業に対し、新事
業展開に必要な教育訓練カリキュラムの開発・実
施等の支援を行う。


　東日本大震災の影響や、経済社会のグローバル化、急速な
円高に伴う生産拠点の海外移転により、地域産業の衰退や国
内の雇用喪失が懸念されることから、企業の新事業展開を人
材育成の面から支援を行うことにより、地域の活性化・雇用の
確保を図る。


70
待機児童解消「先取り」プロ
ジェクトの強化


厚生労働省 ⅱ 12,400 市町村


○「待機児童解消「先取り」プロジェクト」の対象自
治体の拡大
○グループ型小規模保育事業の見直し
○認可外保育施設運営支援事業の見直し
○地域型保育・子育て支援モデル事業の創設


①女性の就労を促進するとともに、能力を発揮する機会を増加
②多様な保育サービスへの社会的企業等の参入を促進し、地
域に根ざした雇用を創造
③子どもの安全を守り、子育て家庭が安心して生活できる環境
を整備


在宅医療・介護の推進 厚生労働省 ⅳ 12,713


71
①在宅チーム医療を担う人
材の育成


厚生労働省 ⅳ 867 都道府県等
質の高い在宅医療を提供できるよう、在宅医療を
担う人材を育成するための研修を実施する。


在宅医療を担う職能別の研修を展開し、それぞれの知識・技術
の習得及び専門性の向上を図ることにより、また、地域で異な
る教育・研修ニーズを反映した研修プログラムを策定し、地域の
医療福祉従事者を対象に研修展開することで在宅患者の多様
なニーズに対応できる人材の育成が図られることで、どのような
地域でも医療と介護が連携したサポートを受けることが可能と
なり、安心・安全社会の実現に大きく寄与する。
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②在宅医療・介護の実施拠
点となる基盤の整備


厚生労働省 ⅳ 8,904 医療機関等


在宅医療・介護の拠点となる基盤の整備を行うた
め、在宅医療を提供する医療機関等による連携推
進、地域の在宅医療を提供する拠点薬局の整備
や、在宅サービス拠点の充実等を行う。


在宅医療を推進する上で重要なのは、在宅医療を提供する機
関や従事する人材同士の連携である。医師、看護師、ケアマ
ネージャーなどの医療福祉従事者がそれぞれ連携を取りなが
ら、患者に対して２４時間医療提供体制の確保や医療・介護・福
祉にまたがる包括的なサービスを提供していくとともにそれに必
要な基盤整備を進めていくことで、在宅において安心して療養
できる場を提供していく。
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③個別の疾患等に対応した
サービスの充実・支援


厚生労働省 ⅳ 2,942 都道府県等


個別の疾患等に対応した在宅医療・介護サービス
の充実・支援を行うため、国立高度専門医療研究
センターを中心とした研究、在宅患者の疾患等の
様態に即した効果的な治療・介護等のサービス提
供を図る取組を推進する。


在宅医療は、地域の実情、医療資源の状況などにより、取り組
む課題は異なっている。サービスの充実・支援に向けた取組や
個別の疾患等に対応した取組を通じて、様々な地域で様々な
疾患を持った患者が等しく在宅医療の提供を享受できる体制が
構築され、安心・安全社会の実現に大きく寄与する。


74 小児がん対策の推進 厚生労働省 ⅳ 544
独立行政法人


等


小児において、がんは疾患別死亡原因の第１位で
あることから、現在がん対策推進協議会におい
て、次期がん対策推進基本計画に小児がん対策
を含めるべく計画の見直しを行っているところであ
る。
このため、小児がん拠点病院(仮称)を整備し、小
児がん患者への相談支援体制の構築、診療や緩
和ケアを行う人材の育成等を行う。


小児がん拠点病院（仮称）に機能を集約化することにより、小児
特有の専門知識や相談支援体制が構築され、安心で質の高い
治療体制を提供するとともに、がん患者や家族のニーズに合っ
た安心・納得した緩和ケア等の実施などの療養環境を提供でき
る。


75
新型インフルエンザ対策の
強化


厚生労働省 ⅳ 13,448 国


新型インフルエンザ発生時の迅速な対応に備え、
国と都道府県等の連携強化を図る。
また、抗インフルエンザウイルス薬やプレパンデ
ミックワクチンの備蓄等を行う。


今般の「行動計画」の見直しに基づき、都道府県との連携の強
化を図るとともに、抗インフルエンザウイルス薬やプレパンデ
ミックワクチンを計画的かつ安定的に備蓄し国民の安心・安全
を確保する。


76 医療情報連携の基盤の整備 厚生労働省 ⅳ 1,961 医療機関等
地域医療連携において、各医療機関の診療システ
ムの主要なデータを、別途標準的な形式で外部保
存するための基盤整備を行う。


連携する医療機関のデータを、相互閲覧でき、緊密な情報連携
ができる。
また、非常時に外部保存されたデータをバックアップとして利用
できる。


77 「貧困の連鎖」の防止 厚生労働省 ⅳ 6,588
都道府県、市


等


①生活保護世帯に対する養育相談・学習支援等
の実施
②自立が困難な矯正施設退所者に対する一貫し
た相談支援の実施


①生活保護世帯の子どもが大人になって再び生活保護を受給
するといった「貧困の連鎖」の防止
②自立困難な矯正施設退所者の社会復帰促進や再犯防止


78
障害児・者の地域移行・地域
生活のための安心支援体制
の整備


厚生労働省 ⅳ 12,929
都道府県
市町村


　障害があっても自ら選んだ地域で暮らしていける
よう、
（１）地域での安心生活を支援する事業
（２）地域で暮らすための基盤整備
を行う。


　施設や病院からの地域移行が進むとともに、地域生活の支援
体制の充実が図られる。
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【目的】
・収益性の低い土地利用型農業について、意欲ある農業者の
農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、食料自給率の向
上と多面的機能を維持します。


【現状】
・23年度における本制度への申請件数は、122万件となってい
ます（以前の水田・畑作経営所得安定対策では21年度8万件）。


・米の過剰作付面積は、農業者の主体的判断の下で21年産の
4.9万haが23年産は2.2万haに減少しております。


【効果】
・大規模層ほど加入率が高くなっており（5ha以上層では98％が
加入）、交付金の過半は大規模層に交付（58％が2ha以上層
（加入者の1割））しています。


・全国一律単価で交付するため、コストダウンした者は、その努
力に応じて所得の向上が図られる仕組みです。このため、規模
拡大を誘導する効果があります。


・本年2月に実施したアンケート調査では、モデル対策に加入し
た農業者の4人に3人はモデル対策を評価するとの回答があっ
たところです。


・農業者や地方公共団体からは、この制度を法制化し、安定的
に実施してほしいとの要請が多数寄せられています。


「農業者戸別所得補償制度」
のうち「米価変動補塡交付
金」


農林水産省 ⅰ 102,841 国


　農業者戸別所得補償制度は、大きく次の３つの
交付金からなっています。
（１）米の所得補償
　 主体的判断で需給調整に参加して米を生産する
農業者に対して、
① 定額部分
　恒常的なコスト割れ相当分を支払う「米の所得補
償交付金」
② 変動部分
　その年の米価の下落分を補塡する「米価変動補
塡交付金」


（２）畑作物の所得補償
　 麦、大豆等の畑作物を生産する農業者に対し
て、｢恒常的なコスト割れ相当分｣を支払う交付金


（３）水田活用の所得補償
 　水田転作での麦、大豆、米粉用米、飼料用米等
を生産する農業者に対して、｢主食用米並の所得
確保相当分｣を支払う交付金


　今回の日本再生重点化措置の要望額にエント
リーしているのは、（１）の②の米価変動補塡交付
金です。


＜新成長戦略への位置付け＞
　「新成長戦略」（22年6月）では、農林水産分野の
成長産業化に向けた取組として、『戸別所得補償
制度』の導入が掲げられており、我が国経済社会
の再生に資するものとの位置づけ。また、民主党
マニフェストでも農政の最大の柱として位置づけら
れています。







80 「攻めの担い手」育成対策 農林水産省 ⅰ 5,832 国・都道府県


・地域の中心となる経営体へ農地の70％以上の集
積しようとする地区を対象として、農地の大区画
化・汎用化を実施し、地域農業の柱となる大規模
経営体の育成に資するものです。


【現状】
・農業者の高齢化・後継者難、農家所得の減少等、農業を取り
巻く環境は大変厳しい状況ですが、我が国が活力を取り戻すた
めに、地域の基幹産業である農業が魅力的な成長産業となる
必要があります。


【目的】
・「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針」（平成23
年10月25日食の農林漁業の再生推進本部決定）に位置づけら
れた「平地で20～30ha、中山間地域で10～20haの規模の経営
体が大宗を占める構造」による持続可能な力強い農業を実現し
ます。


【効果】
・従来の農地整備事業では、農地集積率は、20％前後から
55％へ向上しています。
・本対策では、これをさらに進め70％以上の集積を目指すととも
に、農地の大区画化・汎用化によって、米生産費を6割（従来の
農地整備事業では３割）低減、大豆・麦の4割増収、品質向上を
実現し、農業の競争力・体質を強化します。


81 森林・林業再生対策 農林水産省 ⅰ 17,550
国・地方公共


団体等


・大規模な森林施業の集約化や民有林と国有林に
よる共同施業等に取り組む地域について、搬出間
伐や高密度な路網の整備を重点的に支援します。


【現状】
・我が国の森林資源は充実しつつあり、林業・木材産業の構造
転換も緒についていることから、木材自給率は近年上昇傾向に
あります（H14:18％→H22:26％）。


【目的】
・我が国の林業の構造転換を加速化し、成長産業として定着さ
せるためには、集約化施業と路網整備を核とした政策展開が重
要です。
・このためには、森林の多様な所有構造や傾斜、立地など我が
国林業の社会的自然的条件に応じた様々なパターンの成功事
例を確立し、広めていくことが不可欠です。
・本対策は、このような施業の集約化や路網整備に対し支援す
ることにより、成功事例を早急に確立し、効率的な林業生産を
全国的に展開しようというものです。


【効果】
・本対策の実施により、高い生産性が確保され、約９万ヘクター
ルの搬出間伐の実施が見込まれ、国際約束の森林吸収目標
の達成に大きく寄与するとともに、木材の生産が増え、木材自
給率５０％以上の達成にも寄与します。さらに、山村地域の雇
用を創出し、地域の活性化に大きく貢献します。







82
近代的・資源管理型の水産
対策


農林水産省 ⅰ 5,105
国・地方公共


団体


（水産物の輸出促進に向けて）
・水産物の輸出に向けた取組を行う流通拠点漁港
を対象に、高度衛生管理型の荷捌き所・岸壁、汚
水処理施設等の整備を実施します。


（複数県連携による水産資源の回復に向けて）
・複数県が連携して水産資源の回復の取組を行う
場合に、水産生物の育成・産卵の場となる増殖場
や藻場・干潟の造成等の広域的な整備を実施しま
す。


【現状】
・我が国周辺海域の低位水準にある水産資源の回復を複数県
が協力して実施するとともに、EU・アジア等への輸出促進等に
資するHACCP対応衛生管理により、高品質で安全な水産物の
提供体制を早急に整備する必要があります。


【目的】
このため、事業完成時期の前倒しにより事業効果の早期発現
を図り、我が国水産業の成長産業化を加速し、新成長戦略を推
進します。


【効果】
・本対策の推進地区において、ＥＵ等の衛生基準を満たした水
産物の輸出が可能になるとともに、高度な衛生管理対策の下で
出荷される水産物の10%向上目標にも大きく寄与します。（H22
年度：34.6%）
・また、事業完了後も複数県が連携して共通する資源の広域的
なモニタリングを実施することによって、従来の取組以上に資源
の回復効果が見込まれることから、概ね14.5万トンの水産物の
増産目標にも大きく貢献します。







83
集中豪雨等による災害防止
対策


農林水産省 ⅳ 19,306
国・地方公共


団体等


（農地の湛水被害の防止）
・農地の湛水被害等が周辺の公共施設にも及ぶお
それのある地域等を対象に、農業排水路等の整備
を行います。


（山地における再度災害の防止）
・山地の深層崩壊など激甚な災害により孤立集落
が発生するおそれのある地域等を対象に、山腹の
崩壊・落石防止対策などの山地災害の予防対策を
行います。


（沿岸農地の浸水被害の防止）
・施設の老朽化等による機能低下により沿岸農地
の浸水被害の可能性が高まっている地域等を対
象に、海岸保全施設の整備を行います。


【現状】
・最近、従来は見られなかったような集中豪雨が発生し、10年前
に比べ発生頻度が２倍、被害金額が2.6倍になるなど、自然災
害が多発・激甚化しています。その際、農山漁村では、農林漁
業被害だけでなく、一般・公共施設への被害や道路が寸断され
ることによる被災集落の孤立化が深刻となっています。


【目的】
・本対策では、農林漁業の基盤整備を通じて、災害時にあって
も農地・森林・漁港等を守ることにより、周辺の一般・公共施設
等も守られます。地域住民が避難できる避難拠点や避難経路
等が守られるという観点を重視します。
【効果】
・湛水被害の常襲地帯における農地の被害を防止（約24,000
ha(海抜ゼロメートル地帯の２割に相当)）。
・山地災害の発生危険地域における被害を防止　（約400地
区）。
・津波・高潮等による浸水被害から沿岸農地等を防護（約
160ha）。
・小学校・コミュニティーセンター等の災害時の避難拠点と、病
院・老人ホーム等の災害弱者の安全を確保（150施設程度）。
・地区内の避難経路を確保し、主要幹線道路までのアクセスを
確保（１地区当たり道路13km程度）。


84
再生可能エネルギーの導入
促進


経済産業省 ⅰ 15,000


（独）新エネル
ギー・産業技術
総合開発機構
（独）石油天然
ガス・金属鉱物


資源機構


・再生可能エネルギー等に係る技術開発（有機系
太陽電池の早期実用化に向けた技術開発、固定
電解質リチウムイオン電池に関する技術開発、固
体酸化物形燃料電池を組み込んだ超高効率火力
発電システム開発のための要素検証試験、風力
発電の能力や規模拡大を図るための発電機の技
術開発や運用技術の高度化）


・国立公園の中など、地熱資源の存在が確実視さ
れるにもかかわらず、これまで調査未実施であっ
た地域において、地表調査や掘削調査を実施。


・再生可能エネルギー等（有機系太陽電池、リチウムイオン電
池、固体酸化物形燃料電池、次世代風力発電）に係る技術開
発を実施することにより、エネルギーセキュリティの向上に寄与
することはもとより、新たな産業の育成と雇用の創出、国際競争
力優位性の維持・強化を図り、さらなる経済成長を目指す。


・他の再生可能エネルギーと比べて設備利用率が格段に高く、
大きな発電電力量を得られ、開発の余地が大きい地熱資源の
開発を促進する。


85
クリーンエネルギー自動車等
の導入促進


経済産業省 ⅰ 17,502 民間団体等
電気自動車等及び充電設備を導入する者に対し
て、その導入に必要な費用の一部を補助する。


電気自動車等の普及により、経済成長の観点から世界市場を
リードし、エネルギー・環境対策を実現することが必要。このた
め、初期需要の創出を図り、量産効果による価格低減を促進す
ることを通じ、自立的な国内市場の早期確立を目指す。







86 資源権益の獲得 経済産業省 ⅰ 46,422


（独）石油天然
ガス・金属鉱物
資源機構、民


間団体等


我が国企業に対するリスクマネー供給支援を拡充
し、石油・天然ガス権益の獲得を促進する。また、
メタンハイドレートの長期陸上産出試験や我が国
近海のレアアースの資源量調査を実施し、我が国
近海のメタンハイドレート・レアアースの開発を促進
する。


石油・天然ガス権益の獲得と我が国近海のメタンハイドレート・
レアアースの開発を促進することにより、大震災後の電力供給
の要である天然ガスとハイテク産業の原料の要であるレアアー
スの安定供給を確保し、我が国の成長基盤を強化する。


87 レアアース等対策の強化 経済産業省 ⅰ. 2,799 民間企業


　近年、資源価格の高騰等を契機として資源ナショ
ナリズムが勃興している。特に、中国は、我が国が
全面的に輸入に依存するレアアース（９７％を依
存）の管理を強化している（具体的にはレアアース
輸出枠削減（約１／２に圧縮）及び、生産枠削減
（約３／４に圧縮））しており、同様の制度下にある
他の鉱種についても、本邦企業への安定供給に懸
念が持たれている。
　また、インドネシアでは、新鉱業法が２０１４年に
施行されることに伴い、鉱石輸出が禁止され、我が
国が高い依存度を持つ鉱種（ニッケルで約６０％、
銅で約２０％（日本が原料として依存する国として
は、チリに次いで２番目で、我が国へのインパクト
は極めて大きい））に影響が出る恐れがある。
　このため、当該事業では、(1)供給途絶リスクのあ
る鉱種について、本邦企業に引き継ぐことを前提と
して、探査を実施する（希少金属資源開発推進基
盤整備事業及び共同資源開発基礎調査事業）、
(2)これらの鉱種に係る権益確保を促進するため、
提案型の資源外交の強化する（持続的資源開発
推進対策（24年度新規））、(3)太平洋に賦存すると
みられている「海のレアアース」等に適用可能な採
鉱・揚鉱技術の確立（海底熱水鉱床採鉱技術開発
等委託費）を図る。


　レアアース等の鉱物資源は、ハイテク部材等のフロンティア産
業に必須の素材であるが、今まさに、この原材料が供給途絶の
危機に陥っており、東日本大震災以降の我が国の経済復興に
大きな影響を与えうる。
　これらのフロンティア企業の中には、海外移転の検討に入っ
たものとして報道されており、「空洞化」は現実の問題となって
いる。また、レアアース等のユーザー企業は被災地にも多く立
地しており、被災地の復興にも影響を及ぼす。
　さらに、レアメタルを使っているユーザー産業の規模は１５０兆
円を越えており、原料供給の逼迫は、直接のユーザ企業だけで
なく、サプライチェーンを通じて拡大し、マクロ的なインパクトを
持ちえ、我が国の産業活動に与える影響は極めて甚大なもの
となりうる。


　本事業では、こうした問題を解決するために、レアアース等の
安定供給に向けた抜本的な対策を講じることを目的とする。







88 経済連携の推進 経済産業省 ⅰ 625 民間団体等


日本とフィリピン及び日本とインドネシアにおける
「経済上の連携に関する協定」（EPA）に基づき、看
護師候補者、介護福祉士候補者を日本に受け入
れ、①日常生活における基礎的な日本語能力、及
び病院や介護施設における利用者や職員との最
低限の日本語コミュニケーション能力の習得②自
立的かつ安定的に就労・生活するための基礎的能
力の獲得に必要な日本語等の研修を６ヶ月間実施
する。


経済連携協定において、フィリピン及びインドネシアは、我が国
の看護師・介護福祉士候補者の円滑な受け入れやその合格率
の向上について最も重視しており、最近の首脳・閣僚級の会談
でも先方から極めて高い関心が示されている。我が国において
も、少子高齢化が進む我が国経済の成長及びアジア地域での
包括的経済連携の推進という観点から、「新成長戦略」「規制・
制度改革に係る対処方針」「包括的な経済連携に係る基本方
針」において、看護師・介護福祉士の受け入れを積極的に推進
していくこととしている。また、「人の移動に関する検討グルー
プ」（副大臣級）が本年６月に策定した基本的な方針の中でも日
本語研修の重要性が指摘されている。 これらを背景に、看護
師・介護福祉士受け入れの根幹を成す日本語研修を着実に実
施することが不可欠であり、これにより相手国との関係や高い
レベルの経済連携の維持・強化が図られる。


89 ヘルスケア産業の創出 経済産業省 i 3,300 民間事業者等


１）課題解決型医療機器等開発事業
中小企業と医療機関等の連携による、現場ニーズ
に適合した医療機器の開発・改良、臨床評価、実
用化を推進し、日本が誇る中小企業の「ものづくり
技術」を活かした医療機器の開発を推進する。


２）医療機器・サービス国際化推進事業
医療機器と医療サービスが一体となって海外展開
を行う上での事業性・実証調査等を行い、我が国
のものづくり技術を活かした医療機器の海外市場
開拓を推進する。


医療機器市場は、国際的な高齢化の進展、新興国における医
療需要の増大等を背景に大きな成長が見込まれるとともに、わ
が国の中小企業が有する高度なものづくり技術を活かすことが
できる分野でありながら、これまで輸入超過で推移。
一方、近年、業態転換等により異業種や中小ものづくり企業の
医療機器分野への参入も活発化しているところ。
本事業により、国内外の医療現場のニーズに適合した医療機
器の開発と、医療機器の国際展開による新興国を中心とした市
場開拓までを一体的に進め、医療機器産業の活性化、医療の
質の向上、海外市場の開拓を実現する。


90
インフラ・システム輸出の戦
略的実施


経済産業省 ⅰ 8,500 民間企業等


世界のインフラ需要を能動的に獲得することで我
が国経済の再生・成長を図るべく、インフラ・システ
ム輸出案件の候補について、具体的案件の組成
前の段階から各種の積極的な取組みを実施する。


本事業は新成長戦略における国家戦略プロジェクトである「パッ
ケージ型インフラ海外展開」に資する施策であり、本事業を通じ
て、海外市場の開拓を進め、外需の獲得を図ることで、我が国
経済の再生・成長に寄与し、多大な需要及び雇用を創出する効
果が見込まれる。







91 未来開拓研究等の推進 経済産業省 ⅰ 24,620 民間団体等


環境・エネルギーや医療関連の分野において、既
存技術の延長線上になく、世界をリードできる「未
来開拓技術」の開発等を推進。
具体的には、以下の技術により、エネルギー損失
を限りなく小さくする「エネルギー損失ゼロ革命」、
石油依存から脱却する「脱石油革命」、全ての国民
ががんや心疾患等の心配から解放される「健康増
進革命」を推進。


「未来開拓技術」の実現によって、環境・エネルギーや少子高齢
化といった制約を抜本的に改善しつつ、将来を見据え新たな産
業・雇用を創出し、我が国経済・社会の再生を図る。


92
中小企業の海外展開・技術
力強化の支援


経済産業省 i 6500
中小企業基盤


整備機構、
中小企業


　国内需要の減少と新興国市場の急速な成長、技
術を巡るグローバル競争の激化の中で、新たな活
路を見いだそうとする中小企業の本格的な海外展
開や技術力の抜本的な強化を支援する。具体的に
は、海外展開を行う中小企業に対する出資等によ
る経営基盤強化、オンリーワン技術獲得や技術流
出対策等の技術開発等を支援する。


　中小企業の海外展開を支援するとともに、技術力を抜本的に
強化するため、海外展開支援においては、出資等を受けた中小
企業の海外展開事業について、５年後の黒字割合８０％を目指
す。また、中小企業の技術開発等の支援においては、５年後に
事業化を達成する中小企業の割合５０％を目指す。これらによ
り、国内需要・雇用の増大を図る。


93
中小企業の戦略的経営力の
強化（人材・事業引継ぎ等の
支援）


経済産業省 i 3,998 民間団体等


　我が国のものづくりを支える人材等の確保・技術
の承継の円滑化の観点から、大学等と連携し、中
小企業と若手人材のマッチング・採用・定着までを
一気通貫に支援するとともに、優れた技術力等を
有するものの後継者がいない中小企業の事業引
継ぎを円滑化する。
　また、中小企業の戦略的経営力を強化する観点
から、合併等を行う中小企業の資本力強化やＩＴ経
営強化等を行う。


　円高による取引先企業の海外流出や新興国の技術力向上等
中小企業を取り巻く厳しい内外環境を踏まえ、ものづくり技術に
携わる人材等の確保、技術承継の円滑化や、中小企業の潜在
力を最大限に引き出し、経営力の強化を図ることを目的とする。
　具体的には、①優秀な若手人材を１千～２千人以上確保、②
高度な技術等を有する中小企業２００～３００社以上の事業引
継ぎを実現、③民間資金を含め４０億円規模の出資による合併
等を行う中小企業の資本力強化や、地域金融機関が金融支援
と経営支援を一体的に行う１０００億円規模の貸付に対する中
小企業の信用保証料の減免等を行う。
　これらを通じ、需要・雇用の創出を図る。







94
商店街等の地域商業の再生
支援


経済産業省 ⅲ 1,996
商店街等と民
間企業等との


連携体


　地域商店街等のコミュニティ機能を十全に発揮す
るために、商店街単体のみならず周辺市町村等も
含め、地域住民の規模・行動範囲や商業量、地域
住民が商店街等に求める機能など、地域の状況を
詳細に分析し、地域と商店街等とが一体となった
地域商業再生の取組を支援する。


　地域と商店街等とが一体となった地域商業再生の取組を支援
することを目的とし、これを通じ、地域の需要創出に大きく貢献
するとともに、商店街内の空き店舗数が減少することで雇用を
維持・増加させる。


95
持続可能な低炭素・循環型
社会の構築


国土交通省 ⅰ 15,894
国、地方公共
団体又は民間


事業者


（１）「住宅・建築物」、「輸送機関」、「公共施設」の
ゼロエネルギー／ゼロエミッション化地域社会・国
民生活の構成要素となる「住宅・建築物」、「輸送機
関」、「公共施設」について、将来スタンダード化さ
れるべき環境性能を先取りして具現化します。


（２）都市・地域のまるごとゼロエネルギー／ゼロエ
ミッション化
　　再生可能エネルギーの活用等を行う「住宅・建
築物」、「輸送機関」、「公共施設」を組み合わせる
ことで、より効率的・効果的 に省エネ対策を推進
し、ゼロエネルギー／ゼロエミッション化を目指しま
す。


持続可能な低炭素・循環型社会を実現するため、再生可能エネ
ルギーの導入等により、ゼロエネルギー／ゼロエミッション化を
進めます。


96 幹線道路ネットワークの整備 国土交通省 ⅰ 180,738 国土交通省
主要都市間等を連絡する高規格幹線道路等の整
備を推進します。
三大都市圏環状道路の整備を推進します。


地域の自立や観光地へのアクセス・観光周遊ルートの形成によ
る観光収入等の増加や広域ネットワークの構築による災害時
のリダンダンシーの確保が期待されます。
開通による企業立地に伴う雇用の増加、税収の増加等が期待
されます。


97
都市の安全性と国際競争力
の確保


国土交通省 ⅰ 5,000
地方公共団体


等


都市機能集積エリアにおける官民連携による防災
安全性・事業継続性の向上のための取組みや、国
際競争力強化のための重要な公共施設整備に対
して、国が支援を行います。


大都市の防災安全性・事業継続性の向上及び国際競争力の強
化を図る官民連携による協議会等の取組みを国が支援するこ
とにより、都市機能の維持・向上が効果的に図られ、グローバ
ル企業、ビジネスパーソンに選ばれる都市が実現し、我が国の
経済成長につながります。







98
官民連携による海外プロジェ
クト、建設業の海外展開の推
進


国土交通省 ⅰ 653
国・民間企業


等


　官民連携による海外プロジェクト、建設業の海外
展開を推進するため、以下の取組みを行うもので
す。
・東日本大震災においても有効であった我が国の
誇る防災・減災技術等を活かしたプロジェクトを推
進（鉄道システムの案件形成や我が国が誇る防災
技術の活用による標準仕様パッケージの推進）
・海外建設市場として有望な進出先を招聘して、海
外建設投資セミナーを開催
・地方・中小建設業を含む我が国建設業のグロー
バル化に向けた支援体制の強化


アジアをはじめとした諸外国においては今後膨大なインフラ整
備ニーズの発生が見込まれており、人口減少や政府の公共投
資の圧縮によって国内市場が縮小する中で、これらのインフラ
需要を取り込み、我が国経済の活性化につなげることを目的と
しています。


99
国際コンテナ戦略港湾の整
備


国土交通省 ⅰ 30,834
国、港湾管理
者、民間事業


者


　国際コンテナ戦略港湾(阪神港･京浜港)におい
て、ハブ機能を強化させるため、釜山港等アジア諸
港に比肩しうる仕様(水深･広さ)を有する高規格コ
ンテナターミナルの整備を推進するとともに、大型
で荷役効率の高いガントリークレーン、内航フィー
ダー(※１)港における荷役機械の整備を促進しま
す。


(※１)：フィーダー…コンテナ輸送等において、国際
基幹航路の就航港（ハブ港湾）等で中継（積み替
え）された貨物をその他の港へ（から）運ぶ支線（ス
ポーク）輸送（鉄道、内航海運など）


　釜山港等アジア諸国の港湾との国際的な競争がますます激
化する中、国際基幹航路の日本への就航の維持・拡大を図り、
世界各地との間で、国民生活や産業活動に必要な物資や製品
を低コストでスピーディかつ多頻度で確実に輸送できるネット
ワークを構築するとともに、我が国の成長に結びつけ、｢強い経
済｣を実現します。さらには、東日本大震災により大きな打撃を
受けている海上輸送網を早急に回復させ、日本再生を図りま
す。
　高規格コンテナターミナル、荷役機械等の整備、国際コンテナ
戦略港湾フィーダー機能強化事業との一体的な施策として、
　○経済効果（生産額の増大）
　　　　　　　：年間約4,000億円
　○雇用創出効果
　　　　　　　：約1.6万人の増







100 首都圏空港の強化 国土交通省 ⅰ 11,843 国


　新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）等に基
づき、首都圏の交通利便性を向上させ、ビジネス・
観光両面における都市間競争力を大幅に強化し、
我が国にヒト・モノ・カネを積極的に呼び込む原動
力とするため、首都圏空港の機能拡充・強化に向
けた事業を実施します。
【首都圏空港（羽田・成田）の主な事業内容】
　羽田空港においては、24時間国際拠点空港化を
進めるため、平成25年度中の国際線９万回への増
枠に必要な国際線地区の拡充、発着容量44.7万
回の達成に必要なエプロン（駐機場）等の整備、深
夜早朝時間帯の長距離国際線の輸送能力増強に
必要なＣ滑走路延伸事業等を重点的に推進しま
す。
　成田空港においては、昨年10月の空港容量拡大
に関する地元合意を踏まえ、最短で平成26年度中
の30万回への増枠に必要となる航空機の出発・到
着が集中するピーク時間帯の処理能力の拡大に
向けて、平成23年10月より導入する同時平行離着
陸方式の更なる効率的な運用に必要な監視装置
の整備等を実施します。


　新成長戦略及び国土交通省成長戦略に基づく左記の容量拡
大を背景にオープンスカイを推進します。これらにより、首都圏
の交通利便性を向上させ、ビジネス・観光両面における都市間
競争力を大幅に強化し、経済成長に特に資するものです。本事
業は、羽田空港４４．７万回及び国際線９万回（平成２５年度
中）、成田空港３０万回（平成２６年度中）の実現という我が国の
成長戦略に資する「空港容量の拡大」に必要不可欠なものであ
り、アジアの成長を取り込むためのヒト・モノ・カネの流れの拡大
に支障とならないよう着実に進めることが必要となります。
本事業の効果として、
　首都圏空港の容量拡大に伴い増加する国際線旅客による国
内消費の増加額をもとに試算しています。
・経済効果　　約１兆５千億円／年
・雇用創出効果　　約11万人／年


101
海洋権益を保全するための
海洋調査等の推進


国土交通省 ⅰ 5,400
国（海上保安


庁）


　自律型潜水調査機器（AUV）の増強整備、大型
測量船「拓洋」の設備改修等及び大型測量船「昭
洋」搭載機器の更新・機能向上により、海洋調査
能力を向上させます。


　海洋調査能力の向上により、海洋調査を加速させ、海底地形
データ等を早期かつ効率的に取得し、我が国の海洋権益の保
全を図ります。







103 社会資本整備総合交付金 国土交通省 ⅰ 254,163 地方公共団体


国際競争力や産業基盤を支える都市・交通基盤の
形成、持続可能な低炭素・循環型社会の形成、成
長の妨げとなる災害リスクの低減を目的とするイン
フラ整備で、国と地方公共団体のパートナーシップ
により推進するものを重点的に支援することとしま
す。


国際競争力や産業基盤を支える都市・交通基盤の形成、持続
可能な低炭素・循環型社会の形成、成長の妨げとなる災害リス
クの低減を目的とするインフラ整備で、国と地方公共団体の
パートナーシップにより推進するものを重点的に支援することに
より、成長基盤の強化を図ります。


102 国内外の観光振興 国土交通省 ⅰ 1,520 民間事業者


【Fly to Japan! 事業】
○東日本大震災後、風評被害もあり、大幅に減少
したままの訪日外客数の回復を図り、復興に資す
る日本の安全を「口コミ」で広げてもらう緊急の事
業として、海外の一般国民から訪日の旅行プラン
を募集し、優れたプランと強い発信力を持つ者１万
人に実際に訪日してもらいます。
【日中国交正常化40周年記念青少年招請事業】
○日中国交正常化40周年を記念し、中国から青少
年200名を招致します。
【国立京都国際会館の整備・運営に係るＰＦＩ事業
手法調査】
○国立京都国際会館について、民間の資金やノウ
ハウ等を活用した低廉・良質なサービスの提供等
を図るためＰＦＩ事業による整備・運営手法を検討し
ます。
【国内旅行活性化のための環境整備事業「ポジ
ティブ・オフ」運動】
○休暇を取得しやすい（旅行をしやすい）環境の整
備を行うため、今夏から開始した「ポジティブ・オフ」
運動（休暇を前向きにとらえ、楽しもうという運動）
を深化させます。


【Fly to Japan! 事業】
○訪日不安の効果的な解消
当選者のブログやフェイスブック等による日本各地の安全情報
と魅力の強力な発信（訪日時及び帰国後）とインターネット上の
「口コミ」を通じた伝播による訪日不安の解消と訪日を促進しま
す。
○国内・地域における経済効果
当選者に提供するのは日本渡航航空券のみとします。日本各
地域での宿泊・移動等の消費は当選者が自己負担します。この
経済効果見込みだけで、事業予算を上回る１３億円の国内消
費と生産波及効果３１億円となります。
○新たな観光ルート・観光資源の発掘
募集の際に事前に提出される訪日旅行プラン及び訪日旅行滞
在記の分析を通じて、日本各地の新たな観光ルート・観光資源
を発掘し、今後のビジットジャパン政策の展開に寄与します。
【日中国交正常化40周年記念青少年招請事業】
○日中の青少年間の国際相互理解の増進及び中長期的な日
中間相互交流の拡大を図ります。
【国立京都国際会館の整備・運営に係るＰＦＩ事業手法調査】
○国立京都国際会館について、民間の資金やノウハウ等を活
用した低廉・良質なサービスの提供等を図るためＰＦＩ事業によ
る整備・運営手法を検討することにより、国際会議等の誘致に
係る日本の国際競争力強化に寄与します。
【国内旅行活性化のための環境整備事業「ポジティブ・オフ」運
動】
○観光地の魅力向上や旅行振興の取組などの前提となる、旅
行をしやすい環境整備を図ります。







104
「攻めの担い手」育成対策
（農林水産省事業：北海道
分）


農林水産省 ⅰ 1,646 国・都道府県


・地域の中心となる経営体へ農地の70％以上の集
積しようとする地区を対象として、農地の大区画
化・汎用化を実施し、地域農業の柱となる大規模
経営体の育成に資するものです。


【現状】
・農業者の高齢化・後継者難、農家所得の減少等、農業を取り
巻く環境は大変厳しい状況ですが、我が国が活力を取り戻すた
めに、地域の基幹産業である農業が魅力的な成長産業となる
必要があります。
【目的】
・「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針」（平成23
年10月25日食の農林漁業の再生推進本部決定）に位置づけれ
らた「平地で20～30ha、中山間地域で10～20haの規模の経営
体が大宗を占める構造」による持続可能な力強い農業を実現し
ます。
【効果】
・従来の農地整備事業では、農地集積率は、20％前後から
55％へ向上しています。
・本対策では、これをさらに進め70％以上の集積を目指すととも
に、農地の大区画化・汎用化によって、米生産費を6割（従来の
農地整備事業では３割）低減、大豆・麦の4割増収、品質向上を
実現し、農業の競争力・体質を強化します。


105
森林・林業再生対策（農林水
産省事業：北海道等分）


農林水産省 ⅰ 1,597
地方公共団体


等


・大規模な森林施業の集約化や民有林と国有林に
よる共同施業等に取り組む地域について、搬出間
伐や高密度な路網の整備を重点的に支援します。


【現状】
・我が国の森林資源は充実しつつあり、林業・木材産業の構造
転換も緒についていることから、木材自給率は近年上昇傾向に
あります（H14:18％→H22:26％）。
【目的】
・我が国の林業の構造転換を加速化し、成長産業として定着さ
せるためには、集約化施業と路網整備を核とした政策展開が重
要です。
・このためには、森林の多様な所有構造や傾斜、立地など我が
国林業の社会的自然的条件に応じた様々なパターンの成功事
例を確立し、広めていくことが不可欠です。
・本対策は、このような施業の集約化や路網整備に対し支援す
ることにより、成功事例を早急に確立し、効率的な林業生産を
全国的に展開しようというものです。
【効果】
・本対策の実施により、高い生産性が確保され、約９万ヘクター
ルの搬出間伐の実施が見込まれ、国際約束の森林吸収目標
の達成に大きく寄与するとともに、木材の生産が増え、木材自
給率５０％以上の達成にも寄与します。さらに、山村地域の雇
用を創出し、地域の活性化に大きく貢献します。







106
近代的・資源管理型の水産
対策（農林水産省事業：北海
道等分）


農林水産省 ⅰ 5,592
国・地方公共


団体


（水産物の輸出促進に向けて）
・水産物の輸出に向けた取組を行う流通拠点漁港
を対象に、高度衛生管理型の荷捌き所・岸壁、汚
水処理施設等の整備を実施します。


（複数県連携による水産資源の回復に向けて）
・複数県が連携して水産資源の回復の取組を行う
場合に、水産生物の育成・産卵の場となる増殖場
や藻場・干潟の造成等の広域的な整備を実施しま
す。


【現状】
・我が国周辺海域の低位水準にある水産資源の回復を複数県
が協力して実施するとともに、EU・アジア等への輸出促進等に
資するHACCP対応衛生管理により、高品質で安全な水産物の
提供体制を早急に整備する必要があります。
【目的】
このため、事業完成時期の前倒しにより事業効果の早期発現
を図り、我が国水産業の成長産業化を加速し、新成長戦略を推
進します。
【効果】
・本対策の推進地区において、ＥＵ等の衛生基準を満たした水
産物の輸出が可能になるとともに、高度な衛生管理対策の下で
出荷される水産物の10%向上目標にも大きく寄与します。（H22
年度：34.6%）
・また、事業完了後も複数県が連携して共通する資源の広域的
なモニタリングを実施することによって、従来の取組以上に資源
の回復効果が見込まれることから、概ね14.5万トンの水産物の
増産目標にも大きく貢献します。


107
我が国の環境技術を活用し
たリサイクル対策等（環境省
事業：北海道分）


環境省 ⅰ 0 市町村
国際的な資源制約や地球温暖化対策への懸念の
中、廃棄物からのエネルギーを有効活用するた
め、高効率ごみ発電施設の整備を促進します。


高効率ごみ発電施設の整備により、地域における循環型社会
形成の推進を図るとともに、東日本大震災に起因する電力不足
に貢献します。







公営地下鉄事
業者等


【都市鉄道整備事業】
　地下鉄の整備による都市部の交通混雑の緩和、
職場・学校や用務先への移動の速達性・定時性の
向上、また、バリアフリー化等の安全・円滑な移動
へのニーズに対応するために、新線建設費や大規
模改良等の工事費の一部を地方公共団体と共同
で助成します。


【都市鉄道整備事業】
　人や環境に優しい地下鉄ネットワークの利便性を向上させ、
公共交通機関の利用促進、鉄道駅を拠点とする賑わいがあり
コンパクトで歩いて暮らせるまちづくりを戦略的に進めるととも
に、外国人観光客にとっても利用しやすい鉄道とすることで、都
市構造の低炭素化及び都市の発展、競争力の強化を実現しま
す。


(独)鉄道建設・
運輸施設整備


支援機構


【整備新幹線建設推進高度化等事業】
　新幹線と在来線の直通運転を実現し、新幹線の
高速化効果を他の地域に均てんするため、新幹線
（標準軌1,435mm）と在来線（狭軌1,067mm）など、
異なる軌間（ゲージ）を直通運転できるよう、車輪
の左右間隔を軌間に合わせて自動的に変換する
軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の技術開発
にかかる費用について助成します。平成２４年度
は、今年度に引き続き、現行の試験車両による在
来線での走行試験を行うとともに、これまでの技術
開発成果を踏まえ、今後の耐久走行試験をより効
果的に行うため、更なる軽量化や長編成化等を
図った新たな試験車両の設計・製作等を実施し、フ
リーゲージトレイン技術の早期実用化を目指しま
す。


【整備新幹線建設推進高度化等事業】
　フリーゲージトレイン技術が実用化されれば、新幹線と在来線
の乗換えが不要となることによって利便性が向上し、新幹線の
高速効果を在来線沿線に広く波及させることが可能となりま
す。また、フリーゲージトレインでは、在来線の軌間を変更（軌
間の拡大）する必要がないため、新幹線と在来線の直通運転化
を低コストで行うことが可能となります。


109 特定地域の活性化 国土交通省 ⅲ 2,329
地方公共団体


等


（イ）観光資源の豊かな北海道において、「観光地
へのアクセス道路の整備」、「北海道らしい田園景
観の整備」、「観光拠点の魅力を向上させる川づく
り」等を重点的に推進することにより、魅力ある観
光地づくりを進めます。


（ロ）離島における物価高の是正及び島内産業の
振興により定住を促進するため、流通の効率化に
資する施設等の整備を行う団体又は生活必需品
や島内産品について輸送コスト補助を行う地方公
共団体に対し、国が必要な予算の支援を行いま
す。


（イ）北海道等と国が一体となって、新成長戦略に位置付けられ
た観光立国を推進し、震災の影響を受けた北海道観光の回復
を進め、地域の活性化を図ります。


（ロ）離島への生活必需品の移入や離島からの産品の移出に
は海上輸送コスト等の負担を伴うことから物価高や産業競争力
の低下を招いています。このため、離島への定住促進に資する
よう物価高の是正と島内の産業競争力強化を目的として、流通
の効率化に資する施設等の整備や輸送コストへの支援を行
い、離島の振興を図るものです。


108 鉄道による地域活性化 国土交通省 ⅲ 17,880







110 水害・土砂災害・津波対策 国土交通省 ⅳ 87,909
国


都道府県等


　激甚な水害・土砂災害や、床上浸水など繰り返し
水害が発生している地域において、河川事業・砂
防事業等を集中的に実施するとともに、監視体制
を強化します。また、高波による甚大な被害が発生
した箇所において海岸事業を集中的に実施しま
す。
　増大している老朽化河川管理施設のうち、著しい
劣化等により、機能に重大な支障が生じ、洪水被
害を助長するおそれがあるなど、故障した場合に
影響が大きいもの等について優先的かつ計画的
に更新・補修を行うなどの戦略的な維持管理・更新
を推進します。
　地域経済に影響を与える国家石油備蓄基地等
のエネルギー基盤及び重要な産業基盤を津波や
高波等の浸水被害から防護するために、海岸保全
施設の整備を集中的に実施します。


水害・土砂災害・津波等に強い安心・安全社会の実現を図るた
め、以下の事業を実施します。
　・特に激甚な水害・土砂災害等が発生した地域における短期
集中的な事業の実施による
　　再度災害の防止・軽減
　・戦略的な維持管理・更新による河川管理施設等の適切な機
能発揮等


111 建築物の安全の確保 国土交通省 ⅳ 1
国・民間事業


者等


◇東日本大震災における建築被害及び近年にお
けるエレベーター事故の発生状況等を踏まえ、建
築物の安全確保のため次のような緊急対策を実
施します。
１．既設エレベーターの防災対策改修（地震時管
制運転装置、戸開走行保護装置の設置等）に対し
補助します（事業費の３分の１を国が直接補助）。
２．大規模空間を有する建築物の天井脱落対策に
対し補助します（事業費の３分の１を国が直接補
助）。
３．官庁施設において、津波からの一時的な避難
者の受け入れ、津波後の電力・水の持続的な供給
及び早期の庁舎機能回復に資する整備を行いま
す。


◇次のように建築物の安全確保を図ることにより、災害発生時
における人的・経済的損失の軽減及び早期の復旧・復興に寄
与します。
１．地震によるエレベーターの損傷・閉じ込めや戸開走行による
挟まれを防止するとともに、後手に回ってきた既設エレベーター
の安全対策に係る技術開発、生産・施工体制整備によるコスト
ダウンを通じ、自主的な改修が促進される市場環境の形成を5
年以内に図ります。
２．多数の者が利用する大規模な空間を有する建築物の天井
脱落の防止を５年以内に図り、人的被害を未然に防ぎます。ま
た、地震発生直後にこれらの建築物が避難所等として機能でき
るよう措置します。
３．官庁施設の整備にあたり、総合的な津波対策を実施するこ
とにより、地域住民等の一時的な避難を可能とし、災害応急対
策活動拠点における津波後の迅速な初動体制の確保及び行
政サービスの早期回復を図ります。


112
次期静止地球環境観測衛星
の整備（衛星の打ち上げ）


国土交通省 ⅳ 12,237 気象庁
　次期衛星ひまわりを平成27年夏までに静止軌道
上で運用可能な状態にするため、打ち上げロケット
（H-ⅡA)の製作を行います。


　現行ひまわりの後継衛星として、観測間隔、解像度、観測チャ
ンネルを向上した次期ひまわりを静止軌道に投入することによ
り、台風等の観測・監視能力が強化され、以て、台風等による
被害の防止・軽減に資するものです。







113
民間住宅活用型住宅セーフ
ティネット整備推進事業


国土交通省 ⅳ 20,000 民間事業者等


民間賃貸住宅の空家で次の要件に該当する住宅
について、耐震改修、省エネ改修又はバリアフリー
改修のいずれかを含む改修工事に係る費用を対
象に、国が直接的な支援を行うものです。
・改修工事完了後は原則として住宅確保要配慮者
が入居するなど、住宅セーフティネットに資する賃
貸住宅であること
・災害時に被災者向け住宅として地方公共団体へ
提供すること
・比較的低廉な家賃であること　等


既存の民間賃貸住宅の質の向上を図るとともに空家を有効に
活用することで、平時における住宅確保要配慮者の居住の安
定確保を促進し、災害等の非常時には機動的な公的利用を可
能とする環境を構築することを目的とします。


（農地の湛水被害の防止）
・農地の湛水被害等が周辺の公共施設にも及ぶお
それのある地域等を対象に、農業排水路等の整備
を行います。


（山地における再度災害の防止）
・山地の深層崩壊など激甚な災害により孤立集落
が発生するおそれのある地域等を対象に、山腹の
崩壊・落石防止対策などの山地災害の予防対策を
行います。


（沿岸農地の浸水被害の防止）
・施設の老朽化等による機能低下により沿岸農地
の浸水被害の可能性が高まっている地域等を対
象に、海岸保全施設の整備を行います。


【現状】
・最近、従来は見られなかったような集中豪雨が発生し、10年前
に比べ発生頻度が２倍、被害金額が2.6倍になるなど、自然災
害が多発・激甚化しています。その際、農山漁村では、農林漁
業被害だけでなく、一般・公共施設への被害や道路が寸断され
ることによる被災集落の孤立化が深刻となっています。


【目的】
・本対策では、農林漁業の基盤整備を通じて、災害時にあって
も農地・森林・漁港等を守ることにより、周辺の一般・公共施設
等も守られます。地域住民が避難できる避難拠点や避難経路
等が守られるという観点を重視します。
【効果】
・湛水被害の常襲地帯における農地の被害を防止（約24,000
ha(海抜ゼロメートル地帯の２割に相当)）。
・山地災害の発生危険地域における被害を防止　（約400地
区）。
・津波・高潮等による浸水被害から沿岸農地等を防護（約
160ha）。
・小学校・コミュニティーセンター等の災害時の避難拠点と、病
院・老人ホーム等の災害弱者の安全を確保（150施設程度）。
・地区内の避難経路を確保し、主要幹線道路までのアクセスを
確保（１地区当たり道路13km程度）。


114
集中豪雨等による災害防止
対策（農林水産省事業：北海


道等分）
農林水産省 ⅳ 4,747


国・地方公共
団体等







115
水道施設整備費補助（厚労
省事業：北海道分）


国土交通省 ⅳ 553 地方公共団体
北海道の簡易水道事業を更新時期に整理統廃合
し、安全・安心な水道水の持続的な安定供給を図
ります。


北海道は、広域分散の居住形態と低人口密度、かつ人口減少
のため簡易水道の経営維持が難しくなっています。また、井戸
水や沢水を通じてヒトが感染するエキノコックス症が全域で確認
され、安全・安心な水供給には簡易水道が不可欠です。我が国
の食料を支える農産物等の供給地域は、その多くが簡易水道
に依存しています。
　分散する簡易水道の統廃合を促進し、経営基盤の安定化を
図ることで、安全・安心な水道水安定供給の持続を図ります。


116 低炭素社会の実現 環境省 ⅰ 8,115
国、民間団体


等


　地球温暖化問題は現在だけでなく、将来の世代
にも影響を及ぼす重要課題です。日本を含む先進
国に対して２０５０年に８０％の温室効果ガス削減
が求められており、その実現には社会そのものを
低炭素型のものに革新すること、具体的には、最
先端の科学技術の活用や低炭素化に向けた再生
可能エネルギーの大幅導入、省エネルギーの実現
が必要です。
　また、今般の大震災により、エネルギーシステム
の再考が必要となっています。原発停止に伴うエ
ネルギー不足を補うため、再生可能エネルギーの
導入と省エネルギーの促進が一層必要であること
を踏まえ、①効果的な省エネルギー対策による低
炭素化の促進、②再生可能エネルギーの導入拡
大、③地球環境モニタリングを通じた監視網の整
備を着実に進める事業を推進します。


   今般の大震災を踏まえた新たなエネルギーシステムの構築
を通じた低炭素社会の実現を図るとともに、戦略的な地球環境
監視モニタリング網の整備を図ることを目的としています。


117
我が国の環境技術を活用し
たリサイクル対策等


環境省
ⅰ 6,894 国、市町村等


　使用済小型電気電子機器からの有用金属回収・
再生利用の促進や我が国環境ビジネスの海外展
開の支援等を行います。
　また、高効率ごみ発電施設の整備を促進します。


　我が国の循環型社会の形成、静脈産業や環境産業の発展に
資するとともに、アジア諸国のインフラ整備・環境改善に貢献し
ます。
　また、高効率ごみ発電施設の整備により、東日本大震災に起
因する電力不足の緩和に貢献するとともに、循環型社会の形
成を図ります。







118
自然環境等を生かした地域
の活性化


環境省 ⅲ 7,742 国、地方


　貴重な自然環境等を保全するとともに、地域振興
等の取組を支援します。これにより､地域の活性化
を図ります。
【自然環境の保全】
・野生鳥獣の感染症に係る危機管理体制の充実と
生態系や農林水産業への被害対策
・世界自然遺産に登録された小笠原諸島の希少な
野生動植物を保護するための拠点施設整備
【地域振興等の取組支援】
・水俣病発生地域でのゼロカーボン産業団地の創
出、低炭素型観光の推進
・被災地等での豊かさを実感できる海の再生事業
の実施
・大震災の経験を踏まえた持続可能な社会づくり


【自然環境の保全】
・人と鳥獣が安心して適切に共生できる「豊かなふるさとづくり」
に貢献します。
・小笠原諸島世界自然遺産地域の適切な保全管理の推進と安
定的な利用者の確保、質の高い自然体験の提供を図ります。
【地域振興等の取組支援】
・水俣病発生地域の活性化を図るため「環境負荷を少なくしつ
つ、経済発展する新しい形の地域づくり」の実現を支援します。
・被災地の閉鎖性海域をはじめ、生物生産性等が持続的に確
保された海の再生を図ります。
・環境の視点を踏まえた被災地域の復興に寄与し、環境を軸と
した社会を担う人材を育成します。


119
健康と環境に配慮した安全・
安心な社会の実現


環境省 ⅳ 3,050 国


　熱中症、化学物質、子どもへの健康影響への対
策を行うことで、安全・安心な社会の実現に資する
ものとします。
・熱中症についての講習会の開催、暑さ指数の測
定器の配布、自治体による独自の対策の支援
・改正化学物質審査規制法に基づくばく露評価等
の推進、対策技術の開発等
・10万人の親子を対象とした長期のコホート調査
（エコチル調査）の実施


・近年急激に増加している熱中症の対策として、指導者の養
成、意識啓発ツールの配布や自治体による取組の支援を実施
することにより、健康被害を受ける人を減少させます。
・ 国民の健康と環境を守る視点に立って、化学物質のライフサ
イクルの各段階でのリスクを削減し、ヨハネスブルグサミットの２
０２０年目標の達成に役立ちます。
・小児の健康に影響を与える環境要因を解明し、適切なリスク
管理体制の構築、安心・安全な子育て環境の実現を図ります。


120
動的防衛力の構築（燃料費
等）


防衛省 ⅳ 33,660 国
自衛隊の保有する艦艇、航空機、車両などの装備
品の運行等に必要不可欠な燃料費、及び営内居
住の隊員等に対して支給する食事等


自衛隊は、周辺海空域の警戒監視や領空侵犯対処、離島にお
ける急患輸送や大規模地震などにおける災害派遣活動を始め
として各種の任務を担うとともに、平素においては訓練に従事し
ているが、こうした自衛隊の活動やこれを支える平素の訓練
は、燃料が確保されることによってはじめて可能となる。また、
隊員に必要な栄養を補充して体力を増進し、部隊の人的戦闘
力発揮に寄与する。


121
動的防衛力の構築（維持・修
理費等）


防衛省 ⅳ 32,573 国


自衛隊の艦艇・航空機・車両・通信機器・施設器材
等の可動率を維持・向上する上で必要な装備品等
の維持・修理等、及び開発中の次期輸送機（Ｃ－
２）の実運用化に必要な性能確認試験の実施


自衛隊の装備品等を必要なときに使える状態にすることによ
り、24時間態勢で我が国周辺の海空域において警戒監視活動
を行うとともに、大規模災害や領空侵犯など各種の事態が発生
した際に、これに即応して部隊が迅速に活動を行うことが可能
となり、動的防衛力の構築に寄与する。また、次期輸送機（Ｃ－
２）の性能確認試験の実施により、自衛隊の輸送能力の維持・
向上が図られる。







122 災害への対処能力の向上 防衛省 ⅳ 9,746 国
NBC偵察車や個人防護装備といった原子力災害
等の災害への対処能力を向上するための装備品
等の整備や災害対処訓練等の事業


大震災における教訓も踏まえ、装備品等の取得や平素から各
種災害を想定した訓練を実施することにより、防衛省・自衛隊に
よる原子力災害を始めとする各種災害への対処能力の向上が
図られる。


123
情報セキュリティーの向上な
ど情報基盤の確保


防衛省 ⅳ 5,954 国
電算機防護システムの整備等の防衛省・自衛隊の
情報セキュリティーの向上や防衛省・自衛隊の情
報通信基盤の整備に係る事業


近年のサイバー攻撃の高度化・複雑化などに示されているよう
に、防衛省・自衛隊の情報セキュリティー機能の向上に関する
必要性は急速に高まっている。我が国の平和と独立を守り、国
の安全を確保することを任務とする防衛省・自衛隊の情報シス
テム・通信ネットワークの安全性を高め、その能力を向上させる
ことは、「安心・安全社会の実現」に寄与するものである。


124
世界の平和と繁栄に向けた
施策の充実


防衛省 ⅳ 554 国


国際平和協力活動に従事する隊員の生活・衛生
環境を改善するための装備品及び医薬品の取得、
及び輸送機部隊が国外運航任務を迅速かつ確実
に遂行するために必要な訓練の実施等


国際社会のグローバル化の進展などにより、複雑多様な地域
紛争や国際テロは、わが国の国民生活により一層深刻な脅威
となってきている。本事業を通じ、自衛隊が国際平和協力活動
を、より安全かつ確実に実施することが可能となることにより、
国際社会の安全保障環境の改善を通じて、「国民の安心・安
全」の確保に寄与することとなる。


125
自衛隊や米軍の活動の基盤
となる防衛施設の安定的な
運用


防衛省 ⅳ 12,253 国 住宅防音事業の促進、提供施設の用地確保
　自衛隊や米軍の活動の基盤となる防衛施設の安定的な運用
を図り、国民の安心・安全に寄与することとなる。


126 地域の医療への貢献 防衛省 ⅳ 1,220 国
　地域の住民に対して医療サービスを提供する防
衛医科大学校病院等の医療機器の整備や自衛隊
中央病院の医療機器の保守


地域住民に対して医療サービスを提供する自衛隊病院等の医
療機能を強化することにより、地域医療への更なる貢献と災害
発生時の医療確保に資する。


（注）　ⅰ.新たなフロンティア及び新成長戦略（科学技術・エネルギー・海洋・宇宙等、インフラ整備を含めた成長基盤の強化）、


　　　　ⅱ.教育（スポーツを含む）・雇用などの人材育成、ⅲ.地域活性化（新たな沖縄振興政策を含む）、ⅳ.安心・安全社会の実現





		参考資料１「日本再生重点化措置」に係る優先・重点事業選定の基本方針
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平 成 2 3 年 1 1 月 １ 日 


エネルギー・環境会議決定 


 


はじめに ～ピーク電力不足とコスト上昇の回避に向けて 


 


エネルギー・環境会議は、原子力発電所の再起動が行われない場合に生じるピーク電


力の不足と電力コストの上昇のリスクを極力回避するため、「エネルギー需給安定行動


計画」を策定する。 


 


行動計画は、７月 29 日に決定した「当面のエネルギー需給安定策」をより具体化し


たものである。行動計画に従い、予算措置や規制・制度改革などあらゆる政策を動員し


てエネルギー構造の改革を先行的に実施する。これにより、計画停電や電力使用制限を


用いることなく、当面三年間のエネルギー需給安定を図り、空洞化の防止及び国民生活


の安定化を図る。 


 


 


第１部 今夏のピーク電力不足対策の結果 


 


１．実績の全体像 


 
今夏、政府は、東京電力及び東北電力管内の需要家に対して、昨年夏の電力ピー


クに比べて▲15％の節電要請を行うとともに、大口事業者に対しては、電気事業法


第 27 条に基づく使用制限を講じた。関西電力管内の需要家に対しては、▲10％以


上の節電要請を行なった。その他の電力会社の管内の需要家に対しては、国民生活


や経済活動に支障を生じない範囲での節電の要請を行った。 


 


この結果、今年の需要・気温が高かった日と気温が同程度の日を選定して比較し


た場合、ピーク時の電力需要は、昨年に比べ、東京電力で▲19％、東北電力で▲18％、


関西電力で▲８％となり、電力会社による供給力の積上げや機動的な電力融通等の


対応と相まって、計画停電や需給ひっ迫による停電は回避することができた。 
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３．小口需要家（契約電力 500kW 未満の事業者） 


 


最大ピーク需要の対前年比でみると、東京電力で▲19％、東北電力で▲17％、関


西電力で▲10％であった。各電力管内とも、節電要請に対応した自主的な数値目標


でも目標に応じた節電効果が発揮された。 


 


小口需要家のうち、産業部門に関しては、電気の使用目的が生産活動に直結して


おり、節電にはコストが伴った。休日・夜間へのシフトによる労務費増、自家発電


活用による燃料費増などにより、相当のコストが発生した例もあった。 


 


コンビニエンスストアなどの店舗を中心とする業務部門では、冷房や照明が電力


使用の太宗を占めており、照明の間引き、ＬＥＤ照明の導入、空調設定、エレベー


タの間引きなど、大きなコストをかけることなく、電気代を節約しながら、節電を


実行した。 


 


４．家庭 


 


ピーク電力、販売電力量（８月）とも、節電要請にほぼ対応した成果があった。


家庭部門においては、こまめな消灯、ＬＥＤ照明の導入、空調設定の工夫などによ


り、大きな支出をすることなく節電を実現した。 


 


アンケート2でも、「無理のある節電行動だった（0.8％）」、「やや無理のある節電


行動だった（5.0％）」との回答は少数となっている。また、約 90％の家庭が「今


後とも節電を続ける」と回答し、約 65％の家庭が「節電要請があれば今後も▲10％


以上の協力が可能」と答えている。 


 


５．今夏の節電実績の教訓 


 


今後の電力需給対策を考える際には、生産活動に直結して電力を使用している産


業部門と、主に冷暖房や照明で電力を使用する業務・家庭部門の実態を反映して、


各需要家別に無理のない節電行動を継続・拡大していくことが重要である。 


 


 


  


                                                  
2 資源エネルギー庁が、民間事業者に委託して、東京電力及び東北電力管内の家庭から約 1200 世帯を無作為に抽出して実施。 
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２．中西日本における対応 


 


１）関西電力及び九州電力への融通の確保 


 


中西日本全体で需給は＋0.6％（１月）、＋0.4％（２月）であり東日本よりも


厳しい状態になる見通し。関西電力は▲7.1％（１月）、▲9.5％（２月）、九州


電力は▲2.2％（１月）と厳しい見通しであり、まずは、両電力会社に対して、


東日本も含む他の電力会社からの融通を確保する。 


 


２）関西電力及び九州電力管内の需要家に対する数値目標を提示しての節電要請 


 


政府は、関西、九州両電力の管内の需要家に対し、数値目標を提示しつつ節


電要請を行う。 


 


【関西電力管内の需要家に向けて】 


節電目標：前年同月比▲10%以上の使用最大電力の節電3 


節電期間：12/19（月）～3/23（金）の平日 9:00～21:00 


（12/29,12/30,1/3,1/4 を除く）  


 


【九州電力管内の需要家に向けて】 


節電目標：前年同月比▲５%以上の使用最大電力の節電4 


節電期間：12/19（月）～2/3（金）の平日 8:00～21:00 


（12/29,12/30,1/3,1/4 を除く） 


 


【企業活動等に配慮したきめ細かな節電の実施】 


企業活動等に大きな影響が及ぶ場合（病院や鉄道等ライフライン関係で


機能維持に支障が出る場合や生産活動に実質的影響を及ぼす場合等）は、


実質的影響を与えない範囲で当該企業等において目標を設定するよう要請


する。 


その際、例えば、当該企業の中で、オフィスビル等の削減幅を深掘りし


つつ、工場等の節電目標を軽減するなど、柔軟な対応を可能とする。 


 
                                                  
3 上記に定める節電期間・時間帯において、使用最大電力(kW)を前年同月の使用最大電力（ｋW）の９０％を超えない水準に抑


制すること。 
4 上記に定める節電期間・時間帯において、使用最大電力(kW)を前年同月の使用最大電力（ｋW）の９５％を超えない水準に抑


制すること。 







 


6 
 


 


 


【上記以外の期間の対応】 


上記以外の期間で、中部、北陸、中国、四国電力管内の需要家に対す


る一般的な節電要請が行われる期間（12/29、12/30、1/3、1/4 を除く、


12/1（木）～3/30（金）の平日）においては、国民生活及び経済活動に


支障を生じない範囲で節電に取り組むことを需要家に要請する。 


 


３）中部、北陸、中国、四国電力管内の需要家に対する一般的な節電要請 


 


政府は、中部、北陸、中国、四国の各電力会社管内の需要家に対しては、


国民生活及び経済活動に支障を生じない範囲で節電に取り組むことを需


要家に要請する。 


 


節電期間： 12/1（木）～3/30（金）の平日 9:00～21:00 


（12/29,12/30,1/3,1/4 を除く） 


 


 


３．平成 23 年度予算を活用した需給改善への支援 


 


平成 23 年度当初予算と補正予算を活用して、需要家による省エネ投資や供給


力増強のための投資を支援する。高効率ガス空調、再生可能エネルギー、コジ


ェネレーション、蓄電池、自家発電等の導入を促し、ピーク電力不足の解消に


努める。 
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２．来夏のピーク電力不足への対応 


来夏の約１割のピーク電力不足リスクに対しては、計画停電や電気の使用制限を回


避することを目指す。きめ細かな節電や電力供給拡大の努力を平成 23 年度当初予算


と補正予算（直接的なピーク時電力対策は 2353 億円5、間接的な対策まで含めると合


計 5794 億円）6と規制・制度改革（重点 26 項目）で後押しし、エネルギー構造の転換


を図ることで、電力供給の確保について万全の対応をとる。 


 


具体的には、 


１）見える化の徹底と市場メカニズムの活用（目標を共有し、スマートメーターも


活用した電力消費の見える化や節電を促す料金メニューの拡充） 


２）需要家による省エネ促進（需要構造の改革） 


３）多様な主体が参加した供給力増強支援（供給構造の改革） 


の３本の柱でエネルギー構造の転換を図り、電力問題を解決する。 


 


１）見える化の徹底と市場メカニズムの活用 


（節電目標の共有・電力消費の見える化・節電を促す料金メニューの拡充） 


 


 節電目標を共有し、スマートメーターも活用しつつ電力消費量を見える化し、


節電を促す方向で料金メニューを体系的に改革することで、省エネの取組に対


してインセンティブが働く仕組みを整備し、省エネ行動の定着を図る。 


 このために政府は、適切な節電目標を提示するとともに、スマートメーター導


入の加速化のための制度的枠組みを構築する。電力会社は、需給調整契約や柔


軟な料金メニューの創設・拡充などを行う。これらにより、スマートグリッド


の基礎を構築する。 


 これらの環境整備は、需要家によるＬＥＤ照明等の高効率照明、省エネ家電、


省エネ設備等の導入といった節電行動の基礎となる。 


 


①適切な目標の設定 


・今夏の節電行動のレビュー結果を踏まえ、必要に応じて、適切な節電目標を設


定する。来春を目途に具体的な節電目標を設定する。 


  


                                                  
5 このうち、「節電エコ補助金」は、経済産業省の 23 年度第一次、第三次補正予算の自家発電導入促進事業などを除いた、


2024 億円。. 
6 以下対策ごとに記載されている予算額は、平成 23 年度当初予算と補正予算で措置された予算項目の総額。なお、予算項目


によっては、予算額の一部が対策に利用されるものや、予算額の一部の執行が来夏以降になるものも含むが、効果を切り離


して計算することができないため、総額を計上している。 
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②目標の共有とでんき予報の徹底 


・節電要請や各種広報を通じて、国民各層と目標を共有する。 


・分野ごとの具体的な節電メニューの提示、でんき予報や需給ひっ迫警報の整


備等の措置により、節電を促進する。 


 
③スマートメーターの導入促進 


・スマートメーターは、電力消費の見える化を実現し、需要家によるピークカッ


トを促す料金契約（例えば、需給調整契約、時間帯別料金契約、ネガワット取


引7契約など）を可能とするインフラである。今後５年間で、総需要の８割を


カバーすることを目標に電力会社が集中整備を行うよう、政府として制度的な


枠組みを構築する。 


・また、スマートメーターの導入加速化に資するため、①スマートメーターとＨ


ＥＭＳ8との情報連携に必要なインターフェースの標準化、②その前提となる


電力各社等から提供されるデータフォーマットの統一について、今年度中に行


う。 


 


④需給調整契約の普及 


・電力会社において、特別高圧や高圧で受電している需要家に対して、契約対象


となる需要家の拡充を含め、需給調整契約の普及拡大を図る。 


 


⑤柔軟な電気料金メニューの創設・拡充 


・需給調整契約の普及に加えて、電力会社において、スマートメーターも活用し


つつ、需給動向を踏まえて時間帯区分を見直すなど、柔軟な料金メニューの創


設・拡充を図る。 


・スマートメーターの普及に伴い、節電を促す料金メニューの普及を見込む。


年々その効果は拡大し、電力需給構造の大きな変革につなげる。 


・併せて、高圧小口の需要家を対象に、契約電力の引き下げによる節電を促す取


組を行う。 


 
⑥スマートコミュニティーの実現 


・地域単位で最適なエネルギーマネジメントを行うスマートコミュニティーの


確立に向け、実証事業を通じて課題の洗い出しを行い、ピーク時における需


要抑制や自家発設備、太陽光発電などからの売電に対する阻害要因等の解決


を行う。 


 


                                                  
7 ネガワット取引：ピーク時間帯に、需要家側が、一定の電力を削減するのに対し、電力会社側が対価を払う取引のこと 


8 HEMS（Home Energy Management System）：住宅のエネルギー管理システム 
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２）需要家による省エネ投資の促進（需要構造の改革） 


 省エネ投資を促進する。このために平成23年度当初予算と補正予算を最大限活


用する。 


 家庭部門に対しては、住宅の省エネ改修・設備導入、ＨＥＭＳ、蓄電池などの


導入を支援する。 


 業務部門に対しては、ビル等の省エネ改修・設備導入、ＢＥＭＳ9、蓄電池など


の導入を支援する。 


 産業部門に対しては、省エネ設備、蓄電池などの導入を支援する。 


 省エネ製品関連産業の支援、制度見直しを行うことで国内への省エネ製品・部


品の普及を促すとともに国際的な産業競争力を強化する。 


 


① ＨＥＭＳ／ＢＥＭＳの導入促進 （300 億円（23 年度予算総額。以下同じ。）） 


・スマートメーターと連携し、家庭やビル等におけるエネルギーの使用状況等


を見える化するとともに、空調や照明等の自律的な制御を行うエネルギー管


理システム（ＨＥＭＳ／ＢＥＭＳ）の導入を促進する。（エネルギー管理シス


テム導入促進） 


 
② 蓄電池の導入促進 （210 億円） 


       ・夜間に電力を貯めて、昼間のピーク時に自律的な電力の利用が可能となる蓄


電池を導入する。時間帯別料金メニューとセットで普及することにより、よ


り大きなピークカットが期待される。（定置用リチウムイオン蓄電池導入支援） 
 


③ 省エネルギー設備の導入促進 （151 億円） 


・エネルギー消費量の大幅な削減が可能な省エネ設備（省エネ型冷凍倉庫、高


性能モーターなど）の工場などへの導入を促進する。（エネルギー使用合理化


事業者支援、エコリース促進、環境配慮型経営利子補給等） 
 


④ 住宅・ビルの省エネルギー投資の促進（業務・家庭部門）（1824 億円）10 


・電力需要における空調・照明の占める割合が高い住宅・オフィスビルに対し


て、高効率空調、高効率照明、建物の断熱化など省エネルギー投資を促進す


る。（建築物節電改修支援、高効率ガス空調導入支援、住宅エコポイント等） 


  
⑤ 節電診断を活用した各主体による節電の取組の促進 （８億円） 


・産業、業務、家庭それぞれの分野で、その需要に応じて、無理のない自主的


な節電を促進する。（節電ポテンシャル診断対策提案、省エネ無料診断） 
                                                  
9 BEMS（Building Energy Management System）：建築物のエネルギー管理システム 
10 本対策の予算項目の中にはその一部が節電目的に利用されるものを含むが、予算額と効果が切り分けられないため、全額を


計上している。 
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⑥省エネ製品・部品の生産拡大の促進 


  ・省エネルギーを加速的に進めるに当たり、ＬＥＤをはじめとする省エネ製品・


部品等のグリーンイノベーション分野の開発や製造能力拡大のための投資に


対する支援を行う。（成長分野の国内立地補助金） 
 


 


３）多様な主体が参加した供給力増強支援（供給構造の改革） 


 電力会社以外の需要家が主体となった発電設備（分散型電源）への投資を促


し、持続可能な供給構造を構築する。このために平成 23 年度当初予算と補正


予算を最大限活用する。 


 規制・制度改革を活用し、産業、業務、家庭各部門で再生可能エネルギー導


入、燃料電池・コジェネレーションシステムの導入を進める。また、自家発


の参入拡大を促す規制・制度改革を進める。 


 発電に利用される燃料の安定供給のために資源・燃料戦略を推進する。再生


可能エネルギー関連産業の支援を行うことで国内の再生可能エネルギーの普


及を促すとともに、国際的な産業競争力を強化する。 


 電力会社自らが可能な限りの供給力増強の取組を行う。 


 


① 再生可能エネルギーの導入促進 （1183 億円）11 


・太陽光発電、風力発電、小水力発電、バイオマス発電、地熱発電等の再生可能


エネルギーの導入を促進し、供給力の増強を図る。（新エネルギー等導入加速


化支援等） 


   


② 住宅用太陽光の導入促進 （1543 億円） 


・住宅向けの太陽光発電の導入を促進し、家庭自らの供給力の増強を図る。（住


宅用太陽光発電導入支援） 


 


③ 再生可能エネルギー関連製品の生産拡大の促進 


      ・再生可能エネルギー導入を加速的に進めるに当たり、太陽光パネルなどの再


生可能エネルギー関連製品等のグリーンイノベーション分野の開発や製造能


力拡大のための投資に対する支援を行う。（成長分野の国内立地補助金） 


 


 
                                                  
11 本対策の予算項目の中には予算額の一部が再生可能エネルギーの導入に利用されるものを含む。また、予算額の一部は来夏


まで執行されないが、ここでは全額を計上している。 
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④ 固定価格買取制度や規制・制度改革による再生可能エネルギーの導入促進 


・平成 24 年 7 月に施行される固定価格買取制度によって再生可能エネルギーの


導入を促進する。 


・系統連系の円滑化、立地規制の見直し等の規制・制度改革を推進する。 


    


⑤ 家庭用燃料電池の導入促進 （137 億円） 


   ・家庭用燃料電池システム（エネファーム）の導入を促進し、家庭部門におけ


る分散型電源として電力需要をまかなう。 


 


⑥ 自家発・コジェネレーションシステムの導入促進 （438 億円） 


・産業、業務部門における分散型電源導入促進による災害に強い電力システム


構築の観点から自家発電設備及びコジェネレーションシステムの導入を促す。 


・コジェネレーションシステムの導入により電気及び熱の併給によるエネルギ


ーの効率的利用を促す。 


（自家発電設備導入促進、ガスコジェネレーションシステム導入支援等） 


 


⑦ 自家発補給契約の見直し 


・電力需給がひっ迫している中で、自家発の供給力の有効かつ積極的な活用の


観点から、自家発設置時に必要なバックアップ契約（自家発補給契約）につ


いて、自家発設置者が通常の電力受給契約と切り離して、新規参入者（ＰＰ


Ｓ）と契約することを実質的に可能とするなど、自家発補給契約に係る負担


を引き下げる方向での取り扱いを行う。 


 


⑧ 自家発余剰電力の有効活用 


・需要家が自家発で発電した電気を、電力会社の系統（送電網）を活用して別


の需要地にある自社又は関係会社等で有効活用することなどにより、需要家


による節電の取組の選択肢を拡大する。 


 


⑨ 資源・燃料戦略 


・資源確保戦略の進化、産投資金12を活用したリスクマネーの供給力の強化、拠


点となる製油所・油槽所・ガソリンスタンド（ＳＳ）などの整備、石油ガス


基地・充填所の機能強化、石油備蓄制度の更なる強化、広域天然ガスパイプ


ライン等の整備に関する調査を行う。 


 


                                                  
12 財政投融資の手法の一つ。国が保有するＮＴＴ株、ＪＴ株の配当金や(株)日本政策金融公庫の国庫納付金などを原資とし


て行っている産業の開発及び貿易の振興のための投資資金のこと。 
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  【表４：今後３年間に見込まれる効果】16 


 平成 24 年夏 平成 25 年夏 平成 26 年夏


見える化の徹底と市場メ


カニズムの活用 
710 万 kW 710 万 kW 710 万 kW 


需要家による省エネ投資


の促進（需要構造の改革） 
270 万 kW 500 万 kW 653 万 kW 


多様な主体が参加した供


給力増強支援（供給構造の


改革） 


642 万 kW 727 万 kW 808 万 kW 


合 計 1622 万 kW 1936 万 kW 2171 万 kW 


 


  また、今回の需要構造対策と供給構造対策の中に盛り込まれている 2000 億円規模


の節電エコ補助金は、最先端技術の先行需要を生み出し、我が国の環境・エネルギー


技術力を更に高めることにもつながる。 


 


 


４．より安定的な需給構造に向けた備え 


 


以上により、対策の効果を 1600 万 kW 程度と見積もるが、以下の留意点や効果の


変動要因等を考慮する必要があり、需給悪化のリスクが存在する。 


①最低限必要とされる予備率 3%（約 540 万 kW）が確保されていないこと 


②気温の変動次第では電力消費が増加すること 


③火力や揚水発電の減少、燃料の輸送制約等により供給力が低下する可能性（現


時点で約 560 万 kW の供給減のリスクがある）があること 


④政策支援の効果にはピーク時における気象条件や導入機器の利用状況によっ


て幅が生じうること 


 


これらのリスクを踏まえ、きめ細やかな節電要請なども含めた需要家による省エ


ネ行動の促進や、電力会社による供給力の積み増しを更に追求しつつ、節電の必要


量も含め、来春を目途に、来夏の需給見通しをレビューする。 


 
                                                  


16  ○対策の効果については複数の対策によって達成されるものあるが、それぞれの対策ごとに推計したものを合計した。 
○25 年夏、26 年夏の対策の効果の数値については 24 年夏からの累計の効果を示している。 
○25 年夏、26 年夏に生じる追加的な効果が推計できない対策は 24 年夏の数字と同じ数字とした。 
○予算だけではなく、政府の広報や他の制度等を通じて発現すると考えられる効果を推計に含める。 
○電力会社の取組により発現すると考えられる効果も推計に含める。 
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また、来夏に向けて、今夏及び今冬の対策の結果の分析を踏まえ、来春を目途に


需要家別の具体的な需給対策メニューを提示する。  
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第４部 電力コストの上昇抑制に向けた対応 


 


１．燃料代替に伴う約２割の電力コスト上昇のリスク 


 


定期検査後の原子力発電所の再起動がない場合には、当面は火力発電が原子力発電


による発電量を代替することとなる。その結果、燃料コストが年間約３兆円以上嵩む


可能性があり、仮にこれをそのまま電気料金に転嫁した場合、約２割の電力コスト上


昇を招く可能性がある。電力コストの上昇は、消費抑制や企業の収益悪化をもたらす


のみならず、企業の立地選択や雇用に大きな影響を与えかねない。電力コスト上昇を


極力回避することを基本方針とする。 


 


 


２．需要家の省エネによる総需要抑制 


 


（１）ピークカット対策のうち電力総需要抑制に効果のある対策の実施 


 


電力コストの上昇を回避するためには、総需要を抑制することが一つの方策である。


前述のピーク電力不足対策の中でも、総需要抑制につながる以下の対策については、


コスト上昇抑制策としても推進する。 


 


①ＨＥＭＳ/ＢＥＭＳの導入 


②省エネルギー設備（省エネ型冷凍倉庫、高性能モーターなど）の導入 


③住宅・ビルの省エネルギー投資（高効率空調、高効率照明、建物の断熱化など）


の促進 


④ＬＥＤをはじめとする省エネ製品・部品の製造能力拡大のための投資促進 


⑤節電診断を活用した各主体による節電の取組の促進 


 


（２）電力消費の見える化による電力総需要抑制の加速 


 
見える化の取組などピークカットを主目的とする取組も合理的な節電行動につな


がり、総需要の抑制にも効果をもたらす可能性が大きい。 
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３．電力会社の経営効率化と政府の対応 


 


（１）電力会社による経営効率化の推進 


 


電力コストの上昇を抑えるもう一つの方策は、電力会社の経営効率化によるコスト


削減である。 


 


（２）電力会社のアクションプラン 


 


政府は今般、各電力会社に対して、需給安定やコスト抑制に向けた自主的な取組の


提出を要請し、これを電力会社による需給安定アクションプランとしてとりまとめた。


別添２の「電力会社の需給対策アクションプランと政府としての対応」に詳細な内容


を記している。 


 


（３）コスト抑制に向けた電力会社の対応 


 


「電力会社の需給対策アクションプランと政府としての対応」に基づき、各電力会


社は、燃料、工事、修繕等の調達コストの低減に向けた効率化や、夜間・休日等にお


ける卸電力取引所経由での電源調達17といった取組を実施する。 


また、「東京電力の経営・財務に関する調査委員会」報告の指摘の趣旨を踏まえつ


つ、更なる経営効率化を推進する必要がある。 


具体的には、上記の経営効率化策に加えて、火力新規電源に係る入札の実施や調達


物品等の仕様の統一化、電力会社による上流権益プロジェクトへの参画などの燃料調


達コストの低減に向けた取組も実施する必要があると考えられる。  


 


 


（４）電力会社のコスト抑制促進に向けた政府の対応 


 


政府は、「東京電力の経営・財務に関する調査委員会」報告を踏まえ、電気料金の


制度・運用に関する見直しを速やかに行う。「電気料金制度・運用の見直しに係る有


識者会議」での議論を進め、年明け以降、可能な限り早期に結論を得る。 


また、個別電力会社の料金の妥当性については、電力会社の経営効率化を大前提と


して規制当局においてチェックすることとする。  
                                                  


17 節電要請を行っている地域においても、電力需給状況にある程度余裕がある場合においては、電力会社が卸電


力取引所に売電することは、全国的な需給ギャップの緩和と電力コスト削減に効果がある。 







 


18 
 


第５部 まとめ 


 


政府は、原子力発電所の再起動がない場合であっても、我が国の経済社会や国民


生活への影響を最小限に抑え、ピーク電力不足や電力コストの上昇を極力回避する


ために、ここで定めたエネルギー需給安定行動計画を実施し、エネルギー需給安定


に万全を期する。 


 


（１）今冬のピーク電力不足への対応 


 ○ 計画停電や電気の使用制限は行わない。 


 ○ 関西電力と九州電力の需要家には、数値目標入りの節電を要請する（関西電


力：▲10％以上、九州電力：▲５％以上）。なお、病院・鉄道等のライフラ


イン、企業活動に大きな影響が及ぶ場合には一定の配慮を行う。 


 


（２）来夏のピーク電力約１割不足への対応 


 ○ 計画停電や電気の使用制限を回避することを目指す。 


 ○ 平成 23 年度当初予算と補正予算（直接的なピーク時電力対策は 2353 億円、


間接的な対策まで含めると合計 5794 億円）、規制・制度改革重点 26 項目を


はじめ、あらゆる政策を総動員し、ピーク電力不足を最小化する。 


 ○ 北海道、関西、四国、九州をはじめ、厳しい需給見通しとなる地域があり、


数値目標を含むきめ細かな節電要請を検討する（具体的な対応は、来春を目


途に数値をレビューの上、決定・公表）。 


 


（３）約２割のコスト上昇リスクへの対応 


 ○ 総需要抑制策と電力会社の経営効率化により、電力コスト上昇を極力回避す


ることを基本方針とする。 


 


（４）需給ギャップ拡大のリスク要因と対応 


 ○ 来年夏の電力需給には、天候の影響や政策効果の幅、電力会社の供給力脱落


などのリスクがある。 


○ このため、来夏の需給については、機動的にレビューを実施し、来春頃に国


民に情報提供を行い、来春を目途にエネルギー・環境会議又は電力需給に関


する検討会合において、最終的な来夏の需給を確定し、需要抑制目標の提示


等を行う。 
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（５）原子力安全対策の徹底 


 


 ○ ピーク電力については、以上のように需給ギャップが拡大するリスクが存在


する。また、原子力発電所の再起動がなければ、燃料代の負担増が生じるこ


とは避けられず、需要家による自家発導入等の社会全体でのコスト増も発生


する。 


○ こうした中で、定期検査で停止中の原子力発電所の再起動については、事業


者が行ったストレステストを原子力安全・保安院が評価し、さらにその妥当


性を原子力安全委員会が確認した上で、地元の理解や国民の信頼が得られて


いるかという点も含め、政治レベルで総合的な判断を行うこととする。 


○ その際、地元自治体に対しては、政府が前面に立って安全対策等について丁


寧に説明し、理解を得るべく努力していく。 


 


 


おわりに 


 


本行動計画には、別添として３つのアクションプランを添付した。「需要家別の需


給対策アクションプラン」は、主に需要家が国の支援を受けて取り組むべき対応、「電


力会社の需給対策アクションプランと政府としての対応」は、電力会社において講じ


るべき対応、「政府のエネルギー規制・制度改革アクションプラン」は、国が民間の


意見を聞きながらなすべき対応である。電力需給問題の解決に向けて、国、需要家、


電力会社が整合的に行動するため、提示した。 


 


エネルギー・環境会議は、 


・需要家別のアクションプランの効果的な普及を図ると同時に、 


・電力会社の需給対策及び経営効率化に向けた取組については、経済産業省が適切


に把握、評価を行うこととし、 


・規制・制度改革については行政刷新会議と連携して、年末に進捗報告、年度末に


結論という手順で具体化し、 


３つのアクションプランのフォローアップを行う。 
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（別添１） 
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需要家別の需給対策アクションプラン 


 


 


需要家が国の支援を受けて取り組むべき対応として、「需要家別の需給対策アクショ


ンプラン」を策定する。 


 


 1656 万 kW とされている来夏のピーク電力不足に対応すべく、政府は、平成 23 年度当


初予算と補正予算で直接目的としては 2353 億円、必ずしもピーク時電力需給対策を主


目的とはしないが、間接的に効果があるものも含めると合計 5794 億円を活用して、政


策支援を実施する。その他あらゆる政策を総動員し、来夏に向けて合計 1622 万 kW の需


給ギャップ緩和を見込む。 


 


 本アクションプランでは「見える化の徹底と市場メカニズムの活用」、「需要家による


省エネ投資の促進」、「多様な主体が参加した供給力増強支援」という３つの視点から対


策を整理し、ピーク時に電力需給ギャップをどの程度解消する効果があるのかを整理し


た。 


 


また、産業部門、業務部門、家庭部門という各需要家の視点から、電力会社の取組及


び予算措置による支援にどのようなものがあるのか整理した。 


 


本アクションプランに記載されている支援を需要家が最大限活用して、より効果的な


電力需給対策が実施されることを期待する。 


 


なお、来春を目途に、本アクションプランをさらに具体化した需要家別の需給対策メ


ニューを提示する。 
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対策名 23年度予算額 平成24年夏 平成25年夏 平成26年夏 産業部門 業務部門 家庭部門


◎契約電力引下げ、料金メニュー見直し ― 280 万kW 280 万kW 280 万kW ○ ○ ○


◎需給調整契約の拡大（夏期等のピーク抑制） ― 250 万kW 250 万kW 250 万kW ○ ○


◎需給調整契約の拡大（需給ひっ迫時のピーク抑制） ― 180 万kW 180 万kW 180 万kW ○ ○


合計 ― 710 万kW 710 万kW 710 万kW


●省エネ機器の導入　（ＬＥＤ照明、高効率家電） ― 168 万kW 327 万kW 481 万kW ○ ○ ○


○省エネ設備の導入　（高性能モーター等） 151 億円 49 万kW 49 万kW 49 万kW ○ ○ ○


○住宅・ビルの省エネ投資　（二重窓断熱改修等） 1824 億円 17 万kW 23 万kW 23万kW ○ ○


○HEMS/BEMSの導入　（ＩＴを利用した空調等の制御） 300 億円 26 万kW 87 万kW 87 万kW ○ ○


○蓄電池の導入　（リチウムイオン蓄電池） 210 億円 3 万kW 6 万kW 6 万kW ○ ○ ○


○節電診断を活用した各主体による節電の取組 8 億円 7 万kW 7 万kW 7 万kW ○ ○


合計 2493億円 270 万kW 500 万kW 653 万kW


◎電力会社による供給力増強　（火力、揚水等） ― 409 万kW 409 万kW 409 万kW ― ― ―


●再生可能エネルギーの導入　（太陽光、風力） ― 108 万kW 145 万kW 223 万kW ○ ○ ○


○再生可能エネルギーの導入　(予算措置による導入) 1183 億円 7 万kW 10 万kW 12 万kW ○ ○


○住宅用太陽光発電の導入　（予算措置による導入） 1543 億円 75 万kW 117 万kW 117 万kW ○


○自家発・コジェネレーションシステムの導入 438 億円 42 万kW 46 万kW 46 万kW ○ ○


○家庭用燃料電池システムの導入（エネファーム） 137 億円 1 万kW 1 万kW 1 万kW ○


合計 3301 億円 642 万kW 727 万kW 808 万kW


対策合計 5794 億円 1622 万kW 1936 万kW 2171 万kW


 ※４：25年夏、26年夏に生じる追加的な効果が推計できない場合は24年夏の数字と同じ数字とした。


※５：●の項目については予算ではなく、政府の広報や他の制度等を通じて発現すると考えられる効果を推計して示した。


※６：◎については電力会社の取組による発現すると考えられる効果を示した。なお、供給力増強については、25年夏以降は更に上積みの可能性がある。


エネルギー需給安定行動計画の全体像


見える化の徹底（節電目標の共有、スマートメーターも活用した電力消費の見える化、節電すれば得になる契約の拡充）


需要家による省エネ投資の促進（需要構造の改革）


多様な主体が参加した供給力増強支援（供給構造の改革）


※１：予算額については23年度当初予算、3次にわたる補正予算項目の合計。額の中には全てが電力需給対策に利用されないものもある。


※２：対策の効果については複数の対策によって達成されるものあるが、それぞれの対策ごとに推計したものを合計した。


※３：25年夏、26年夏の対策の効果の数値については平成24年夏からの累計の効果を示している。
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と政府としての対応 
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電力会社の需給対策アクションプランと政府としての対応 


 


はじめに 


 


 各電力会社は、原子力発電所の運転停止が広範に生じた場合でも、電力ピーク時の電


力不足とコスト上昇を最小化するため、需給両面及びコスト面での具体的な対策を盛り


込んだ「需給対策アクションプラン」を作成した。 


 


 「需給対策アクションプラン」は、 


①電力会社と大口需要家等による需給調整契約などの「需要対策」 


②自家発の活用や、発電所の定期検査時期の調整などの「供給対策」 


③調達コストの低減に向けた取組みなどの「コストアップ抑制策」 


から構成されている。 


 


以下、各社の具体的な取組の概要をまとめるとともに、これを受けた政府としての考


え方や今後の対応について整理を行った。 


 


１．需要対策 


（１）需給調整契約の増加による対応 


・電力会社による需要対策としては、特別高圧や高圧における需給調整契約の拡充


が効果的である。需給調整契約には大きく分けて、計画調整契約と随時調整契約


がある。 


 


・計画調整契約については、10 月末時点では、全国で約 630 万 kW 分の契約がある。


これらの契約のうち、震災後に積み増された契約については、電力会社の 23 年


度の需要想定に盛り込まれていないため、来夏の電力需要のピーク時においては


追加的に約 250 万 kW の需給ギャップ緩和効果が期待できると試算される。 


 


・また、随時調整契約については、10 月末時点では、全国で約 500 万 kW 分の契約


がある。随時調整契約については、電力会社の需要想定に織り込まれていないた


め、来夏の予備率がマイナスとなっている地域において発動がなされると仮定す


ると、来夏の電力需要のピーク時においては、実効見込み率を加味した 180 万 kW


の需給ギャップ緩和効果が期待できると試算される。 
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（２）柔軟な電気料金メニューの創設・拡充 


・スマートメーターも活用した柔軟な料金メニューの拡充や契約電力の引下げによ


って、上記の需給調整契約に加えて、更なるピーク電力の削減が見込まれると試


算される。例えば、本年夏においては、契約電力の引下げで、合計 280 万 kW のピ


ーク電力の削減効果があったと試算されるが、需給動向を踏まえ、こうした取組


を維持・拡大する。 


 


・さらに、今後、スマートメーターの導入拡大により、需要家による合理的な節電


行動を促す料金メニューの導入が可能となることから、年々その効果は拡大し、


電力需給構造の大きな変革につながることが期待される。 


 


【表１：各社の需給調整契約・電力料金メニューの状況】 


 


（今冬） 


 
（来夏） 


 


 


北海道 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力


需要対策


①需給調整契約の拡充 ・新たなメ


ニューを
検討。


・今夏に拡充


した契約を来
期も活用。


・今夏拡充し


た契約を活
用。


・新たなメ
ニューを検討。


・現行メニュー
の拡大・拡充。


・必要に応じ


新たなメ
ニューを検討


・現行メ


ニューの拡
大・拡充。


・新たなメ
ニューを検討。


・現行メ


ニューの拡
大・拡充。


・現行メ


ニューの拡
大・拡充。


・現行メ


ニューの拡
大・拡充を検
討。


・新たなメ
ニューを検討


・現行メ


ニューの拡
大・拡充を検
討。


－


［今夏の計画調整契約電力］
(来夏の最大電力需要に占める割合)


2万KW
（0.4%）


42万KW
（2.8%）


255万KW
（4.3%）


111万KW
（4.1%）


100万KW
（3.2%）


12万KW
（2.1%）


42万KW
（3.5%）


27万KW
（4.5%）


45万KW
（2.6%）


約630
万KW


［今夏の最大電力需要発生日に
おいて、平成23年度に新規契


約した計画調整契約電力の実
績値］


0万KW 31万KW 159万KW 8万KW 59万KW 2万KW 0万KW 0万KW 7万KW
約250
万KW


［今夏の随時調整契約電力］
(来夏の最大電力需要に占める割合)


8万KW
（1.6%）


18万KW
（1.2%）


174万KW
（2.9%）


71万KW
（2.6%）


37万KW
（1.2%）


15万KW
（2.6%）


115万KW
（9.6%）


29万KW
（4.9%）


37万KW
（2.1%）


約500
万KW


（うち、実効調整力）
※ 予備率がプラスとなる社


は発動の見込みが低いた
め、ゼロと設定。


4万KW 12万KW 113万KW 0万KW 26万KW 0万KW 0万KW 0万KW 26万KW
約180
万KW


②ピークカットを促す低圧料
金メニューの拡充・普及


・可能性を
検討


・可能性を検
討


・新たなメ


ニューの検
討


需給状況に


応じて検討・
実施


・現行メ


ニューの活
用状況に応


じて新たなメ
ニューを検討


・実務面での


課題を見極
めつつ、検討


・選択料金メ


ニューの活
用，拡充を検


討


・選択約款の


活用・拡充な
どを検討


・実施の要否
を含め検討


－


③契約電力の引き下
げの特例


－
・今夏に実施し
た契約の活用
を検討。


・今夏に引き
下げを実施済。


－ － － － －
・需給動向を
見極めつつ検
討。


－


北海道 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力


需要対策


①需給調整契約の拡充 ・新たなメ


ニューを
導入。


・新たなメ
ニューを導入。


・今夏拡充し


た調整力を
活用。


・新たなメ
ニューを導入。


・新たなメ
ニューを導入。


・現行メ


ニューの活
用。


・現行メ


ニューの活
用。


・新たなメ
ニューを導入。


・新たなメ
ニューを導入。


－


②目標
※ 予備率がマイナスとな


る社のみ。


－ 15万kW － － 20万kW － － － 13万kW －
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（３）スマートメーターの導入促進 


・政府としては、「当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改革の先行実施


～」（平成 23 年 7 月 29 日エネルギー・環境会議決定）に基づき、需要家による


合理的な節電行動を促す料金メニューの導入が可能とするインフラとして、今後


５年間で、総需要の８割をカバーすることを目標にスマートメーターの集中整備


を行うことを目標としている。 


 


・「需給対策アクションプラン」においては、各社とも、特別高圧や高圧など、需給


対策上の効果がより大きいと考えられる需要家から、順次スマートメーターの導


入を進める予定であり、今後５年以内で、高圧以上のメーターのスマート化がほ


ぼ完了する予定である。 


 


・また、低圧用を含む需要家全体でみると、積極的なスマートメーターの導入を予


定し、総需要の８割とする政府目標の達成はおおむね可能と考えられる電力会社


がある一方で、自社の実証事業の結果を踏まえる必要があることや、ＨＥＭＳと


のインターフェース等の標準化を見極める必要があるといった理由から、低圧用


メーターの導入は「検討中」としている電力会社もあり、これらの事業者におい


ては、現時点では、５年後の導入見込みは総需要の６～７割程度にとどまると見


込まれる。 


 


（４）政府の対応 


・政府としては、スマートメーターの導入加速化に資するため、①スマートメータ


ーとＨＥＭＳとの情報連携に必要なインターフェースの標準化、②その前提とな


る電力会社等から提供されるデータフォーマットの統一について、今年度中に結


論を得るよう、検討を加速化する。 


 
・加えて、電力会社によるスマートメーターの導入加速化を制度的に担保するため


の仕組みを速やかに構築する。 
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【表２：各社のスマートメーター導入等に関する取組】 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


  


北海道 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州


系統利用・電力システム・その他


①５年後のスマートメーター
導入率（対総需要）


約６割 約６割 約８割 約８割 約８割 約７割 約６割 約６割 約６割


②高圧部門における
対応


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


・５年後には
高圧部門全
体がスマート
メーター化


③低圧部門における対
応


・実証試験
の結果を踏
まえ検討。


・実証試験
の結果を踏
まえ検討。


・平成25年


度から約１０
年で全戸導
入。


・平成２５年
から本格導
入を開始し、
約１０年で全
戸導入。


・5年後で半


数、約１０年
後で全戸導
入。


・実証試験
の結果を踏
まえ検討。


・実証試験
の結果を踏
まえ検討。


・実証試験
の結果を踏
まえ検討。


・至近５年間
は年間10～
30万台、そ


れ以降は年
間５０万台導
入。約１０年
で約６割導
入。


④系統の一体運用、連
系送電網の整備、広
域融通の強化の検討


・北本連系設備
の早期の30万kW
増強の具体的検
討。
・風力発電導入
拡大を目的とし
て、地域間連系
線を活用した実
証試験を実施。


・風力発電導入
拡大を目的とし
て、地域間連系
線を活用した実
証試験を実施


・風力発電導入
拡大を目的とし
て、地域間連系
線を活用した実
証試験を実施


・東清水ＦＣを
13.5万W→
30万kWへ増
強（平成24年
予定）。


－ － － － －


⑤情報開示の強化・
透明性の向上


・今冬に向け、
需給状況等に
関する情報提
供を開始。


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。
（一般向けに
はＨＰ・ﾏｽﾒﾃﾞｨ
ｱ等を活用。


法人向けには
個別訪問）


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。


・需給状況等
に関する情報
提供を実施。
（一般向けに
はＨＰ・ﾏｽﾒﾃﾞｨ
ｱ等を活用。


法人向けには
個別訪問）
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（１） 


・被


設


・今
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1  7 月 2
2 【表３


の供給


供給力対


①火力・水
査・補


②被災火


③長期停止


④自家発


⑤火力の


⑥緊急設置


⑦揚水発


⑧機動的


⑨蓄電池


※


給対策 


追加供給
 


被災火力の復


設置などによ


今後とも更な


：各社の追


今冬） 


来夏） 


                  
29 日のエネル


】の追加対策後


給力。 


北海


対策


水力の定期検
修時期の調整


44万


火力の復旧 －


止火力の再稼働 －


発の活用 対応


の増出力 －


置電源の設置 －


発電の活用 27万


的な電力融通 －


池の設置 －


※ 需給バランスが確


給の見込み


復旧、発電


よって、来


なる供給力


追加対策後


                  
ギー・環境会


後の供給力と


海道 東北


万kW －


－ 141万kW


－ －


応中 41万kW


－ 10万kW


－ 4万kW


万kW 68万kW


－ －


－ －


確保されているため


みについて


電所の定期検


来夏には全国


力強化に取り


の供給力2】


    
議において示


は、原則とし


東京 中


－ 14万


106万kW －


－ －


139万kW －


50万kW※ 10万


169万kW －


800万kW 335万


－ －
(夜間最


－ －


、今冬の供給力対策


6 


て 


検査時期の


国で 409 万


り組んでい


】 


示した来夏の見


て平成 23 年 3


部 関西


万kW 209万kW


－ －


－ －


－ 100万kW


kW※ 10万kW


－ －


万kW 209万kW


－
最大▲70)


58万kW
(夜間最大87)


－ －


策には織り込んでい


の調整、自家


万 kW1の供給


いく。 


見通しからの増


3 月 11 日に発


北陸 中


59万kW 37万


－


－


3万kW


－


－


10万kW 83万


▲3万kW
(夜間最大▲3)


▲55
(夜間最


－


ないが、緊急時には


家発の活用


給力の増加等


加分。 
発生した東日本


中国 四国


万kW 15万kW


－ －


－ 22万kW


－ 13万kW


－ 2万kW※


－ －


万kW 38万kW


5万kW
最大▲39)


－


－ －


は増出力が可能。


用、緊急設


等を見込む


本大震災以降の


九州 ９


137万kW 515


－ 247


－ 22


9万kW 305


13万ｋＷ 33


－ 174


158万kW 1,72


－
(夜間最大25)


－


置電源の


む。 


の積み増し後


電力


5万kW


7万kW


2万kW


5万KW


万KW


4万KW


29万KW


－


－
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なお、需給動向については今後も変化すると見込まれるが、これらの追加供給対策後


の現時点において想定される来夏の需給見通しについては以下のとおり。 


 


（２）自家発補給契約の見直し 


・自家発の供給力の有効かつ積極的な活用の観点から、自家発設置時に必要なバッ


クアップ契約（自家発補給契約）について、自家発設置者が、通常の電力受給契


約と切り離して新規参入者（ＰＰＳ）と契約することを可能とするなど、自家発


補給契約に係る負担を実質的に引下げる方向での取り扱いを行う。 


 


（３）自家発余剰電力の有効活用 


・需要家が自家発で発電した電気を、電力会社の系統（送電網）を活用して別の需


要地にある自社又は関係会社等で有効活用することを可能とすることなどによ


り、需要家による節電の取組の選択肢を拡大する。 


 


（４）政府の対応 


・今回の震災により原形に復旧することが不可能となった自社の発電設備の電気


供給量を補うために、東京電力・東北電力が当該発電設備に係る発電所以外の


場所で行う発電設備の設置の事業については、災害復旧事業として環境影響評


価の適用除外とする措置について引き続き実施する。 


 


・電気事業法上の定期事業者検査の実施時期を延長する弾力的運用を引き続き実


施する。 


 


・供給力については、電力会社による供給力の積み増しなどを更に追求しつつ、


来春を目途にレビューを行うこととする。 


８月


(万kW) 北海道 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 東３社 中西６社 ９電力


供給－需要


（予備率）
▲33


(▲6.6%)
▲28


(▲1.9%)
▲294
(▲4.9%)


7
(0.3%)


▲785
(▲25.0%)


12
(2.0%)


73
(6.1%)


▲49
(▲8.2%)


▲162
(▲9.3%)


▲356
(▲4.4%)


▲905
(▲9.1%)


▲1,261
(▲7.0%)


最大電力需要 506 1,490 6,000 2,709 3,138 573 1,201 597 1,750 7,996 9,968 17,964


供給力 473 1,462 5,706 2,716 2,353 585 1,274 547 1,588 7,640 9,063 16,703


※１ 最大電力需要については昨年並の猛暑を想定。ただし、東北管内においては震災からの復興需要を考慮。
※２ これらの供給力強化以外に、緊急設置電源の新設等、更なる増強の可能性あり（+13万KW）。


注１） 夜間融通等の受電不足に伴う揚水汲み上げ電力不足により、東京▲100万kW、関西▲78万kWの可能性あり。


注２） 燃料調達に係る輸送力等の制約による石油火力及び揚水供給力減（九州▲337万kW）のおそれあり。
注３） 長期停止火力の復帰の遅れの可能性あり（関西▲45万kW） （合計▲560万kW）
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３．コストアップ抑制策 


（１）コスト抑制に関する基本的な考え方 


・電力会社は、原子力発電所の運転停止に伴う火力発電所の燃料コストの上昇は、


引き続き大きな課題となることを認識し、需給両面の対策によって電力の安定


供給に万全を期するとともに、調達コストの低減と経営効率化に最大限取り組


む。 


 


・政府は、平成 23 年 10 月 3 日に取りまとめられた、「東京電力の経営・財務に


関する調査委員会」報告を踏まえ、電気料金の制度・運用に関する見直しを速


やかに行う。 


 


（２）調達コストの低減 


・各電力会社においては、調達コストの低減に向けて、燃料・工事・修繕等の調


達コストの低減に向けた効率化や、夜間・休日等における卸電力取引所経由で


の電源調達3といった取組を実施する。 


 


（３）経営効率化の取組み 


・各電力会社においては、「東京電力の経営・財務に関する調査委員会」報告の


指摘の趣旨を踏まえつつ、更なる経営効率化を推進することが必要と考えられ


る。 


 


・また、火力新規電源に係る入札の実施や仕様の統一化、電力会社による上流権


益プロジェクトへの参画など燃料調達コスト削減に向けた取組を積極的に行


うことが必要と考えられる。 


 


（４）政府の対応 


・「電気料金制度・運用の見直しに係る有識者会議」を立上げ、年明け以降、可


能な限り早期に結論を得る。 


 
                                                  


3 節電要請を行っている地域においても、電力需給状況にある程度余裕がある場合においては、電力会社が卸電


力取引所に売電することは、全国的な需給ギャップの緩和と電力コスト削減に効果がある。 
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・各電力会社の料金については、電力会社の経営効率化が大前提であるという観


点から妥当性をチェックする。 


 


 


【表４：各社のコストアップ抑制策】 


 


北海道 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州


コストアップ抑制策


①調達コスト低減等に
向けた効率化


（具体的削減額）


（取組み状況）


・国内炭の消
費量増加で、
40億円削減。


・コストダウン
良好事例の
水平展開。


・工事におけ
る、さらなる
費用低減。


・平成23年度は、


修繕費と一般経
費を合わせて
700億円，設備
工事費を600億


円削減すること
を目指す。


※ただし，東日
本大震災による
災害復旧分を除
く。


・社長を議長と
する「経営効率
化推進会議」の
もと、一層の経
営効率化策を推
進。


・工法の見直し、
工事や施策の取
り止め、実施時
期・内容の見直
しによる工事費
の抑制。


・H23年度は、当


面の事業運営・
経営合理化方針
（5/20公表）およ
び特別事業計画
（申請中）に則り、
委員会報告ベー
スで1,867億円
以上の費用削減
を目指す。


・設備投資の厳
選化。


・平成23年度は、
投資削減750億


円、費用削減
550億円、総額
1300億円削減。


・経営効率化会
議を設置し、コス
トダウンを推進。


・工事の実施時
期、範囲、工法
の見直し。当面
の支出を必要最
小限に抑制


・経済的な燃料
調達。


・広報・販売活動
や研究開発等の
諸経費削減。


・平成20～22年
度の平均で、投
資約500億円、
費用約200億円
を削減。平成23
年度は、費用を
約100億円削減。


・社内委員会に
おいて収支改善
の取り組み目標
額を設定。


・建設費抑制、
新技術導入等に
よる効率化。


・サプライチェー
ンの全体最適化。


・燃料調達の価
格交渉における
工夫や輸送効率
の向上。


・平成２３年度は
修繕費と諸経費
で約５０億円を
削減


・これまでの取
組みを継続し、
それらをベース
に更なる効率化
に全社で取り組
む。


・新技術・新工法
の導入、設備仕
様の見直し等に
よる効率化。


・経済性に配慮
した燃料･資金
調達。


・効率化により，
50億円程度を目


標に，費用低減
を実施。


・LNGの追加調
達により，10億
円の削減。


・これまでの効
率化の取り組み
（設備投資・修繕
工事の効率化，
従業員数の削減，
ＳＣＭ活動等）に
加え，目標額を
設定し，施策の
中止・規模縮小
等の費用低減を
検討。


・経済性に配慮
した燃料調達。


・平成２３年度は、
費用を約２０億
円削減。


・必要工事
の厳選や設計の
合理化の実施。


・経済性に配慮
した燃料調達。


・広報・販売活動
等の諸経費削減。


・平成23年度は、


投資、費用合わ
せて500億円程
度削減。


・計画の中止・繰
延べ、規模縮小
などを実施（Ｈ23
年度）。


・社長をトップと
する経営対策会
議を設置し、聖
域なき効率化・
コスト削減を検
討（Ｈ24年度以
降）。


②夜間・休日等におけ
る卸電力取引所経
由での電源調達


・市場価
格の推移
をみなが
ら、電力取
引を実施。


・経済合理性
にもとづき活
用。


・経済的合理
性にもとづき
活用。


・経済的合理
性にもとづき
活用。


・経済的合理
性にもとづき
活用。


・需給状況に


応じ、適切に
活用。


・経済的合理
性にもとづき
機動的かつ
積極的に
活用。


・経済的合理
性にもとづき
活用。


・経済的合理
性にもとづき
活用。







（別添３） 
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はじめに ～規制改革アクションプランの目的 


 


エネルギー・環境会議は、「当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改革の


先行実施～」1に掲げる「エネルギー需給関連の規制・制度改革リスト2」を具体化し


た「政府のエネルギー規制・制度改革アクションプラン」（以下「規制改革アクショ


ンプラン」という。）を策定する。エネルギー需給安定行動計画本体や電力会社の需


給対策アクションプランと相まって、エネルギー構造改革を先行的に実施し、当面の


ピーク時の電力不足と電力コストの上昇を最小化する。 


 


規制改革アクションプランにおいては、①電力システムの改革、②再生可能エネル


ギーの導入加速（供給構造改革）、③省エネルギーの推進（需要構造改革）の３点を


柱とし、現時点で政府が取り組むこととしている又は検討中の規制・制度改革事項を


別表の「実施・検討事項詳細リスト」に取りまとめた。 


 


その中から、重点課題を以下のとおり掲げる。これらの重点課題については、検討


を担う各省から年末にエネルギー・環境会議に進捗状況を報告し、年度末には検討結


果の報告を行う。これらの重点課題については、原則として、今年度中に結論を得て、


速やかに措置する。 


 


 


１．第一の重点 ～電力システムの改革 


 


第一が電力システムの改革である。その重点は、分散型電源も活用した電力事業へ


の参入加速と需要家の主体的な行動に基づく省エネを加速するための対応であり、①


分散型電源の活用拡大、②スマートメーターの導入促進と柔軟な電気料金メニューの


設定、③卸市場の活性化によるコスト低減の３点である。 


ここで掲げる規制・制度改革項目は、当面のエネルギー需給安定対策の一環として、


来年夏の電力需給問題の解決に資する比較的即効性のある事項を取りまとめたもの


である。したがって、これらの重点事項は今年度中に結論を得て、速やかに措置する


ことを原則とする。 


 


なお、電力システムの改革に関しては、ここで取り上げる項目に限定されるもので


はない。エネルギー・環境会議が中間的な整理3で示した考え方を踏まえ、発送電分離


や原子力事業の在り方も含めた電力改革について、政府内で検討を進める。 
                                                  
1 「当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改革の先行実施～」（平成 23 年 7 月 29 日エネルギー・環境会


議決定、平成 23 年 8 月 5日閣議決定「日本再生のための戦略に向けて」別紙１） 
2 「エネルギー需給関連の規制・制度改革リスト」の項目のうち、原子力関連については、別途検討が行われる。 
3 「『革新的エネルギー・環境戦略』策定に向けた中間的な整理」（平成 23 年 7月 29 日エネルギー・環境会議決


定、平成 23 年 8月 5日閣議決定「日本再生のための戦略に向けて」別紙２） 
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（１）分散型電源の活用拡大（自家発や再生可能エネルギー等の分散型原電の参入促


進とこれを支える送配電事業の中立性・公平性強化） 


 


○重点番号１：自家発補給契約の見直し 


 


【改革の方向性】  


自家発等の保有者は、発電機を系統に連系する際の事実上の要件として、自家


発の故障等に備えた自家発補給契約（バックアップのための売電契約）を電力


需給契約とセットで締結することを求められている。自家発の供給力の有効か


つ積極的な活用の観点から、自家発補給契約のみを異なる電気事業者と締結す


ることを実質的に可能とするなど、自家発保有者の負担を実質的に引き下げる


方向でルールを見直す。 


 


【検討の対象】 


対  象：ガイドライン等で手続等を明記の上、関係事業者の適切な対応を促す 


検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」掲載項目 


・23 年度中に結論、速やかに措置。 


 


 


○重点番号２：インバランス料金の引き下げ 


 


【改革の方向性】  


発電事業者の事故時のリスクを低減させ、自家発等の積極的な活用を図る観点


から、夜間等、需要の低い時期等において、特定規模電気事業者及び卸電力取


引所利用時の託送に係る同時同量ルールに基づくインバランス料金の水準を客


観的データに基づいて大幅に引き下げ、その関連データを公開する方向で見直


す。 


 


【検討の対象】 


対  象：ガイドライン等で手続等を明記の上、一般電気事業者の託送供給約


款の改定を促す 


検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」掲載項目 


・ 23 年度中に結論、速やかに措置。 


 







3 
 


 


○重点番号３：自家発余剰電力の有効活用 


 


【改革の方向性】  


電力需給が逼迫している中で、需要家が自家発で発電した電気を、電力会社の


系統（送電網）を活用して別の需要地にある自社又は関係会社等で有効活用す


ることなどにより、需要家による節電の取組の選択肢を拡大する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：一般電気事業者による運用 


 検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」掲載項目 


・ 速やかに結論、年内に措置（今冬の需給対策としても活用）。 


 


 


○重点番号４：送電における広域的運用の実施 


 


【改革の方向性】  


再生可能エネルギーの導入拡大の観点から、特に東日本地域において、隣接す


る一般電気事業者の調整力（余剰電力発生時等の下げしろ等）を活用すること


により、風力発電等の導入量を拡大する方向で運用を見直し、その内容を公表


する。 


中期的には、再生可能エネルギーの導入拡大や自家発等を活用した広域的な電


力供給を更に促すため、50 ヘルツ地域、60 ヘルツ地域全体でインバランス算定


を行うとともに、30 分一定量の計画値によらずとも連系線の利用を可能とする


ことを含めて検討する。 


 


【検討の対象】 


対  象：一般電気事業者による運用 


検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」掲載項目 


・23 年度中に結論、速やかに措置。 
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○重点番号５：再生可能エネルギーの優先接続・優先給電ルールの整備 


 


【改革の方向性】  


電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法で規定さ


れた、再生可能エネルギーの系統への接続について電力会社が接続を拒否でき


る場合を具体的に定める等、再生可能エネルギーの多様なプレーヤーによる導


入を促すための接続ルールを整備、公表する。また、一般電気事業者は接続の


可否の判断について接続申請者に対し説明責任を負い、紛争となる場合には、


一般電気事業者が一義的な挙証責任を負う方向で、中立的な第三者が裁判外紛


争処理（ＡＤＲ）を行うよう、ルールを策定する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置


法に係る制度整備、送配電等業務支援機関ルールの改定 


 検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法案成


立（平成 23 年 8 月） 


・ 電気事業法の一部改正法案成立（平成 23 年 8 月） 


・ 23 年度中に結論、再生可能エネルギーの買取制度の導入に合わせて措置。 


 


 


（２）スマートメーターの導入促進と柔軟な電気料金メニューの設定 


  （需要家に対するピークカット・省エネ行動を促す料金メニューの拡充・拡大） 


 


○重点番号６：柔軟な料金メニューの設定による需要家に対するピークカット・省


エネの誘因強化 


 


【改革の方向性】  


産業・業務・家庭すべての部門において需給動向の変化を踏まえた柔軟な料金


メニューを設定し、需要家による主体的なピークカット・省エネ促進に向けた


インセンティブを強化する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：一般電気事業者による供給約款・選択約款等 


 検討の場：経済産業省 
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【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改


革の先行実施～」において、方向性の提示 


・ ２３年度中に結論、速やかに措置 


 


 


○重点番号７：スマートメーターの導入加速化のための制度的枠組み 


 


【改革の方向性】  


スマートメーターを今後５年以内に総需要の８割まで集中整備するとの政府目


標に向け、一般電気事業者によるメーターの加速的な導入を制度的に担保する


仕組みを整備する。併せて、スマートメーターの導入インセンティブを付与す


る観点から、計量法に基づく検定手数料を引き下げる方向で見直しを行う。 


 


【検討の対象】 


 対  象：（スマートメーター導入）新規に制度的に担保する仕組みを整備 


      （計量法に基づく検定料）計量法関係手数料令 


 検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改


革の先行実施～」において、導入目標の前倒しが決定（５年以内に総需要


の８割） 


・ 23 年度中に結論、短期的導入策（高圧部門）、導入ロードマップ（低圧部門）


を策定。検定手数料は 23 年度内に結論、速やかに措置。 


 


 


○重点番号８：スマートメーターのインターフェース標準化 


 


【改革の方向性】  


家庭におけるエネルギー使用情報の活用による一層の省エネを図るべく、スマ


ートメーターと HEMS との情報連携に必要なインターフェースの標準化及びそ


の前提となる電力各社等から提供されるデータフォーマットの統一を行う。 


 


【検討の対象】 


 対  象：ガイドライン等の新規策定 


 検討の場：経済産業省 
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【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改


革の先行実施～」において、導入目標の前倒しが決定（５年以内に総需要


の８割） 


・ 23 年度中に結論、速やかに措置。 


 


 


（３）卸市場の活性化によるコスト低減 


 


○重点番号９：卸・IPP の発電余力の活用 


 


【改革の方向性】  


卸電気事業者及び卸供給事業者（IPP 等)については、通常、一般電気事業者


との契約において40～80％の利用率をベースとした発電パターンが定められ


ているが、夜間等の発電余力を活用することは、社会全体としてのコスト低


減に資する。このため、卸電気事業者及び卸供給事業者に対し卸電力取引所


等を通じた売却、一般電気事業者及び特定規模電気事業者（PPS）に対し積極


的な電源調達をそれぞれ促す観点から、卸供給契約とは別途、発電した電力


の売買が可能となるよう措置する。 


 


【検討の対象】 


  対  象：電気事業法第 22 条の解釈の見直し、ガイドライン等で手続等を明記 


  検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・速やかに結論、年内に措置（今冬の需給対策としても活用）。 
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２．第二の重点 ～再生可能エネルギーの導入加速 


 


第二が再生可能エネルギーの導入加速である。再生可能エネルギー電源に共通する


課題としては、①系統連系の円滑化、②立地規制の見直し、③新技術・新製品に対応


した保安規制の見直しの３点が挙げられる。 


 


①系統連系の円滑化 


電力系統への接続等に関するオープンアクセスルールを整備するとともにその


厳格な運用を確保するなど、再生可能エネルギーの導入の前提となる共通基盤とし


て極めて重要である系統連系を円滑化する。（例：電気事業者による再生可能エネ


ルギー電気の調達に関する特別措置法に規定された接続義務に関するルールの早


期策定と実行、電気事業法改正に規定された送配電等業務支援機関による紛争処理


の仕組みの早期実行、再生可能エネルギー導入のための系統強化のプランの早期策


定・実行など）。 


 


②立地規制の見直し 


立地地点・利用場所ごとに求められる開発許可や権利調整等について、手続の簡


素化・柔軟化・許可要件の明確化を行う（例：自然公園法の許可要件の明確化、耕


作放棄地等の有効利用を図るための農地法・森林法の特例的措置、工場立地法上の


手続きの見直しなど）。 


なお、立地規制の見直しに際しては、農林水産業等との連携も含め、地域におけ


る合意を形成していくような取組も行う。 


 


③新技術・新製品に対応した保安・安全規制等の見直し 


技術進歩等による安全性の向上等を踏まえ、保安規制・安全規制を合理化する


（例：大規模太陽光発電に関する電気事業法上の保安規制の見直しなど）。 


 


来年７月から施行予定の固定価格買取制度と相まって、再生可能エネルギーの導入


の起爆剤になるよう、第一の重点である電力システムの改革（重点番号４及び５）に


掲げられた系統利用や系統強化に関する制度整備に鋭意取り組むことに加え、以下に


掲げる電源別の重点課題について取組・検討を加速する。これらの課題については、


自然公園や森林の保護、農地の確保、安全の確保といった観点との両立を図りながら、


今年度中に結論を得て、速やかに措置することを原則とする。 


 


 


（１）太陽光発電 


太陽光発電は、他の再生可能エネルギー電源よりも比較的短期に設置が可能であ


り、短期の需給対策としての効果も期待できる。太陽光発電設備は、電気事業法上


の電気工作物や工場立地法上の生産施設として位置づけられているが、新技術・新
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製品の登場に対応した規制の在り方の見直しや各種手続きに要する期間の短縮・透


明化が課題となる。 


 


 


○重点番号１０：電気事業法上の保安規制の見直し 


 


【改革の方向性】  


500kW 以上の太陽光発電設備に求められる工事計画届出及び使用前安全管理検


査の不要範囲を拡大するとともに、使用前安全管理検査における負荷遮断試験


等の試験方法を合理化する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：電気事業法施行規則第 65 条、別表第 2（工事計画届出の対象） 


「電気事業法施行規則第73条の4に定める使用前自主検査の方法の


解釈」 


 検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・ 22 年９月に閣議決定された「工事計画届出・審査等の対象外となる太陽


光発電の範囲拡大」の前倒し実施及び内容拡充。 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 工事計画届出及び使用前安全管理審査の不要範囲拡大については、23 年


度中に結論、速やかに措置。 


・ 負荷遮断試験棟の試験方法合理化については、24 年度中に結論、速やか


に措置。 


 


 


○重点番号１１：工場立地法上の取扱いの見直し 


  


【改革の方向性】  


メガソーラー（1000kW 以上の大規模太陽光発電施設）の立地制約として指摘さ


れている工場立地法上の生産施設面積規制について検討し、所要の見直しを行


う。 


 


【検討の対象】 


 対    象：工場立地法第４条に基づく準則改正 


 検討の場：経済産業省 
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【結論を得る時期等】 


・21 年 12 月の閣議決定を踏まえ、22 年６月に自家消費用の太陽光発電設備の


設置面積を環境施設面積に算入可能とする規制・制度改革を実施済み。売電


用の太陽光発電設備に関する取扱については、今回新たに検討する項目。 


・23 年度中に結論、速やかに措置。 


 


 


（２）風力発電 


風力発電の適地は、住居エリアから離れた風況の良い場所、主に山間部の山稜部


や港湾・海岸近辺であり、これらの土地利用に関する規制のうち、立地調整の円滑


化が重要課題となる。また、今後の開発拡大に期待が寄せられている洋上風力発電


については、その導入の円滑化に向けた制度環境を整備することが課題である。 


 


○重点番号１２：自然公園における風力発電施設の審査に関する技術的ガイドライ


ンの見直しの検討 


 


【改革の方向性】  


風力発電の適地の一部は自然公園内にも存在する。自然公園における風力発電


施設の審査に関する技術的ガイドラインについて、事業者等の意見を聴取した


上で、風力発電の特性を踏まえた見直しを行うことを検討する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：「風力発電施設の審査に関する技術的ガイドライン」 


 検討の場：環境省 


 


【結論を得る時期等】 


・ 22 年６月の閣議決定に基づき、23 年３月にガイドラインを策定・公表。 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策工程表」掲載項目 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 23 年中に事業者等の意見を聴取した上で、見直しを検討。 


 


 


○重点番号１３：洋上風力発電に関する制度環境の整備 


 


【改革の方向性】  


洋上風力発電に関する制度環境を整備すべく、大規模な総合実証実験海域の整


備や、漁場利用との調整円滑化に向けた仕組みを検討するとともに、建築基準


法、電気事業法その他の関係法令上の取扱い等の諸規制の適用のあり方につい


て整理・検討する。 
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【検討の対象】 


 対  象：海洋再生可能エネルギー利用促進のための制度整備方針（仮称）の


策定、洋上風力に関する諸規制についての整理・検討 


 検討の場：総合海洋政策本部、国土交通省、経済産業省、その他関係省庁 


 


【結論を得る時期等】 


 ・ 20 年３月に閣議決定された「海洋基本計画」において、洋上風力発電の実


用化に向けて、必要な取組や検討を進めていくこととされている。 


・ 22 年６月に閣議決定された「新成長戦略」において、漁業協同組合との連


携等による洋上風力開発の推進等への道を開くこととされている。 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 海洋再生可能エネルギー利用促進のための制度整備方針（仮称）について


は、23 年中に検討開始、24 年春頃に総合海洋政策本部会合で決定し、逐次


措置。 


・ 洋上風力に関する諸規制についての整理・検討については、23 年度中に検


討開始、結論を得られたものから逐次措置。 


 


 


（３）地熱発電 


地熱発電は、出力が安定しており、設備利用率も高いといった特徴を有する。地


熱資源は、火山国である我が国に豊富に存在するエネルギー資源である一方で、森


林地域や自然公園に集中して存在している。地熱発電を推進するために、これらの


地域における自然公園法等に基づく立地規制の許可要件の明確化とともに、温泉利


用等との調整も重要課題である。 


 


 


○重点番号１４：自然公園法に基づく立地規制の許可要件の明確化等（地熱発電） 


 


【改革の方向性】  


地熱発電施設を当分の間６か所に限定するという通知を廃止し、傾斜掘削によ


る自然公園の地下開発であれば許可可能である旨通知するとともに、自然公園


の区分や開発段階（地表探査、掘削調査、発電設備設置等）ごとに、許可が可


能となる要件や方法を検討し、明確化する。併せて、具体的な案件を対象に関


係者の合意形成・連携促進のための優良事例の形成を図る。 


 


【検討の対象】 


  対  象：自然公園法施行規則第 11 条、地熱発電に係る過去の通知 


検討の場：環境省 
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【結論を得る時期等】 


・ 22 年６月の閣議決定において、地熱発電に係る過去の通知を見直し、傾斜


掘削について、個別に判断する際の考え方を明確にするとともに、国立公


園等の地表部に影響のない方法による事業計画であれば許可できる旨新た


に通知するための調査・検討に着手することとされている。 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策工程表」掲載項目 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 23 年度中に結論、速やかに措置。 


 


 


○重点番号１５：温泉法における掘削許可の判断基準の考え方の策定 


 


【改革の方向性】  


地熱発電のための掘削が温泉に及ぼす影響について、関係者に意見を聴取の上、


科学的に検討を行い、温泉法における掘削許可の判断基準の考え方を策定する。 


 


【検討の対象】 


  対  象：温泉法第４条の運用 


検討の場：環境省 


 


【結論を得る時期等】 


・ 22 年９月の閣議決定において、地熱発電を推進するため、温泉法における


掘削許可の判断基準の考え方を策定し、ガイドラインとして運用するよう


２３年度中を目途に通知することとされている。 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策工程表」掲載項目 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 23 年度中に結論・措置。 


 


 


（４）水力発電・バイオマス 


  小水力発電やバイオマスについては、地域資源の有効活用策としても期待が寄せ


られている。 


小水力発電に関しては、過去に閣議決定された改革事項を含め、一連の規制・手


続き等に関して、見直しを進めていく。具体的には、従属発電に係る水利使用許可


手続の簡素化・標準処理期間の短縮化、一定の小水力発電に係る河川環境調査等の


不要化を行うとともに、発電水利権の許可手続に関する相談窓口を設置する。加え


て、小水力発電施設に係る構造基準の検討、河川環境への影響度に係る調査研究を
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行う。 


バイオマスについては、実態把握を行いつつ、バイオマス資源の利用円滑化に向


けた規制・制度面の見直しについて検討を進めていく。 


 


 
 
（５）再生可能エネルギー電源共通項目 


再生可能エネルギーの導入加速に向けた重要課題である①系統連系の円滑化、②立


地規制の見直し、③新技術・新製品に対応した保安規制の見直しについて（１）～（４）


で掲げた重点事項に加えて、再生可能エネルギーに共通の重点事項は以下の通り。 
太陽光発電、風力発電といった個々の電源に着目するだけでなく、こうした共通項


目についても、再生可能エネルギーの導入加速に向けた制度環境を整備することが重


要課題である。 
 


 


 ○重点番号１６：農山漁村における導入促進に係る農林地等の利用調整の円滑化 
 


 【改革の方向性】 


  農山漁村において再生可能エネルギーの導入を促進するため、食料供給及び国


土保全と両立する土地等の利用調整に関する適切な方針に基づき再生可能エ


ネルギー発電施設を導入する場合の農地法、森林法の特例、耕作放棄地の集約


化や農地の換地に関する特例措置等を講ずるための制度の創設に関する課題


について検討を行う。 


 


 【検討の対象】 


  対  象：農地法、森林法など 


  検討の場：農林水産省 


 


 【結論を得る時期等】 


  ・23 年度中に結論を得る。 


 


 


○重点番号１７：国有林野における許可要件・基準の見直し 


 


 【改革の方向性】 


  再生可能エネルギー発電事業及び再生可能エネルギー発電附属のエネルギー


供給事業（熱供給や蒸気供給等）に公共性・公益性を認めることも視野に入れ


つつ、これらの事業の用に国有林野を使用させる場合について明確化するよう


関係省庁間で検討・整理する。 
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 【検討の対象】 


  対  象：再生可能エネルギー発電事業等の用への国有林野の使用に係る関係


法令等 


  検討の場：財務省、農林水産省 


 


 【結論を得る時期等】 


  ・エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


  ・23 年度中に検討・結論。 


 


 


○重点番号１８：地球温暖化対策地方公共団体実行計画における再生可能エネルギ


ー等導入の位置づけ強化 


 


【改革の方向性】 


地方公共団体が主導した再生可能エネルギーや未利用エネルギーの導入促進


のため、地球温暖化対策法において策定義務が課されている地方公共団体実行


計画における導入目標の設定の在り方、条例との連携等について検討する。 


 


【検討の対象】 


対  象：地球温暖化対策推進法（地方公共団体実行計画策定マニュアルを含む） 


検討の場：環境省 


 


【結論を得る時期等】 


・エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策工程表」掲載項目 


・23 年度に検討開始、24 年度中に措置。 


 


 


○重点番号４：送電における広域的運用の実施（再掲） 


 


【改革の方向性】  


再生可能エネルギーの導入拡大の観点から、特に東日本地域において、隣接す


る一般電気事業者の調整力（余剰電力発生時等の下げしろ等）を活用すること


により、風力発電等の導入量を拡大する方向で運用を見直し、その内容を公表


する。 


中期的には、再生可能エネルギーの導入拡大や自家発等を活用した広域的な電


力供給を更に促すため、50 ヘルツ地域、60 ヘルツ地域全体でインバランス算定


を行うとともに、30 分一定量の計画値によらずとも連系線の利用を可能とする


ことを含めて検討する。 
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【検討の対象】 


対  象：一般電気事業者による運用 


検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」掲載項目 


・23 年度中に結論、速やかに措置。 


 


 


○重点番号５：再生可能エネルギーの優先接続・優先給電ルールの整備（再掲） 


 


【改革の方向性】  


電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法で規定さ


れた、再生可能エネルギーの系統への接続について電力会社が接続を拒否でき


る場合を具体的に定める等、再生可能エネルギーの多様なプレーヤーによる導


入を促すための接続ルールを整備、公表する。また、一般電気事業者は接続の


可否の判断について接続申請者に対し説明責任を負い、紛争となる場合には、


一般電気事業者が一義的な挙証責任を負う方向で、中立的な第三者が裁判外紛


争処理（ＡＤＲ）を行うよう、ルールを策定する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置


法に係る制度整備、送配電等業務支援機関ルールの改定 


 検討の場：経済産業省 


 


【結論を得る時期等】 


・ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法案成


立（平成 23 年 8 月） 


・ 電気事業法の一部改正法案成立（平成 23 年 8 月） 


・ 23 年度中に結論、再生可能エネルギーの買取制度の導入に合わせて措置。 
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３．第三の重点 ～省エネルギーの推進 


 


第三が省エネルギーの推進である。その重点事項は、①需要側における電力ピーク


対策の導入、②蓄電池の利用拡大、③民生部門を中心とした省エネ規制の徹底・強化、


④熱エネルギーの有効利用の促進の４点である。これに加え、第一の重点である電力


システムの改革に掲げられている電気料金制度改革（重点番号６，７，８）や、需要


家保有の分散型電源の導入拡大に資する制度改革（重点番号１～５）に取り組むこと


により、エネルギーの需要構造改革を促すものであり、今年度中に解決することを原


則とする。 


 


（１）需要側における電力ピーク対策の導入 


これまでの需要側の対策は、化石燃料資源の使用抑制が中心であったが、東日本


大震災に伴う大規模な電力の供給制約という新たな課題の顕在化、エネルギー制御


システムや再生可能エネルギー、蓄電池・蓄熱槽の技術進歩等を踏まえ、需要側の


追加対策として、ピーク対策の導入を検討する。 


 


 


○重点番号１９：省エネ法における電力ピーク対策の積極評価 


 


【改革の方向性】  


工場等のエネルギー対策において、エネルギー使用量の原単位改善に加え、太


陽光発電やコジェネレーション、自家発等の分散型電源、蓄電池等によるピー


クの平準化を総合的に評価できる体系とする。ピークシフトの目標を設定し、


その目標を達成すれば、エネルギー使用量の原単位改善目標を緩和できること


とすることについて検討する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：省エネ法 


 検討の場：経済産業省 総合資源エネルギー調査会省エネルギー部会 


 


【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策」掲載項目 


・ エネルギー・環境会議「革新的エネルギー・環境戦略に向けた中間的な整


理」掲載項目 


・ 23 年中に検討を開始し、結論を得られたものから逐次措置。法的対応が必


要な場合には次期通常国会で提出。 
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○重点番号２０：需要側の電力ピーク対策における供給事業者側の協力 


 


【改革の方向性】  


需要側において電力ピーク対策を実施するためには、エネルギー情報を把握す


るエネルギー供給事業者からの協力が必要不可欠である。そのため、個々の需


要家に対するエネルギー情報の提供、スマートメーターの導入等から構成され


る協力計画の策定・公表を義務づけることについて検討する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：省エネ法 


 検討の場：経済産業省 総合資源エネルギー調査会省エネルギー部会 


 


【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策」掲載項目 


・ エネルギー・環境会議「革新的エネルギー・環境戦略に向けた中間的な整


理」掲載項目 


・ 23 年中に検討を開始し、結論を得られたものから逐次措置。法的対応が必


要な場合には次期通常国会で提出。 


 


 


（２）蓄電池の利用拡大 


ピーク時の電力不足、太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入促進、街まるご


とのスマートシティ化の対応として、蓄電池の利用を拡大していくことが重要であ


る。特に、近年大型化が進んでいる定置用リチウムイオン蓄電池については、我が


国が優れた技術を有する分野であり、その実用化・市場化を加速するためにも、安


全規制を適正化していくことが重点課題である。 


 


 


○重点番号２１：リチウムイオン電池の取扱い規制の見直し 


 


【改革の方向性】  


リチウムイオン電池の現在の規制について、電気用品安全法等の関連する規制


を踏まえ、事業者及び関係省庁を交えた検討会等を開催の上、安全性の確保を


大原則としつつ、封口前後の状態に応じた危険性を再検証し、その結果に応じ


て取扱の変更を行う。 


 


【検討の対象】 


 対  象：消防法 


検討の場：総務省 検討会 
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【結論を得る時期等】 


・ 23 年７月の閣議決定事項の前倒し。 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 23 年中に結論、速やかに措置。 


 


 


○重点番号２２：リチウムイオン電池の非常用電源としての使用解禁 


 


【改革の方向性】  


リチウムイオン電池を消防法上の非常用電源の蓄電池設備として活用できるよ


う、所要の規程を整備する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：消防法 


検討の場：総務省 


 


【結論を得る時期等】 


・ 現在、リチウムイオン電池を非常用電源の蓄電池設備として用いる場合に


必要とされる安全対策について検討中。 


・ 年内に結論を得た上で、消防法施行規則に基づく消防庁告示を改正する予


定。 


 


 


（３）民生部門を中心とした省エネ規制の徹底・強化 


省エネを推進するためには、我が国のエネルギー需要の１／３を占め、特に対策


が遅れている民生部門の対策の強化が重要課題である。機器単体の省エネから、シ


ステムとしての省エネを進めるため、省エネや見える化に役立つエネルギー・マネ


ジメント・システム（住宅向けの HEMS／建物向けの BEMS）やネット・ゼロ・エネ


ルギー・ビル（ZEB）／ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の導入促進策、


公共建築物による率先導入に加えて、関係省庁の連携の下、外壁・窓等の断熱性能


に加え、照明・空調・給湯器等の高効率化、太陽光発電等の創エネ等を総合的に評


価する省エネ基準を整備することを含め、省エネ基準の見直しを行うとともに、基


準適合の段階的義務化に向けた検討等を行う。 


 


 


○重点番号２３：住宅・建築物の省エネ基準の見直し 


 


【改革の方向性】  


現行の住宅・建築物の省エネ基準について、外壁・窓等の断熱性能に加え、照
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明・空調・給湯器等の高効率化、太陽光発電等の創エネについても総合的に評


価する方向で見直しを行う。また、建築物について、現行の基準適合率等も踏


まえつつ、省エネ基準を強化する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：省エネ法等 


 検討の場：国土交通省・経済産業省合同によるＷＧ等 


 


【結論を得る時期等】 


・ 22 年６月の閣議決定において、建築物について、24 年度の施行に向けて、


23 年度中に建築物全体でのエネルギー消費量を総合化した新基準を策定


すること、住宅について、住戸全体のエネルギー消費の基準を検討するこ


ととされている。 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策工程表」掲載項目 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 建築物については 24 年度中に施行。 


・ 住宅については 24 年度以降できる限り早期に施行。 


 


 


○重点番号２４：住宅・建築物のラベリング制度の充実 


 


【改革の方向性】  


住宅・建築物の省エネ性能を評価するラベリング制度の充実を図り、「見える化」


を促進する。 


 


【検討の対象】 


 対  象：省エネ法等 


検討の場：国土交通省・経済産業省合同によるＷＧ等 


 


 


【結論を得る時期等】 


 ・ 22 年６月、23 年３月の閣議決定において、省エネ性能の「見える化」を促


進することとされている。 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 23 年度中に検討開始。 
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○重点番号２５：住宅・建築物の省エネ基準適合の段階的義務化 


 


【改革の方向性】 


2020 年までに全ての新築住宅・建築物について段階的に省エネ基準適合義務化


を実現するため、義務化の対象、時期、必要な支援策などについて、関係省庁


が連携しながら検討を行う。 


 


【検討の対象】 


 対  象：省エネ法等 


 検討の場：国土交通省・経済産業省合同によるＷＧ等 


 


【結論を得る時期等】 


・ エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策工程表」掲載項目 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


 


 


（４）熱エネルギーの有効利用の促進 


 我が国のエネルギー消費の相当程度を占める熱エネルギーに関しては、コジェネ


レーションやヒートポンプ等の熱源の共同利用や未利用熱エネルギーの利用によ


り、大幅な省エネを達成できるとともに、自律・分散型のエネルギー源としても活


用可能である。民間事業者や地方公共団体等が主導する熱エネルギーの有効利用の


推進に向けた制度整備が重点課題である。 


 


○重点番号２６：熱エネルギーの活用のための制度整備 


 


【改革の方向性】  


熱エネルギーの有効利用を進めるため、熱供給の柔軟な運用、河川熱や下水熱


等の利用、熱導管の整備に関する規制緩和等を検討する。その際、まちづくり


と一体となってエネルギーインフラの整備を検討することの重要性にかんがみ、


まちづくり政策とエネルギー政策の縦割りを打破するような省庁横断的な新た


な枠組みについて検討を行う。 


 


【検討の対象】 


 対  象：熱供給事業法の特例措置、河川水熱利用に係る通達の改正、標準下


水道条例改正・ガイドライン策定など  


 検討の場：経済産業省 総合資源エネルギー調査会省エネルギー部会、国土交


通省 社会資本整備審議会 
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【結論を得る時期等】 


・ 23 年４月の閣議決定において、下水熱・河川熱等の未利用エネルギーの活


用ルールを整備することとされている。 


・ エネルギー・環境会議「エネルギー需給安定関連の規制・制度改革リスト」


掲載項目 


・ 23 年中に検討を開始し、結論を得られたものから逐次措置。 


 


 


○重点番号１８：地球温暖化対策地方公共団体実行計画における再生可能エネルギ


ー等導入の位置づけ強化（再掲） 


 


【改革の方向性】 


地方公共団体が主導した再生可能エネルギーや未利用エネルギーの導入促進


のため、地球温暖化対策法において策定義務が課されている地方公共団体実行


計画における導入目標の設定の在り方、条例との連携等について検討する。 


 


【検討の対象】 


対象：地球温暖化対策推進法（地方公共団体実行計画策定マニュアルを含む） 


検討の場：環境省 


 


【結論を得る時期等】 


・エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策工程表」掲載項目 


・23 年度に検討開始、24 年度中に措置。 
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おわりに ～規制・制度改革の重点課題の実行に向けたプロセス 


 


規制改革アクションプランでは、原則、年度内に結論を得るべき規制・制度改革


として、 


・ 電力システムの改革で９項目（送配電、スマートメーター・電気料金、卸市場）、 


・ 再生可能エネルギーの導入加速で９項目（太陽、風力、地熱、再生可能エネル


ギー共通項目）、 


・ 省エネルギーの推進で８項目（ピーク対策、蓄電池、省エネ基準、熱利用） 


の重点課題を特定した。あわせて、その改革の方向性、検討対象（法律、政令改正、


省令改正、規則改正など）、結論を得る時期等を明示した。 


 


規制・制度改革に関する分科会4においては、エネルギー分野の改革が優先課題の


一つとして議論されている。この規制改革アクションプランに従い、エネルギー・


環境会議は、行政刷新会議や関係省庁と連携して検討を行いながら、各省庁におけ


る取組を促し、課題を解決する。 


 


今後、民間からの意見聴取結果を踏まえつつ、年末には規制改革アクションプラ


ンの進捗報告をエネルギー・環境会議で行い、年度末には最終的な報告を取りまと


める。この中で、年内に措置が可能なものについては、速やかに措置する。 


 


 


                                                  
4 「規制・制度改革に関する分科会」は行政刷新会議の下に設置されており、平成 23 年 10 月３日に分科会が開


催された。 
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別表 ～国民的な議論を深めるために 


 


再生可能エネルギーへの関心は高い一方で、規制・制度改革の対象となる項目や


論点等が共有されておらず、個々の現場では過去の経験、他のケースの教訓が生か


されていない。 


 


このため、本文に掲げた重点課題を含め、現時点で関係府省が取り組むこととし


ている又は検討することとしている規制・制度改革事項を別表の「実施・検討事項


詳細リスト」に取りまとめた。この中には、既に行政刷新会議などで議論され、改


革の方向性について閣議決定されているものやその拡充・前倒しも含まれる。詳細


リストの項目については、詳細リスト中のスケジュールに従い、検討・措置する。 


 


この詳細リストは、再生可能エネルギーに関心のある民間事業者、地方自治体な


ど多くの方々の議論をより意義深いものとすることを目的として公表する。また、


このリストに掲げられた事項以外にも様々な規制・制度改革に関する要望や課題が


あり、これらについて、規制・制度改革に関する分科会等の場において幅広い検討


がなされることが必要である。 


 


革新的エネルギー・環境戦略は、本年７月 29 日決定の基本理念、すなわち、国


民的な議論を経て決定することとしている。詳細リストは、この基本理念を実行す


るために明らかにする。 







重点
１


1 自家発補給契約の見直し


自家発等の保有者は、発電機を系統に連系する際の事実上の要
件として、自家発の故障等に備えた自家発補給契約（バックアップ
のための売電契約）を電力需給契約とセットで締結することを求め
られているが、自家発の供給力の有効かつ積極的な活用の観点
から、自家発補給契約のみを異なる事業者と締結することを実質
的に可能とするなど、その負担を実質的に引き下げる方向でルー
ル等を見直す。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


2 自家発アンシラリーサービス料金の見直し


自家発を設置する場合に、容量ベース（kW）で各電力会社が徴収
するアンシラリーサービス（電力の安定のために一般電気事業者
が行う周波数維持等のサービス）料金について、系統全体の調整
機能の確保方策の観点も踏まえ、その在り方を再検討する。


23年度中に検討開始


重点
２


3 インバランス料金の引下げ


自家発等の積極的な活用の観点から、市場監視の実施を前提に、
夜間等、取引所価格が相対的に低い時間帯において、特定規模
電気事業者の託送に係る同時同量ルールに基づくインバランス料
金の水準を客観的データに基づき大幅に引き下げ、その関連デー
タを公開する方向で見直す。


一般電気事業託
送供給約款料金
算定規則


23年度中に結論、速やかに措置。


重点
３


4 自家発余剰電力の有効活用


電力需給が逼迫している中で、需要家が自家発で発電した電気
を、電力会社の系統（送電網）を活用して別の需要地にある自社又
は関係会社等で有効活用することなどにより、需要家による節電
の取組の選択肢を拡大する。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


重点
４


5 送電における広域的運用の実施


再生可能エネルギーの導入拡大の観点から、特に東日本地域に
おいて、隣接する一般電気事業者の調整力（余剰電力発生時等の
下げしろ）等も活用することにより、風力発電の導入量を拡大する
方向で運用を見直し、その内容を公表する。
中期的には、再生可能エネルギーの導入拡大や自家発等を活用
した広域的な電力供給を更に促すため、５０ヘルツ地域、６０ヘル
ツ地域全体でインバランス算定を行うとともに、３０分一定量の計
画値によらずとも連系線の利用を可能とすることを含めて検討す
る。


-


前段（隣接一般電気事業者の調整力
の活用）については、23年度中に結
論、速やかに措置。
後段（同時同量ルールの広域的運
用）については、23年度中に検討開
始。


6
一般電気事業者管内における再生可能エネルギー
の導入可能量拡大


再生可能エネルギーの導入促進の観点から、各一般電気事業者
管内における風力発電等の再生可能エネルギーの導入可能量を
拡大する方向で改めて精査する。


-
23年度中に検討開始、結論を得て速
やかに実施。


重点
５


7 再生可能エネルギーの優先接続ルールの整備


買取制度のもとで、再生可能エネルギーの多様なプレーヤーによ
る導入を促すための接続ルールを整備、公表する。
また、一般電気事業者は接続の可否の判断について接続申請者
に対し説明責任を負い、紛争となる場合には、一般電気事業者が
一義的な挙証責任を負う方向で、中立的な第三者が裁判外紛争
処理（ＡＤＲ）を行うよう、ルールを策定する。


電気事業者による
再生可能エネル
ギー電気の調達に
関する特別措置法
電気事業法
送配電等業務支
援機関（ＥＳＣＪ）の
ルール


23年度中に結論、再生可能エネル
ギーの買取制度の導入に合わせて
措置。


重点
５


8 再生可能エネルギーの優先給電ルールの整備
再生可能エネルギー電源について、需要が少ない時期等における
給電指令時の出力抑制順位を下位に設定することにより、優先的
な給電を確保するよう、ルールを策定する。


送配電等業務支
援機関（ＥＳＣＪ）の
ルール


23年度中に結論、再生可能エネル
ギーの買取制度の導入に合わせて
措置。


9 蓄電池を利用する際の託送ルールの見直し


蓄電池の活用と競争条件公平化の観点から、蓄電池を活用する
際に託送料金が２回課金される状況を改める。具体的には揚水発
電と同様に、蓄電池経由の送電は託送料金が１回だけ課金される
ようルールを見直す。


電気事業法の特
例承認


23年度中に結論、速やかに措置。


10 情報開示の強化・透明性の向上


電力の需給予想や需給動向、各社の収支情報や規制料金算定の
基礎となる数字（供給約款及び託送供給約款の変更届出書等）等
について、透明性向上の観点から、電気事業者による積極的な公
表・情報提供を促す。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


11 送電システムの機能強化（マスタープラン策定）
連系送電線の強化による広域的電力供給確保の強化や、地域間
の電力融通をより柔軟に行うこと等を可能とするため、連系線の強
化等に係るマスタープランを策定する。


- 23年度中に策定


12
日本卸電力取引所取引におけるゼロヒモ付けルー
ルの廃止


自家発等の卸電力市場への参入を促進するための手続負担の緩
和の観点から、日本卸電気取引所の取引を行う際に、トラブル等で
電源の変更を行う際、予備電源としてあらかじめ特定した電源以外
の活用を禁止するルール（ゼロヒモ付けルール）を廃止するなどの
負担緩和措置を講じる。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


13
一般電気事業者による調達コスト低減に向けた効率
化


再生可能エネルギーの大量導入にも対応した送電・配電網の強化
や、スマートメーターの導入等に対応して、今後、性質上独占であ
る送配電部門をはじめとしてさまざまな調達が行われる中で、コス
トの上昇を抑制する観点から、入札による調達を積極的に実施す
るなど、一般電気事業者による一層の効率化努力を求め、その状
況について適切な形で説明・公表を求める。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


（別表）エネルギー規制・制度改革アクションプラン　　実施・検討事項詳細リスト


重点
番号


通し
番号


規制改革項目名 規制改革の内容
関連法律・政令の


条項等
スケジュール等


１．電力システムの改革


１－１．分散型電源の活用拡大（自家発や再生可能エネルギー等の分散型原電の参入促進とこれを支える送配電事業の中立性・公平性強化）







（別表）エネルギー規制・制度改革アクションプラン　　実施・検討事項詳細リスト


重点
番号


通し
番号


規制改革項目名 規制改革の内容
関連法律・政令の


条項等
スケジュール等


重点
６


14
柔軟な料金メニューの設定と需要家によるピークカッ
ト省エネの誘引強化


産業・業務・家庭すべての部門において需給動向の変化を踏まえ
た柔軟な料金メニューを設定し、需要家による主体的な節電に向
けたインセンティブを強化する。


- 23年度中に結論、速やかに措置


15
需要家の選択肢拡大のための小売自由化範囲の拡
大の検討


小売事業解禁も含めた小売自由化範囲の拡大を検討する。 電気事業法 23年度中に検討開始


重点
７


16
スマートメーターの導入促進（電気事業者による導
入）


スマートメーターを今後５年以内に総需要の８割まで集中整備する
との政府目標に向け、一般電気事業者によるメーターの加速的な
導入を制度的に担保する仕組みを整備する。


23年度中に結論、速やかに措置。


重点
７


17 スマートメーターの導入促進（検定料の見直し）
スマートメーターの導入インセンティブを付与する観点から、計量法
に基づく検定手数料を引き下げる方向で見直しを行う。


計量法関係手数
料令


23年度中に結論、速やかに措置。


重点
８


18 スマートメーターのインターフェース等の標準化


家庭におけるエネルギー使用情報の活用による一層の省エネを図
るべく、スマートメーターとＨＥＭＳとの情報連携に必要なインター
フェースの標準化及びその前提となる電力会社等から提供される
データフォーマットの統一を行う。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


19 需要家群による需給管理の推進
複数の需要家等の需給の一括管理を行うアグリゲーター等の事業
が可能となるよう、必要な仕組みを整備する。


- 23年度中に結論。速やかに措置。


20 電力使用制限の手続の明確化等
電力使用制限（電気事業法第２７条）についての手続、罰則の発動
に関する規定について、必要に応じて見直しを行う。


電気事業法 23年度中に検討開始。


21 新規電源設置におけるＩＰＰ入札の実施


電力コスト上昇を抑制する観点から、過去の火力全面入札制度や
その後の環境変化も踏まえつつ、一般電気事業者が新規電源を
設置する場合には、入札により自社電源と独立系発電事業者（ＩＰ
Ｐ）のうちコストの安い電源を導入することを原則とし、その結果に
ついて一般電気事業者に報告を求める。


- 23年度中に結論。


22
一定規模以上の発電事業者の電気事業法における
位置づけの明確化


一定規模以上（たとえば１万kW以上）の発電事業者を届出制とし、
緊急時における供給命令の対象とすることにより、緊急時における
供給主体として位置付ける。


電気事業法 23年度中に検討開始。


23 電力供給計画における国の関与の強化


現状、国が供給計画の変更命令を発動することは、「広域的運営
による電気事業の総合的かつ合理的な発達を図るため適切でな
いと認められるとき」に限定されているが、この要件を見直し、安定
供給確保や連系線増強等に向けた国の関与を強化する。また、広
域的な運用を踏まえつつ、予備率目標に係る国の関与のあり方に
ついても、合わせて検討する。


電気事業法 23年度中に検討開始。


重点
９


24 卸・ＩＰＰの発電余力の活用


卸電気事業者及び卸供給事業者（IPP等)については、通常、契約
において４０～８０％の設備利用率をベースとした発電パターンが
定められているため、夜間等に発電余力があるケースがある。設
備利用率を向上させて取引所への玉出し等を行うことで、（１）卸・Ｉ
ＰＰは追加的な利益を獲得し、（２）卸・ＩＰＰと契約する電力会社は、
卸供給契約における固定費部分の実質的な引き下げを受け（利益
の一部配分を受ける）、（３）買い手側電力会社は、火力代替電源
の焚き増しによるコスト増加を抑制することが可能。このため、電気
事業法第２２条の卸供給契約との関係を整理し、ＩＰＰの余剰電力
の活用が可能となるルールを整備する。


電気事業法第２２
条


速やかに結論、年内に措置。


25 常時バックアップ・部分供給のあり方見直し


常時バックアップについては、ＰＰＳが卸電力取引所のスポットとの
裁定取引が可能な制度設計となっており、望ましい市場形態とは
いえない。他方で、新規参入者にとってはベース電源（原子力・石
炭・水力）の確保が困難であることから、常時バックアップの料金体
系をベース系（基本料金を上げ、従量料金を下げる）とする方向で
見直す。これにより、小売分野におけるミドル・ピーク電源での競争
を促す。
または、現状、禁止はされていないものの広がっていない部分供
給について、需要家が望む場合には電力会社が応じることを求め
（ガイドライン化）、ベース部分を電力会社が供給し、ミドル・ピーク
での競争を促す。


適正な電力取引に
ついての指針


23年度中に検討開始。


26 逆潮流防止装置設置に係る運用見直し


自家発・分散型電源の系統連系協議に際して、逆潮流を希望する
電源に対して逆潮流を認めない運用をしていると捉えられる事例
があるが、単独運転防止装置の設置等で保安上及び電力品質上
の措置が講じられているケースでは、合理的な要件とはいえず、自
家発を抑制する方向に働くため、電力品質確保に係る系統連系技
術要件ガイドラインや電気設備の技術基準の解釈に沿った対応を
求める。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


27 卸電力取引所の中立化・法定化


一般電気事業者以外の多様な主体による電気事業への参入を促
し、電力供給体制をより柔軟化するため、卸電力取引所の法定化
等の改革を行う。あわせて、卸取引所の活用の抜本的拡大を図る
ための制度的枠組みについても検討する。


電気事業法 23年度中に検討開始。


１－２．スマートメーターの導入促進と柔軟な電気料金メニューの設定（需要システム）


１－３．卸市場の活性化によるコスト低減（発電システム）
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28 卸電力市場の整備・活性化


震災直後に東京電力管内で、日本卸電力取引所の取引が中止に
なったことを踏まえ、取引の実施及び中止について、取引所におけ
るルールを明確化する。
また、事故時等における代替供給力の確保をより円滑化する観点
から、時間前市場取引（第2場等）における連系線分断を原則とし
て撤廃する方向で見直しを行う。また、卸電力取引所における自家
発等による市場への応札を増加させるインセンティブとする観点か
ら 、卸電力取引所のスポット取引におけるブロック商品について、
費用対効果も踏まえつつ、導入を検討する。


- 23年度中に結論、速やかに措置。


29
再生可能エネルギーの買取りにおける専用線での全
量買取りの実施


特別高圧又は高圧の需要家が一定規模以下の発電設備を設置し
て全量買取を求める場合において、需給契約のための引込線と別
途、高圧又は低圧の送配電線へ専用線で連系し買取りを求めるこ
とを認める。


電気事業者による
再生可能エネル
ギー電気の調達に
関する特別措置法
電気事業法


23年度中に結論、全量買取制度の
実施と合わせて措置。


30 リスクに強い燃料供給体制の整備（石油）
災害時等の緊急時における燃料供給の実効性を高めるため、石
油の備蓄等に関する制度のあり方を検討する。


石油備蓄法、石油
需給適正化法


23年度中に検討開始、23年度中結
論


31 リスクに強い燃料供給体制の整備（天然ガス）
エネルギーの安定供給に資する天然ガスパイプラインの整備等に
関する制度を検討する。


ガス事業法 23年度中検討開始


32
ガス導管事業の用に供する導管の道路占用許可
[23年4月閣議決定]


省エネ・省CO2 化に資する天然ガス供給拡大のためのガスパイプ
ラインの敷設円滑化という公共性の高さ及び政策的課題の実現の
観点から、経済産業省及び国土交通省は、事業者によるパイプラ
インの設置計画等を関係道路管理者に情報提供することにとどま
ることなく、両省が協議の上、道路占用許可が円滑に取得できるよ
う検討し、結論を得る。その上で、国土交通省は関係道路管理者
に対して、当該事務の取扱いを通知するとともに、本通知が道路管
理者において周知徹底されるよう取り組むこととする。


道路法第32条、第
33条、第36条


23 年度中検討・結論・措置


33


ガスパイプラインのインフラ整備に資する占用許可
要件等の柔軟化・明確化（河川縦断時の埋設要件・
河川区域内での防護装置）
[23年4月閣議決定]


① 河川近傍における占用施設の安全性確保の観点も踏まえ、河
川の一部を縦断する占用に対して、どのような社会的な要請があ
るかを明らかにして、河川の規模や状況等に応じた、治水上問題と
ならない縦断占用の要件等を明確化する方向で検討し、結論を得
る。


② また、河川区域内での防護装置についても、二重構造と同程度
の安全性を有する一重構造が実用可能かについて技術的な調査
を実施する。


河川法
①22 年度検討開始、23 年度中結論


②22 年度検討開始、23 年度中結論


34


ガスパイプラインのインフラ整備に資する占用許可
要件等の柔軟化・明確化（高速道路の占用許可要
件）
[23年4月閣議決定]


高速道路については、道路法に基づく義務的占用の対象であり、
許可基準（手続・技術的基準）も一般道路等と同様の取扱いとなる
ことについて関係道路管理者に対して、周知する。


道路法第３条、第
36条


23 年度中措置


35


ガスパイプラインのインフラ整備に資する占用許可
要件等の柔軟化・明確化（農業用道路の占用許可要
件）
[23年7月閣議決定]


社会インフラの整備に係る地方公共団体及び土地改良区が所有
する農業用道路の占用許可要件等について、農林水産省は、道路
法の取扱い（義務的占用）を参考とし、占用条件の明確化が可能と
なる方向で検討し、結論を得る。その上で、関係地方公共団体等
に対して、当該事務の取扱いを通知する。


－ 23 年度中結論・措置


36
農地におけるガス事業の公益特権の整備及び明確
化
[23年7月閣議決定]


①農地転用が認められた事業実施に際し、機材の保管や重機等
の搬入出用、立て杭用として一時的に農地転用許可を受けていな
い農地を仮設用地に利用する場合については、農地転用許可では
なく、一時転用許可で足る旨、周知徹底する。


②ガス事業法によるガス工作物の設置又は管理に係る行為は、公
益性が特に高いと認められる事業として、農用地区域内での開発
行為に関して都道府県知事の許可が不要とされていることを周知
徹底する。


農地法、農業振興
地域の整備に関す
る法律


①23 年度中措置


②23 年度中措置


重点
10


37 電気事業法上の保安規制の見直し
500kW以上の太陽光発電設備に求められる工事計画届出及び使
用前安全管理審査の不要範囲を拡大する。また、使用前安全管理
審査における負荷遮断試験等の試験方法を合理化する。


電気事業法


工事計画届出及び使用前安全管理
審査の不要範囲拡大については、23
年度中に結論、速やかに措置。
負荷遮断試験等の試験方法合理化
については、24年度中に結論、速や
かに措置。


重点
11


38 工場立地法上の取扱いの見直し
メガソーラー（1000kW以上の大規模太陽光発電施設）の立地制約
として指摘されている工場立地法上の生産施設面積規制（敷地面
積の50％以内）について検討し、所要の見直しを行う。


工場立地法第4条
に基づく準則


23年度中に結論、速やかに措置


39
農地法面を利活用した太陽光発電設備設置に係る
基準の見直し
[23年7月閣議決定]


農地の有効活用の観点から、畦畔・法面部分における太陽光発電
設備の設置に当たっての農地転用許可の要否に係る判断基準を
明確化し、関係者へ周知徹底を行う。


農地法第4条第１
項


23年12月までを目標に、地方農政局
及び都道府県に対し農村振興局長
通知を発出し、都道府県を通じて市
町村及び農業委員会へ左記内容を
周知。


40
太陽光発電の附属設備を収納するコンテナに関する
建築基準法及び消防法上の取扱いの明確化


パワーコンディショナ-や蓄電池等の太陽光発電システム機器を収
納する専用コンテナについて、その利用実態等を踏まえて建築基
準法上の取扱いの明確化を図ることを検討するとともに、消防法上
の消防用設備等の設置に関する取扱いを明確化する。


建築基準法
消防法


建築基準法：23年度中検討、結論
消防法：23年度中措置


41
道路への設置許可対象の範囲拡大
[23年4月閣議決定]


太陽光発電設備について、道路構造及び交通の安全に与える影
響を勘案し、道路占用許可対象物件への追加を検討し、結論を得
る。


道路法第32条、第
33条


23年度中検討・結論


２．再生可能エネルギーなどの導入加速（供給構造改革）


２－１．太陽光発電
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重点
12


42
自然公園における風力発電施設の審査に関する技
術的ガイドラインの見直しの検討


自然公園における風力発電施設の審査に関する技術的ガイドライ
ンについて、事業者等の意見を聴取した上で、風力発電の特性を
踏まえた見直しを行うことを検討する。


風力発電施設の
審査に関する技術
的ガイドライン


23年中に事業者等の意見を聴取した
上で、見直しを検討


43 風力発電に関する構造基準の見直し
風力発電機に関する構造基準の合理化に向けて、事業者等との
検討を進める。


建築基準法 早期に結論・措置


重点
13


44
海洋再生可能エネルギー利用促進のための制度整
備方針（仮称）の策定


洋上風力発電等の海洋再生可能エネルギーについて、大規模な
総合実証実験海域の整備や漁場利用との調整円滑化に向けた仕
組み等について検討を行い、制度整備方針を策定する。


海洋再生可能エネ
ルギー利用促進の
ための制度整備方
針（仮称）の策定


23年度中に検討開始、24年春頃に
総合海洋政策本部会合で決定し、逐
次措置


重点
13


45 洋上風力発電に関する諸規制について整理・検討
洋上風力発電に関する制度環境を整備すべく、建築基準法、電気
事業法その他の関係法令上の取扱い等、諸規制の適用のあり方
について整理・検討する。


建築基準法、電気
事業法など


23年度中に検討開始


重点
13


46 浮体式洋上風力発電に関する安全基準等の創設等
浮体式洋上風力発電施設特有の課題である漂流、転覆、沈没等、
浮体・係留設備の安全性に関する技術的検討を行い、安全ガイド
ラインを策定する。


安全ガイドライン
の策定 23年度中に検討開始


重点
14


47
自然公園法に基づく立地規制の許可要件の明確化
等


地熱発電施設を当分の間６箇所に限定するという通知を廃止し、
傾斜掘削による自然公園の地下開発であれば許可可能である旨
通知するとともに、自然公園の区分や開発段階（地表探査、掘削
調査、発電設備設置等）ごとに開発許可が可能となる要件や方法
を検討し、明確化する。併せて、具体的な案件を対象に関係者の
合意形成・連携促進のための優良事例の形成を図る。


自然公園法施行
規則第11条、地熱
発電に係る過去の
通知


23年度中に結論、速やかに措置


重点
15


48
温泉法における掘削許可の判断基準の考え方の策
定


地熱発電のための掘削が温泉に及ぼす影響について、関係者に
意見を聴取の上、科学的に検討を行い、温泉法における掘削許可
の判断基準の考え方を策定する。


温泉法第4条の運
用


23年度中結論・措置


49 温泉審議会等の構成員のあり方の見直し
掘削許可の可否について審議する温泉審議会において近隣温泉
への影響等を技術的・科学的見地から判断できる地質等の専門家
の参画を検討するよう通知する。


温泉法第4条の運
用


23年度中結論・措置


50 掘削許可の対象の明確化
温泉法上の掘削許可の対象は温泉を湧出させることを目的とする
場合であり、温泉の湧出を目的としないいわゆる調査井や還元井
については、掘削許可の対象外である旨明確化する。


温泉法第4条の運
用


23年度中結論・措置


51 ボイラー・タービン主任技術者の選任範囲の見直し


地熱バイナリー発電（温泉発電）に関するボイラー・タービン主任技
術者の不要範囲を拡大する。その他フラッシュタイプ等の地熱発電
についても、ボイラー・タービン主任技術者の不要範囲の拡大を必
要に応じて検討する。


電気事業法


地熱バイナリ―発電については、23
年度中措置。
その他の方式については、24年度結
論、必要に応じて速やかに措置。


52 地熱発電所の熱水の多目的利用


地熱発電に利用した熱水を地域の暖房システムや道路の融雪、温
泉旅館などへ多目的利用する場合、熱利用等した熱水の地下へ
の還元ができるよう、水質汚濁防止法等の趣旨を踏まえ、地下水・
地盤環境への影響を適切に配慮し、円滑に地熱利用が図られるこ
とが可能となる要件や方法について明確化する。


水質汚濁防止法
第12条、第12条の
3


23年度中検討開始


53 環境影響評価の迅速化
地熱発電等再生可能エネルギーに係る環境影響評価について、
手続きの迅速化が図られるよう、事業者が行う環境影響評価に必
要となる情報提供を行う。


環境影響評価法 23年中検討開始


54
河川環境・発電規模・利用場面等に応じた水利権の
許可手続きの合理化


小水力発電に関しては、過去に閣議決定された改革事項を含め、
一連の規制・手続き等に関して、次のスケジュールにより見直しを
進めていく。具体的には、23年度中に、従属発電に係る水利使用
許可手続の簡素化・標準処理期間の短縮化、一定の小水力発電
に係る河川環境調査等の不要化を行うとともに、発電水利権の許
可手続に関する相談窓口を設置する。加えて、小水力発電施設に
係る構造基準の検討、河川環境への影響度に係る調査研究に23
年度中に着手するとともに、構造基準に関しては早期に結論を得
る。


河川法
規制改革の内容の欄のスケジュール
に沿って対応


55
自然公園内における小水力発電設備設置に係る審
査手続の簡素化
[23年7月閣議決定]


周辺環境に与える影響が小さいと判断される小規模な水力発電設
置や既設設備を利用した発電設備の設置については、自然公園
法に基づく許可に係る環境影響調査を不要とする、あるいは、既往
の文献調査や聞き取り調査のみで可とするなど、当該調査の在り
方について広く周知することにより、審査手続の透明化を図る。


自然公園法 23年度中措置


56
ダム水路主任技術者の取扱いの見直し
[23年4月閣議決定]


ダムを有する大規模水力発電所等と比較して、公衆や第三者に対
するリスクが小さいと考えられる小水力発電所については、一定の
条件の下、外部の有資格者をダム水路主任技術者に選任すること
（いわゆる派遣）を可能とする。


電気事業法 23 年度中検討・措置


57
木質バイオマスを火力発電所等でボイラー燃料とし
て利用する場合の規制の在り方の検討


木質バイオマスを火力発電所等でボイラー燃料として利用する場
合の廃棄物処理法に基づく規制の在り方について、実態を十分に
把握した上で必要に応じて見直しを行う。


廃棄物処理法 引き続き検討


58
準工業地域におけるバイオガスの製造の適用除外
[23年4月閣議決定]


下水処理場を所有する地方公共団体の公共性の高さ及び省エネ・
省CO2 化に資する政策的課題の実現の観点から、製造工程が消
化ガスに含まれる不純物除去等であり、高度な製造技術を要しな
い下水処理場等で発生のバイオガスについて、建築基準法施行令
の適用除外・技術的指針の明示等により、立地を容易にする方向
で検討し、結論を得た上で、速やかに措置する。


建築基準法 23 年度中検討・結論・措置


59 バイオマス資源の利用拡大
バイオマス資源の利用円滑化に向けた規制の見直し等について検
討する。


－ 23年度中に検討開始


２－２．風力発電


２－３．地熱発電


２－４．水力発電・バイオマス







（別表）エネルギー規制・制度改革アクションプラン　　実施・検討事項詳細リスト


重点
番号


通し
番号


規制改革項目名 規制改革の内容
関連法律・政令の


条項等
スケジュール等


重点
16


60
農山漁村における導入促進に係る農林地等の利用
調整の円滑化


農山漁村において再生可能エネルギーの導入を促進するため、食
料供給及び国土保全と両立する土地等の利用調整に関する適切
な方針に基づき再生可能エネルギー発電施設を導入する場合の
農地法、森林法の特例、耕作放棄地の集約化や農地の換地に関
する特例措置等を講ずるための制度の創設に関する課題につい
て検討を行う。


農地法、森林法な
ど


23年度中結論


61
国有林野における許可要件・基準の見直し①
[23年7月閣議決定]


① 再生可能エネルギー発電設備に係る国有林野の貸付要件のう
ち、地方自治体の基本構想等への位置付けについては、地方自治
体（議会を含む）の「同意」でも可能とする。また、売電先規制につ
いては、これまでの一般電気事業者に加え、卸電気事業者、特定
電気事業者を追加し、これらの事業者への売電量が発電量の過半
を超えるのであれば貸付要件を満たすことを明確化する。


② あわせて、全量固定価格買取制度に係る法案が成立し、特定
規模電気事業者に再生可能エネルギーの調達義務が課された場
合には、貸付要件に係る売電先に特定規模電気事業者を追加す
る。


③ 熱供給や蒸気供給等、再生可能エネルギー発電附属のエネル
ギー供給事業については、事業終了後の施設の撤去等について、
当該事業者が十分確実な履行能力を有すると明確に認められる
場合、又は、発電事業者と附属のエネルギー供給事業者とが協定
を結ぶなどにより、双方が連帯して責任を負うことが明確である場
合に、貸付対象として認めることを明確化する。


国有林野の管理
経営に関する法律
第7条第1項、林野
庁長官通知「国有
林野を自然エネル
ギーを利用した発
電の用に供する場
合の取扱いについ
て」


林野庁長官通知「国有林野を自然エ
ネルギーを利用した発電の用に供す
る場合の取扱いについて」を23 年度
中に改正。


重点
17


62
国有林野における許可要件・基準の見直し②
[23年７月閣議決定]


再生可能エネルギー発電事業及び再生可能エネルギー発電附属
のエネルギー供給事業に公共性・公益性を認めることを視野に入
れ、国有林野を使用させる場合について明確化するように関係省
庁間で検討・整理する。


再生可能エネル
ギー発電事業等の
用への国有林野
の使用に係る関係
法令等


関係省庁間で23年度中に検討・整理
し、結論


63
民有林における開発許可に係る取扱いの明確化
[23年7月閣議決定]


残置森林及び隣接地に係る地権者等の同意は、林地開発許可制
度上、必要条件とはなっていないことを改めて周知する。


森林法施行規則
第2条第2号の運
用


23年度開催の都道府県の実務担当
者会議等を通じて都道府県へ左記内
容を改めて周知。


64
保安林における許可要件・基準の見直し
[23年7月閣議決定]


① 保安林の指定目的や指定状況を再精査する手法を整理し、そ
の手法を踏まえ、適切に対応する。


② 再生可能エネルギーの重要性に鑑み、全量固定価格買取制度
に係る法案が成立し、特定規模電気事業者に再生可能エネル
ギーの調達義務が課された場合には、保安林の持つ水源涵養や
災害防止等の機能にも十分配慮した審査を行うことを前提に、急
傾斜地で特に崩壊しやすい箇所等を除くという原則に従い、地域で
推進すべき位置付けにある事業を「公益上の理由」による解除とし
て取り扱う。


③ 再生可能エネルギーの重要性に鑑み、保安林を再生可能エネ
ルギー設備に供する場合の許可要件（保安林内作業許可及び保
安林指定解除）について、実情を踏まえつつ、運用に係る留意事
項を整理の上、都道府県へ周知する。


森林法第26条、第
26条の2（保安林
指定解除）、第34
条（保安林内作業
許可）


①23 年度中に保安林の再精査の手
法を整理するとともに、24 年度以降
地域森林計画等の樹立に併せて、順
次再精査を実施。


②再生可能エネルギー発電設備の
認定基準の制定に併せて運用通知
により都道府県等へ左記内容を通
知。


③24 年度に都道府県実務担当者会
議等を通じて都道府県へ左記内容を
周知。


65
農地における開発に係る取扱いの周知
[23年７月閣議決定]


第２種農地及び第３種農地に該当する土地については、農地転用
許可を受けて、再生可能エネルギー発電設備及び再生可能エネル
ギー発電事業者による送電用電気工作物等の設置が可能である
こと、並びに耕作放棄地のうち、非農地として区分された土地につ
いては、事業主体によらず、再生可能エネルギー発電設備及び送
電用電気工作物等の設置が可能であることを周知する。


農地法第4条弟1
項、第5条第１項


23年12月までを目標に、地方農政局
及び都道府県に対し農村振興局長
通知を発出し、都道府県を通じて市
町村及び農業委員会へ左記内容を
周知。


66
農用地区域内における開発に係る取扱いの周知
[23年７月閣議決定]


農用地区域内の耕作放棄地のうち、非農地として区分された土地
については、農用地区域からの除外手続を経ることにより、再生可
能エネルギー発電事業者による送電用電気工作物等の設置が可
能であることを周知する。


農業振興地域の
整備に関する法律
第15条の2


23年12月までを目標に、地方農政局
及び都道府県に対し農村振興局長
通知を発出し、都道府県を通じて市
町村及び農業委員会へ左記内容を
周知。


67 固定価格買取制度の創設
再生可能エネルギー電気の固定価格買取制度の施行に向けて
ルールを整備する。


電気事業者による
再生可能エネル
ギー電気の調達に
関する特別措置法


24年7月1日施行に向けて対応


重点
18


68
地球温暖化対策地方公共団体実行計画における再
生可能エネルギー等導入の位置付け強化


地方公共団体が主導する再生可能エネルギーや未利用エネル
ギーの導入促進のため、地球温暖化対策法において策定義務が
課せられている地方公共団体実行計画における導入目標の設置
の在り方、条例との連携等について検討する。


地球温暖化対策
推進法第20条の
３、「地方公共団体
実行計画策定マ
ニュアル」


23年度中に検討開始、24年度措置


－ 送配電システムの機能強化（マスタープラン策定） ＜１－１　送配電事業の中立性・公平性　番号11の再掲＞ - －


重点
４


－ 送電における広域的運用の実施 ＜１－１　送配電事業の中立性・公平性　番号５の再掲＞ － －


－
一般電気事業者管内における再生可能エネルギー
の導入可能量拡大


＜１－１　送配電事業の中立性・公平性　番号６の再掲＞ － －


重点
５


－ 再生可能エネルギーの優先接続ルールの整備 ＜１－１　送配電事業の中立性・公平性　番号７の再掲＞ － －


重点
５


－ 再生可能エネルギーの優先給電ルールの整備 ＜１－１　送配電事業の中立性・公平性　番号８の再掲＞ － －


－
再生可能エネルギーの買取における専用線での全
量買取の実施


＜１－３　　卸市場の活性化　番号29の再掲＞ － －


２－５．再生可能エネルギー電源共通項目







（別表）エネルギー規制・制度改革アクションプラン　　実施・検討事項詳細リスト


重点
番号


通し
番号


規制改革項目名 規制改革の内容
関連法律・政令の


条項等
スケジュール等


３．省エネルギーの推進（需要構造改革）


重点
19


69 省エネ法におけるピーク対策の積極評価


工場等のエネルギー対策において、エネルギー使用量の原単位改
善に加え、分散型電源、蓄電池等によるピークの平準化を総合的
に評価できる体系とする。ピークシフトの目標を設定し、その目標を
達成すれば、エネルギー使用量の原単位改善目標を緩和できるこ
ととすることについて検討する。


省エネ法


23年度中に検討を開始し、結論を得
られたものから逐次措置。
法的対応が必要な場合には次期通
常国会で提出。


重点
20


70 需要側のピーク対策における供給事業者側の協力
エネルギー供給事業者に対して、需要側のピーク対策への協力計
画（エネルギー情報の提供、スマートメーターの導入等）の策定・公
表を義務づける。


省エネ法


23年度中に検討を開始し、結論を得
られたものから逐次措置。
法的対応が必要な場合には次期通
常国会で提出。


重点
21


71 リチウムイオン電池の取扱い規制の見直し


リチウムイオン電池の現在の規制について、電気用品安全法等の
関連する規制を踏まえ、事業者及び関係省庁を交えた検討会等を
開催の上、安全性の確保を大原則としつつ、封口前後の状態に応
じた危険性を再検証し、その結果に応じて取扱いの変更を行う。


消防法 23年中に結論、速やかに措置。


重点
22


72 リチウムイオン電池の非常用電源としての使用解禁
リチウムイオン電池を消防法上の非常用電源として活用できるよ
う、所要の規程を整備する。


消防法


現在、リチウムイオン電池を非常用
電源の蓄電池設備として用いる場合
に必要とされる安全対策について検
討中。
年内に結論を得た上で、消防法施行
規則に基づく消防庁告示を改正する
予定。


－ 蓄電池を利用する際の託送ルールの見直し ＜１－１　送配電事業の中立性・公平性　番号9の再掲＞ － －


重点
23


73 住宅・建築物の省エネ基準の見直し


現行の住宅・建築物の省エネ基準について、外壁、窓等の断熱性
能に加え、照明・空調・給湯器等の高効率化、太陽光発電等の創
エネについても、総合的に評価する方向で見直しを行う。また、建
築物について、現行の基準適合率等も踏まえつつ、省エネ基準を
強化する。


省エネ法等


建築物については24年度早々に措
置。
住宅については24年度以降できる限
り早期に措置。


重点
24


74 住宅・建築物のラベリング制度の充実
住宅・建築物の省エネ性能を評価するラベリング制度の充実を図
り、「見える化」を促進する。


省エネ法等 23年度中に検討開始


重点
25


75 住宅・建築物の省エネ基準適合の段階的義務化
2020年までに全ての新築住宅・建築物について段階的に省エネ基
準適合義務化を実現するため、義務化の対象、時期、必要な支援
策などについて、関係省庁が連携しながら検討を行う。


省エネ法等
2020年までに、新築住宅・建築物に
ついて段階的に省エネ基準適合義
務化を実現。


重点
26


76 熱エネルギーの活用のための制度整備


まちづくりと一体となってエネルギーインフラの整備を進めるような
省庁横断的な新たな枠組みについて、新法の創設も含めて検討す
る。また、熱供給の柔軟な運用、河川熱や下水熱等の利用、熱導
管の整備に関する規制緩和等について検討する。


熱供給事業法の
特例措置
河川水熱利用に係
る通達の改正
標準下水道条例
改正・ガイドライン
策定
など


23年中に検討を開始し、結論を得ら
れたものから逐次措置。


77
下水熱・河川熱等の未利用エネルギーの活用ルー
ルの整備
[23年4月閣議決定]


① 下水熱、海水熱、地下水熱等を利用した熱供給を行う際に必要
となる手続やルールを明確化・簡素化する。


② 河川水の熱利用のための水利使用許可手続における審査方法
等について、上記の結果や民間事業者等からの要望等を踏まえ、
見直しを検討し、結論を得る。


③ また、これらの手続やルールの検討に当たっては、関係省庁
（国土交通省、環境省、経済産業省、農林水産省）が連携し、事業
者の利便性にも配慮したものとする。その際、内閣府がフォロー
アップ主体となって進捗管理を行う。


港湾法
海岸法
漁港漁場整備法
建築物用地下水
の採取の規制に関
する法律
工業用水法
河川水熱利用に係
る通達の改正
標準下水道条例
改正・ガイドライン
策定


①23年度中措置


②23年度中検討・結論


③23年度中措置


重点
18


－
地球温暖化対策地方公共団体実行計画における再
生可能エネルギー等導入の位置付け強化


＜２－５　再生可能エネルギー共通　番号68の再掲＞ － －


３－１．需要側における電力ピーク対策の導入


３－２．蓄電池の利用拡大


３－３．民生部門を中心とした省エネ規制の徹底・強化


３－４．熱エネルギーの有効利用の推進





		①【本体】需給計画 

		②【別添１】需要家別アクションプラン

		③【別添２】電力会社のアクションプラン 

		④【別添３の１】規制改革アクションプラン 

		⑤【別添３の２】規制改革アクションプラン詳細リスト
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日本再生の基本戦略の基本的な考え方について（案） 


 


 


はじめに 


 


我が国は、世界的に大きな構造転換が進む中、成熟社会の新しい時代に応じた
産業構造への転換が遅れ、20 年の長期にわたる停滞のもと、東日本大震災からの
復興、原発事故と電力制約への対応、経済再生、財政健全化、そして円高や空洞
化をはじめ変化する国際環境への対応など、大きな課題に直面している。 
 まさに我が国は、未曾有の人口減少社会を目前に控え、元気で魅力ある国とし
て発展していくか、それとも衰退していくかの大きな分岐点にあるといえる。 
 


「希望と誇りある日本」を取り戻し、日本再生を図っていくためには、今こそ
日本の底力が発揮されるよう、数多くの課題に対し、しっかりとした優先順位に
基づく思い切った政策を重点的に展開していくことが不可欠である。 
まず、震災・原発事故からの復活を果たすとともに、経済成長と財政健全化を


両立する経済運営を実現し、経済の土台を立て直す。さらに、成長戦略を実現す
るとともに、分厚い中間層を復活させ、経済社会の持続可能性を確保しなければ
ならない。 


 
また、現下の欧州財政危機により、各国財政の持続性への関心が高まっており、


財政危機の伝播を予防しつつ日本再生を実現するためには、財政健全化への取組
みが一層重要である。同時に、リーマンショックに引き続く欧州債務危機など金
融危機が頻発する中で、第二次大戦後に構築されてきたグローバルな貿易や通貨
のシステムを支えるレジームが揺らいでおり、国際的な金融面での危機の広がり
が貿易の収縮や内向き志向につながらないよう、自由貿易を推進することが極め
て重要である。 


 
真に日本を再生することとは、日本人が「この国に生まれてよかった」と思え


る「希望と誇りある日本」を取り戻すこと。多岐にわたる分野で、我が国が切り
拓いていくべき「フロンティア（新たな可能性の開拓）」を提示するとともに中
長期的に目指すべき方向性を示し、その開拓に向けた挑戦が活力ある「希望と誇
りある日本」を築き上げていくことが重要である。 


 
このような観点から、日本再生の基本戦略では、次に掲げる事項に優先的に取


り組むよう検討を深めることとする。 
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１．震災・原発事故からの復活 


（１）東日本大震災からの復興  


被災地における雇用を始めとする生活基盤の確保に最大限努力するとと
もに、被災地の発展が持続的なものになり、被災地の復興が日本再生の先駆
例となるよう、復興特区や民間資金の十分な活用を図りながら、新産業の創
出など新成長戦略を先取りして実施する。また、新設する復興庁には強い調
整・実施権限を持たせ、各被災地に支部を置き、ワンストップで要望に対応
する。 


 


（２）エネルギー・環境政策の再設計 


福島原発事故の反省を踏まえ、事故収束と原子力安全の強化に万全を尽く
すとともに、今後３年間の「エネルギー需給安定行動計画」を推進し、ピー
クの電力不足とコスト上昇を極力回避する。 
来夏までに日本再生の柱として、新たな技術体系に基づく「革新的エネル


ギー・環境戦略」を策定し、温暖化対策と一体的に推進する。そのため、エ
ネルギー選択に向けた発電コストの徹底的な検証結果と多様な視点からの
議論で抽出された視座を踏まえて、原発への依存度を下げていく中で新たな
エネルギーフロンティアを開拓する基本方針を策定する。来春、戦略の選択
肢を提示し、国民的議論を行う。 


 


２．経済成長と財政健全化の両立 


（１）成長力強化や円高・デフレに対応したマクロ経済運営と欧州債務危機への備え 


   新成長戦略は、マクロ経済運営における当面の最重要課題をデフレの終結
としている。復興特需が見込まれる今後２年程度を大きなチャンスと位置づ
け、政府は日銀と一体となって速やかに安定的な物価上昇を目指してデフレ
脱却に取り組み、円高の影響も注視しつつ、復興特需から民需主導の経済成
長の実現を目指す。中長期的には、経済のフロンティアの開拓や新たな国際
分業、人材育成、就業促進などを通じて、2011 年度から 2020 年度までの平
均で名目成長率３％程度、実質成長率２％程度を政策努力の目標として取り
組む。 


なお、為替市場の過度な変動は、経済・金融の安定に悪影響を及ぼすもの


であり、引き続き、市場を注視し、適切に対応する。 


また、国際金融市場の変動への備えとして、諸外国、国際機関との連携の


中で、国際金融市場の安定確保に資する施策を幅広く検討し、所要の施策の


推進に努める。欧州の政府債務危機を背景とした国際金融市場の不安定化や


我が国経済への影響に対しては、政府は警戒感を日本銀行と共有し、緊密に


連携する。 
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（２）社会保障・税一体改革の着実な実現  


社会保障制度が少子高齢化などの社会経済の変化に十分対応せず、負担の伸
びが給付の増大に追いついていないことが、財政収支悪化の要因の一つであ
り、世代間や世代内の公平の確保の観点も踏まえながら、給付と負担のバラ
ンスを保ち、持続可能性を確保していくことが必要である。また、番号制度
の整備・活用などを通じて、真に助けが必要な人々に対する必要な社会保障
給付を重点化するなど、社会保障の必要な機能の充実を図るとともに、徹底
した給付の重点化・効率化を行う必要がある。 


欧州債務危機により、各国財政の信認への関心が高まっている。社会保障
制度や財政への安心感・信頼感を高めるため、社会保障の安定財源を確保し、
併せて財政健全化を同時に達成できるよう、社会保障・税一体改革成案を早
急に具体化する。 


経済成長と財政健全化は両立可能であり、車の両輪として同時に推進する。 


 


３．確かな成長の実現（経済のフロンティアの開拓） 


（１）新成長戦略の実行加速 


持続的な成長に向けて既に新成長戦略において示されている取組につい
ては、工程表に沿って施策の着実な推進を図るとともに、フォローアップを
実施する。さらに、できる限りその実行を加速化すべきものは加速化し、実
現を前倒ししていく。 


 


（２）更なる成長力強化のための取組 


東日本大震災、円高の進行等により、経済の空洞化等のリスクがより一層
高まっている。この危機を攻めに転じ、「やせ我慢」縮小経済に陥ることな
く新産業分野を創出し、新たな付加価値を創造し拡大する経済への転換を進
めていく。今日本に必要なことは、これまで成功してきた制度、政策にとら
われず、世界に向けて、そして未来に向けて不断に我が国経済、産業構造を
新しくしていく「創造的イノベーション」である。「何かにチャレンジする
ことによるリスク」よりも、「何もしないことのリスク」の方が大きい。 


このため、新成長戦略の実行加速に加え、震災後の状況を踏まえた我が国
の更なる成長力の強化に向け、予算、税、法制上の措置をはじめ、イノベー
ションの促進等に効果の大きい規制改革、行政改革など新たに取組を拡充す
る。 


この際、世界の中での需要獲得に向けて各国が激しい競争を繰り広げてい
る現実を直視し、この競争に打ち勝っていくために、起業家精神（アントレ
プレナーシップ）に富んだ世界に雄飛する人材を育成するとともに、中小企
業の潜在力強化を含め、オンリーワンの技術など非価格競争力の強化を行い、
民間活力の活性化によるダイナミックな成長を目指す。また、人口の急激な
増加に伴う食糧、水、エネルギー等の世界的な課題、さらには先進諸国にお
ける少子高齢化の進展といった課題に対応するため、我が国の強みである先
進的な技術・ノウハウ・システムを最大限に活用し、これを経済成長に結び
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付けていく。 


 


①  世界に雄飛する日本の実現（経済連携の推進や世界の成長力の取り込み） 


 世界の成長力を我が国の成長に取り込むと同時に、アジア太平洋自由貿
易圏(FTAAP)の実現に向け、日韓・日豪交渉を推進し、日中韓、ASEAN＋３、
ASEAN＋６、日 EU 等の早期交渉開始を目指すとともに、ＴＰＰ交渉参加に
向けた関係国との協議を進める。また、これまで培ってきた環境・インフ
ラ分野やコンテンツなどのソフト面での日本の強みを活かし、ＰＰＰ等も
活用しつつ、アジアを中心に世界でのビジネス展開の拡大を図り、その果
実を国内に還流させるとともに、我が国のアジア拠点化を推進する。 


 


②  環境の変化に対応した新産業・新市場の創出、金融市場の活性化 


少子高齢化等に対応したサービス産業の生産性向上、グリーン・イノベ
ーションや高齢者ニーズも踏まえたライフ・イノベーション等による新た
な成長産業の創出、産学連携による科学技術イノベーションの展開、セキ
ュリティ強化にも十分配慮した情報通信技術の利活用等を積極的に推進す
るとともに、創業支援に取り組む。また、円高メリットを活用した海外 M&A
や官民一体となった資源獲得の強化を図るとともに、必要な資金（成長マ
ネー）が新たな成長産業・市場に提供されるよう、金融資本市場の機能強
化を推進する。 


 


③  農林漁業の再生、観光振興 


若者が担う強い農林漁業の構築に向け、６次産業化等を通じた成長産業化
や農地集積等を行い、競争力の強化に取り組む。また、原発事故による風評
被害を乗り越え、訪日外国人の拡大など観光立国を推進し、日本のブランド
化等を通じて我が国の発信に取り組む。 


 


４．分厚い中間層の復活（社会のフロンティアの開拓） 


日本再生には、経済成長とともに、社会が安定し、国民が成長を実感し、将
来に対する希望を持てる環境をつくることが重要であり、成功へのインセンテ
ィブと失敗へのセーフティーネットが必要である。 
このため、国民全体で社会の幅広い人々が成長の果実を享受できるような成


長（インクルーシブな成長）と雇用の創出、質の向上などを通じた分厚い中間
層の復活を目指し、産業構造の変化や新たな国際分業に対応した人材の育成を
推進するとともに、生活の基盤となる雇用を確保することにより、全員参加型
社会の実現を図る。また、コミュニティに支えられた持続可能で活力ある地域
社会を再生する。 


 


①  すべての人々のための社会・生活基盤の構築  


全員参加型の社会の実現を目指し、これからの新しい中間層を支える若者
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の就労促進、女性、高齢者等が働きやすい環境の整備、雇用のミスマッチ解
消、再チャレンジできるセーフティーネットの整備等を推進するとともに、
地域の雇用機会の確保等を図り、すべての人々の意欲を引き出し、能力を発
揮できる環境を整備する。 


 


② 我が国経済を支える人材の育成  


我が国経済のインクルーシブな成長を目指し、産学の連携・協力を図りな
がら、教育改革や職業訓練の強化、実践的な職業能力評価の仕組みの導入、
日本人学生の海外派遣、留学生の受け入れ等を推進し、社会経済を支える人
材の底上げやグローバルに通用する高度人材の育成・確保を図る。 


 


③ 持続可能で活力ある国土・地域の形成 


人口減少が見込まれる中で、人々の生活や社会活動の基盤となる都市や地
域の活力を維持し、環境や防災等の課題に的確に対応して生活空間の魅力を
高めていくため、民間の資金やノウハウ等を最大限に活用して都市内投資の
拡大や農山漁村の活性化等を図り、「新しい公共」を活かしつつ、コミュニ
ティに支えられた課題解決型の豊かな地域づくりを推進する。 


 


５．世界における日本のプレゼンス強化 


 日本が築き上げてきた社会インフラを、アジアを始め世界に展開し、世界経
済の発展・安定化に貢献することが、日本再生にも繋がる。日本の再生は、国
際的な発展を伴わずには実現できない。このため、保健・医療、治水、防災等
の我が国が有する優れたシステム・技術の海外への提供、大規模災害時の緊急
支援等による積極的な国際貢献・国際協力を進め、世界における「人間の安全
保障」の実現に貢献する。 


また、グローバル時代の歴史的転換期にあって、世界経済の構造転換や人口
減少・少子高齢化社会への対応、地球温暖化に対応したエネルギー政策など、
日本の課題は世界が直面していく課題であり、日本が先頭に立って解決してい
く。 


これらの取組を通じて、我が国は新たな成長・国際貢献のモデルを世界に提
示していく。 


 


６．新たなフロンティアに向けて 


日本再生を進めるためには、経済、社会のフロンティアを一層開拓するとと
もに、科学技術、教育（人材育成）、国際関係、政治や行政など多岐の分野に
わたる「フロンティア（新たな可能性の開拓）」を切り拓き、これを活用して
いくことが重要である。 
そして、「希望と誇りある日本」を築き上げていくため、新たな「フロンテ


ィア」を提示し、中長期的に目指すべき方向性を示していかなければならない。 
今後、こうした観点に立って、各般にわたる分野のフロンティアについてさ


らに検討を深めていくべきである。 








 


 


「予算編成の基本方針」策定に向けた基本的な考え方 


 


○現状認識 


 ・東日本大震災という未曽有の国難 


 


・エネルギー制約や円高の急激な進行、世界的な金融危機 


 


 ・欧州財政危機にみられる「国家の信用」が市場から厳しく問われる状


況（財政危機が経済危機に） 


 


  ⇒これまで以上に経済成長と財政健全化の両立が重要。 


 


○基本的な方向性 


 震災復興 


 被災地の方々が早期に復興を実感できるよう、23 年度補正予算に


引き続き、24 年度予算においても震災復興に全力。復興・復旧対策


のための経費については、財源とあわせて別枠管理。 


 


 日本再生 


日本再生の実現に向け、 


・ 新たな産業の創出をはじめ成長力の強化に尽力するとともに、 


・ 分厚い中間層の復活を目指して、雇用を通じて一人ひとりが参加で


きる活力ある社会を築くため、雇用創出や人材育成等に戦略的に取


り組む。 


「日本再生重点化措置」枠も活用しつつ、日本再生に全力。 


 


財政運営戦略の着実な実現 


・ 行政刷新会議の「提言型政策仕分け」における提言を活用し、事業


の無駄や非効率の背景にある政策的・制度的な問題にまで掘り下げ


て、既存予算の徹底的な見直し。 


・ 社会保障・税一体改革を実現。平成 23年度中に関連法案を提出。 


・ 中期財政フレーム（24～26 年度）」(平成 23 年 8月 12 日閣議決定) 


に示された財政規律を堅持(新規国債発行額は復興債を除き約 44 兆


円を上回らないものとするよう、全力をあげる。基礎的財政収支対


象経費については、復興・復旧対策を除き約 71 兆円を実質的に上回


らないものとする)。 


資料２ 








 


 


24 年度予算編成における重点化について 


 


 


○日本再生重点化措置の趣旨 


我が国経済社会を再生し、国民一人ひとりが希望をもって前に進める


社会を実現するため、将来を見据え、新たな雇用の創出を含め、我が国


経済社会の再生に真に資する分野に予算を重点配分する取組。 


   


 


○「日本再生の基本戦略の基本的な考え方について(案）」の項目に沿った


具体的施策 


 


 確かな成長の実現(経済のフロンティアの開拓） 


   


・世界経済の構造変化に対応した新産業分野創出の取組み 


 （例）環境・エネルギー制約克服のための研究・技術開発 


      円高メリットを生かした海洋資源権益の獲得 


      実用を重視した衛星システムの構築 


     


  ・日本の強みを生かした海外ビジネス展開の拡大や、経済連携に向け


た国内産業の体質強化 


（例）パッケージ型インフラの海外展開 


   農業再生に向け、農家が安心して農業に専念できる環境整備 


   海外における日本語教育の拡充 


 


 分厚い中間層の復活(社会のフロンティアの開拓） 


 


  ・全員参加型の社会の実現を目指した環境整備 


（例）若者の雇用促進 


      待機児童の解消 


     


○日本再生重点化措置等を活用して、こうした施策を実現していくことが


考えられる。    


資料３ 








Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism


タイの洪水等に関する取組について


国土交通大臣 前田 武志


平成２３年１１月３０日


資料４







・ 国と国との「絆」を深め、ともに発展する新たな国際貢献モデルとして、我が国の総合力を活かした
「防災パッケージ」の提供を戦略的に世界に展開


・ 「防災パッケージ」の提供を、外交政策の主要な柱の一つである防災協力の具体的取組として
位置づけ、関係省庁、ＪＩＣＡ等関係機関、産、学が連携して実施


・ 緊急時の防災対応発動の迅速・円滑化のための、平常時からの防災協力関係を強化
（特に、防災情報の提供は重要であり、気象庁、ＪＡＸＡ、土木研究所、ＪＩＣＡ等が連携して実施）


・ 産学官が連携し、開発援助とビジネスをシームレス化（計画段階から運用段階まで実施）
・ トップレベルの政策対話等により、相手国政府と防災協力プログラムを戦略的に策定


・ 防災情報、警戒避難体制、インフラ、土地利用規制、制度・体制を含む総合防災システムを提供し、
災害予防・被害軽減能力を強化


・ 従来型の「人・モノの提供」から、新たに「防災システムと、それが的確に運用されるよう関係省庁・
機関、産、学が連携した『防災パッケージ』の提供」による協力を実施


・ タイの洪水被害によるサプライチェーン寸断の影響は、世界中に波及


・ 国際緊急援助隊として、高性能で機動力のある排水ポンプ車と排水チームを海外に初めて派遣


タイの洪水被害と国土交通省の緊急的な取組


「防災パッケージ」の提供によるタイの洪水への対応（案）


新たなフロンティアとしての「防災パッケージ」を世界に展開（案）


新たなフロンティアとしての「防災パッケージ」の世界展開


1







「持続可能で活力ある国土・地域づくり」の推進について


○ 国土交通省としての基本方針


人口減少、少子高齢化、財政制約に加え、震災を契機としたエネルギー制約等の課題を克服し、
我が国の明るい未来を築くためには、持続可能で活力ある国土・地域づくりの推進が不可欠。


○ 国土交通省の総合力を活かした施策の推進


・陸海空にわたる所掌範囲の広がりと現場力を有する国土交通省の総合力を発揮し、関係
省庁、民間と連携して、日本再生に向けた新たなフロンティアを開拓するとともに、新た
な成長・国際貢献のモデルとなるプロジェクトを推進


「拡大から集約へ」、「官から民へ」、「国内前提から海外展開へ」


【持続可能で活力ある国土・地域づくりの柱】 ＜４つの価値、８つの方向性＞


【危機の中の危機を契機とした「逆転の発想による成長戦略」】


実現すべき価値 新たな政策展開の方向性 具体例


Ⅰ 持続可能な社会の実現
１ 低炭素・循環型システムの構築 ゼロエネ・蓄エネ、自然共生


２ 地域の集約化 「医職住」の近接


Ⅱ 安全と安心の確保
３ 災害に強い住宅・地域づくり 耐震性向上、危機管理体制


４ 社会資本の適確な維持管理・更新
戦略的マネジメント（重点化・長
寿命化）


Ⅲ 経済活性化
５ 個人資産の活用等による需要拡大 住宅市場活性化、観光振興


６ 公的部門への民間の資金・知見の取込み ＰＰＰ／ＰＦＩ


Ⅳ 国際競争力と国際プレ
ゼンスの強化


７ 我が国が強みを有する分野の海外展開、国際貢献


８ 国際競争の基盤整備の促進
大都市環状道路、国際戦略港湾、
大都市拠点空港


インフラシステム輸出、総合防災
対策（タイの洪水への対応等）
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専門家派遣


・大規模な水害への対応の経験がある日本の専門家
（洪水、排水対策、空港、鉄道）7名を派遣


排水ポンプ車の派遣
・国土交通省所有の高性能で機動力のある排水ポンプ車
（1台で消防車10台分の能力）１０台を、国際緊急援助隊とし
て、海外に初めて派遣


・国土交通省地方整備局（6名）、外務省（1名）、JICA（7名）、
民間企業（8名）による官民連携の排水チームで実施 排水ポンプ車稼働状況（11月19日作業開始）


・ タイの洪水被害によるサプライチェーン寸断の影響は、世界中に波及


・国際緊急援助隊として、高性能で機動力のある排水ポンプ車と排水チームを海外に初めて派遣


排水前の状況（11月19日） 排水後の状況（11月27日作業完了）ロジャナ工業団地


参考資料タイの洪水に対する国土交通省の緊急的な取組
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浸水予測情報の提供【イメージ】
ICHARM （土木研究所水災害・リスク


マネジメント国際センター）の技術活用


浸水深


タイの洪水の課題
●充実すべき社会資本・システム


・首都圏氾濫を回避する放水路
・浸水域からの排水機能
・都市や工業団地等を守る輪中堤
・洪水・浸水予測情報システム


●改善すべき制度・体制
・水系一貫の治水制度・体制
・土地利用規制
・災害リスクの周知
・上下流の対立調整


・海外進出企業への災害リスク情報の提供


・早期の洪水・浸水予測情報の提供（右図）


・洪水ハザードマップ作成・活用支援


・治水マスタープラン（1999年、JICA）の見直し


・首都機能の水害に対する脆弱性の改善


・水系一貫の治水制度に関する政策対話


防災パッケージ


アユタヤ


バンコク


インフラ
土地利用規制


防災情報


警戒避難体制


制度・体制


関係省庁、ＪＩＣＡ等関係機関、産、学の連携


従来型の「人・モノの提供」から、「防災システムと、それが的確に運用されるよう関係省庁・
機関、産、学が連携した『防災パッケージ』の提供」による協力の実施が必要


「防災パッケージ」の提供によるタイの洪水への対応（案） 参考資料







②災害リスク情報の提供


平常時からの
防災協力関係強化


タイの洪水対応の経験を踏まえ、国と国との「絆」を深め、ともに発展する新たな国際貢献
モデルとして、我が国の総合力を活かした「防災パッケージ」の提供を戦略的に世界に展開


「防災パッケージ」の提供を、外交政策の主要な柱の一つである防災協力の具体的取組とし
て位置づけ、関係省庁、ＪＩＣＡ等関係機関、産、学が連携して実施することが必要
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①国別の防災協力プログラムの策定


・災害発生時の協力内容・体制を、相手国と事前に調整
・総合防災システムの提供に関する協力内容を特定


・被災地に応じた多様な支援策を迅速かつ円滑に実施
・官民連携の緊急チー ム（人材、資機材）を被災地に派遣


インフラ


防災情報


警戒避難体制


土地利用規制


制度・体制


人材登録・情報備蓄


トップレベル政策対話


③総合防災
システムの提供


・緊急時の防災対応発動の迅速・円滑化のための、平常時からの防災協力関係を強化
・産学官が連携し、開発援助とビジネスをシームレス化 計画段階から運用段階まで実施
・トップレベルの政策対話等により、相手国政府と防災協力プログラムを戦略的に策定


緊急時、対策メニューを
直ちに発動


⑤国際緊急援助の実施


④早期警戒情報の提供


・気象庁、ＪＡＸＡ、土木研究所、ＪＩＣＡ等が連携


参考資料新たなフロンティアとしての「防災パッケージ」を世界に展開（案）








 


世界における日本のプレゼンスの強化 


（人間の安全保障の実現に向けて） 


 


 ODA によるマスタープランづくりや基盤整備を出発点に、民間


の活動への融資や政府保証の供与、さらには民間独自の活動等を、


各々の国の発展段階に応じて連携させることによって、人間の安全


保障の実現を目指す。 


 こうした取組は、国際社会の平和と繁栄に資するとともに、我が


国の強みを世界に活かすことで、日本の成長にもつながる。 


 


<  タイの洪水支援  > 


 「防災パッケージ」にした一括的な支援 


  ・防災システムとその的確な運用をパッケージ支援。 


  ・関係省庁、関係機関、産、学が連携して実施。 


 


<  アジアをはじめとする人間の安全保障  > 


 ～社会インフラ（ハード・ソフト）整備をパッケージ支援～ 


 ○   防災や成長に貢献するインフラ整備 


 例：パッケージ型インフラ海外展開等を活用した防災事業 


   等の支援など、官民が連携した総合的支援の推進 


 


 ○   基礎教育支援を通じた人材基盤の拡大 


    （例：理数科教育のための教員養成） 


 


  ○   保健・医療・衛生 


    （例：保健・医療システム、廃棄物処理等の制度整備支援） 


 


  ○   高度人材の育成 


（例：留学生の招致や専門家等の人材育成） 


資料５ 








平成 24 年度エネルギー関連研究開発予算の策定の基本的な考え方 
 


平 成 23 年 11 月 25 日 
エネルギー・環境会議決定 


 
 エネルギー・環境会議は、省エネルギー及び再生可能エネルギーをはじめと


するエネルギー・環境分野における研究開発について、省庁横断的に、集中と


選択によって戦略的に資源を投入することが重要であることを再確認した。 
 エネルギー・環境会議は、総合科学技術会議の協力を得て、「革新的エネルギ


ー・環境戦略策定に向けた中間的な整理」（平成 23 年 7 月 29 日エネルギー・環


境会議決定、以下「中間的な整理」という）を踏まえ、予算の重点化、重複排


除等を行うべく、下記のとおり平成 24 年度エネルギー関連研究開発予算の策定


の基本的な考え方を策定する。 


 
記 


 
１．エネルギーフロンティア開拓に向けた研究開発予算等を重視 
 原子力発電に電力供給の過半を依存するとしてきた現行のエネルギーミッ


クスをゼロベースで見直すに当たり、省エネルギーによるエネルギー需要構


造を抜本的に改革するとともに、再生可能エネルギーの比率を高め、化石燃


料のクリーン化、効率化を進めるなど、エネルギーフロンティアの開拓を急


ぐ必要がある。これに向けた研究開発予算等を重視し、重複を排除する。 


 
２．分散型のエネルギーシステムの実現、課題解決手法の提示を目指す研究開


発予算等を重視 
  新たな技術体系に基づく革新的なエネルギーシステムを目指す。現在の集


権型エネルギーシステム（地域独占の電力会社による大規模電源が電力供給


の太宗を担うシステム）の改良ではなく、分散型の新たなエネルギーシステ


ムの実現を目指し、それに資する研究開発予算等を重視し、重複を排除する。 
また、エネルギー・環境分野における課題解決先進国として世界に貢献す


べく、解決手法の客観的裏付けとなり得る研究開発も重視し、重複を排除す


る。 


 
（注）原子力に係る研究開発予算については、「中間的な整理」を踏まえつつ、 
 ・平成２４年度予算については、廃炉の着実な実施に資するものや、世界最


高水準の安全性の実現に向けた原子力安全の徹底、安全を支える技術・人


材基盤の強化、革新的エネルギー・環境戦略への迅速な対応等を重視する。 


 ・また、２５年度予算以降については、新世代の原子力研究開発等の扱いも


含め、原子力政策の総合的な検証を踏まえて検討する。 


資料６ 





